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はじめに 

 
人口減少・超高齢社会が到来しています。人口減少は、生活を支える様々なサービ

スの持続性に影響を与えます。とりわけ、民間事業者の担うサービスは、商圏の人口

が減り、経営環境が厳しくなれば、身近な地域から撤退してしまう可能性もあります。

高齢化に伴っては、一定のケアが必要な高齢者に対し、医療や介護、移動手段等を地

域で提供するための環境の整備が必要となります。人手不足が深刻化すれば、日常生

活や地域経済に必要な人材を地域で確保できなくなるかもしれません。 

 

こうした変化や課題は、これから全国の様々な地域で加速し、顕在化すると見込ま

れます。特に、これまで高齢者の割合が少なく、課題が余り意識されてこなかった三

大都市圏では、介護需要が急速に増加することが見込まれており、サービス提供体制

の確保の課題が顕著に現れてきます。各市町村においては、顕在化する諸課題への対

策を早期に検討し、将来にわたって持続可能で個性豊かな地域社会の未来像を示して

いく必要があります。その際には、2030 年を目標時期とする「持続可能な開発目標

（SDGs）」の達成や 2050 年までに目指すものとされた「2050 年カーボンニュートラ

ル」の実現に向けた視点に加え、最近の新型コロナウイルス感染症の拡大への対応を

踏まえ、地域社会において、様々なリスクに備えた柔軟性や冗長性を確保していく視

点も重要となるでしょう。 

 

本ワーキンググループは、このような、やがて来る変化や課題について、地域が長

期的な見通しを整理する、そのあり方を検討するために設置されたものです。ワーキ

ンググループにおいては、市町村に必要な未来の予測とは一体何だろうか、どのよう

な形で将来の資源制約を見込んでいけば良いのだろうか、といったことから、具体的

な推計結果の活用方法に至るまで、広い射程の中で活発に意見交換が行われました。

途中、全国の市町村そして都道府県を対象とした意見照会も行いました。 

本報告書では、このような議論の成果として、それぞれの地域が客観的かつ長期的

な視点で、地域の将来の姿を整理しようとする試みを「地域の未来予測」と位置付け、

各市町村が自らの地域にあてはめて活用することを想定した具体的な指標の例等を

取りまとめています。その活用方法としては、地域のステークホルダーが集い、連携

や協働のあり方等を話し合う際の合意形成等に使われることを想定しています。 

本ワーキンググループの検討結果が、全国の地方公共団体の取組の一助となり、未

来に生きる国民・住民の生活の支えに繋がることを願っています。 

 

令和３年（2021 年）３月 

 

「地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ」座長 

   伊藤 正次（東京都立大学法学部法学科教授） 
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１．地域社会において今後顕在化する変化・課題 

 

我が国全体の人口構造は 2040 年頃にかけて大きく変容し、国立社会保障・人口問

題研究所の推計1によれば、同時期には毎年約 90 万人の人口が減少するようになる。 

生産年齢人口（15 歳～64 歳）の減少幅は増大し、サービスの提供や地域の経済活

動の制約要因となる一方、三大都市圏を中心に高齢化が急速に進行し、65 歳以上人

口はピークを迎え、2040 年には、介護需要が高まる 85 歳以上の人口は 2015 年から

倍増した 1,000 万人超となる。 

 

加えて、今後、人口増加期に集中的に整備してきたインフラは老朽化し、更新需要

が高まっていく。他方、負担を分かち合う住民は減少していくとともに、維持管理・

更新のために必要な人材は減少していく。 

人口構造やインフラ・空間に関する変化に伴い、日常生活に支えを必要とする人や

適切な管理・更新が求められるインフラの需要が増加する一方、支える人材が減少す

るギャップにより、今後、多様な分野において課題が顕在化することが見込まれる。 

 

こうした問題認識の下、2018 年７月に第 32 次地方制度調査会（内閣総理大臣の諮

問機関）が設置された。同調査会は、2040 年頃にかけて、地域において対応が求めら

れる変化や課題、また、これらの変化や課題に対応するために、国及び地方公共団体

に求められる視点や方策について、広範な分野にわたって調査審議した内容を整理し、

2019 年７月に「2040 年頃から逆算し顕在化する地方行政の諸課題とその対応方策に

ついての中間報告」を、2020 年６月に「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対

応するために必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」を取りまとめている。 

 

同中間報告及び答申では、今後、全国的に顕在化していくことが見込まれる我が国

の変化や課題の現れ方は、その要因の変化の度合いや活用可能な経営資源の違い等に

よって、地域ごとに大きく異なることを指摘している。 

例えば、人口構造の変化は、官民を含めた幅広い分野にわたりサービスの需要と供

給の両面に大きな影響を与え、多くの変化・課題の要因となるが、現在予測されてい

る各市町村の人口構造の変化の現れ方は様々である。 

国全体の人口構造の変化と異なり、生産年齢人口が増加する市町村もあれば、高齢

者人口が減少する市町村も少なくなく、また、指定都市、中核市、一般市、町村の区

分ごとに一律にパターン化できるものでもない。また、同一市町村内にも都市的地域

と農山漁村的地域が存在し、人口構造の変化が一様でない場合があることが指摘され

ている。 

 

加えて、こうした 2040 年頃にかけて地域によって異なって現れる変化や課題に適

                                                  
1 国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（平成 29 年推計）」出生・死亡中位推計 
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切に対応していくためには、それぞれの地方公共団体において、首長・議会・住民等

がともに、地域における変化・課題の現れ方を見通し、資源制約の下で何が可能なの

か、どのような未来を実現したいのかの議論を重ね、ビジョンを共有していくことが

重要であること。その上で、その未来像を実現するため、未来像から逆算し、どのよ

うにして必要な経営資源を確保し、とるべき方策の優先順位をつけていくのか、地方

公共団体が、現状の取組の方向と照らし合わせながら、地域のおかれた状況に応じて

自ら判断し、長期的な視点で必要な対応を選択していくことが重要であることが指摘

された。 

 

本ワーキンググループで検討の対象とする「地域の未来予測」とは、このような問

題認識のもと、それぞれの地域が、「目指す未来像」の議論の材料となる重要な将来

推計のデータを、客観的かつ長期的な視点で整理しようとする試みのことである。 

 

以下、今後、各市町村において、具体的にどのような資源制約が見込まれるのか、

その長期的・客観的な変化や課題の見通しを「地域の未来予測」として整理する際の

検討に資するよう、具体的な分野や指標等の考え方を取りまとめた。 
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＜参考１＞ 2040 年に向けた人口の動向 

 
（出典）第 32 次地方制度調査会第 1回専門小委員会（2018 年 7月 31 日）資料を一部加工 

 
 

＜参考２＞ サービス施設の立地する確率が 50%及び 80%となる自治体の人口規模 
（三大都市圏除く）   

 
 
 

（出典）国土交通省「国土のグランドデザイン 2050 参考資料」（2014 年７月） 
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２．地域の未来予測の基本的な考え方について 

 
（１）目的・効果 

 
今後、長期的に生じる多様な変化・課題に的確に対応し、持続可能な形で行政サー

ビスを提供していくためには、それぞれの市町村において、首長・議会・住民に加え、

コミュニティ組織、NPO、企業等の地域社会を支える主体がともに、資源制約の下で

何が可能なのか、どのような未来を実現したいのかの議論を重ね、ビジョンを共有し

ていくことが重要となる。 

 

その際、これらの変化・課題の現れ方は地域によって異なることから、議論の前提

として、具体的にどのような資源制約が見込まれるのかについて、各市町村がその行

政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しを、客観的なデータを基にして整理

しようとする試みが「地域の未来予測」である。 

 

「地域の未来予測」による長期的・客観的な見通しの目的は、予測そのものではな

く、「目指す未来像」の議論2の材料を提供することにある。すなわち、短・中期の目

標の達成を重視した従来の一般的な計画等では十分着目されてこなかった地域の課

題に気付きを与えるためのものであると言える。 

 

各市町村においては、客観的な長期見通しである「地域の未来予測」とこれを基礎

とした｢目指す未来像｣の議論を経ることで、限られた経営資源の中で取るべき方策の

優先順位をどのようにつけていくのか、又は、技術を活かした対応や組織・地域の枠

を越えた連携等により資源制約を乗り越えることができるかなどを、より具体的に検

討することが可能となる。 

各市町村には、こうした検討に基づき、自らの判断のもと、様々な政策や計画に検

討結果を反映させていくことが期待される。 

 

「地域の未来予測」は、地域における議論の材料として、あくまで自主的な取組と

して作成されるものであり、国が示す分野や指標、推計方法の例を参考にしつつ、地

域の実情に応じて作成されることが期待される。 

 

なお、「地域の未来予測」による長期的な見通しを行う期間については、概ね 20 年

先を目途としつつ、入手可能なデータに応じ、15 年から 30 年先など、指標によって

                                                  
2 客観的な長期見通しとして作成する「地域の未来予測」を踏まえ、どのような未来を実現したいの

か（「目指す未来像」）を住民等とともに議論すること。「地域の未来予測」は、人口やインフラの

老朽化等の客観的なデータを基礎として長期の将来推計を行うことができる一部の分野に限定され

るが、住民等とともに議論する「目指す未来像」には、客観的な推計が困難な分野や指標について

の見通しや目標を含め、より広い視点が必要と考えられる。 
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見通しの期間が異なることも考えられる3。 

また、見通しについては、人口推計の改定や、総合計画の見直し等のタイミングを

捉えて更新していくことが望ましい。 

 

 

（２）他の計画等との関係 

 

 「地域の未来予測」は、地域の自主的な経営判断に資するよう、市町村が、それ

ぞれの地域における行政需要や経営資源に関する長期的・客観的な変化・課題の見

通しを明らかにするものであり、施策の内容や手順等を記載した計画等とは異な

る。 

むしろ、「地域の未来予測」を踏まえて、多様な主体が「目指す未来像」の議論を

重ね、ビジョンを共有し、その結果を様々な計画や政策等に反映していくことが重

要であり、そうした意味で、「地域の未来予測」は各種の政策や計画等を検討する際

の議論の材料・前提となるものと位置付けられる。 

 

 また、「地域の未来予測」の作成に当たっては、事務の効率化等の観点を踏まえ、

各地方公共団体において過去の計画策定時等に作成した既存の将来推計であって、

「地域の未来予測」と同様の趣旨で作成されたものがある場合には、当該既存の将

来推計を適宜活用することも考えられる。 

 

既存の計画等 「地域の未来予測」との関係 

長期見通し 

 例：地方人口ビジョン 

 「地域の未来予測」は、人口に関する見通しに限らず、行政サービスの分

野を広く俯瞰して、客観的・長期的な見通しを行うものである。  

この点において、例えば、主に人口に関する長期見通しを対象としている

地方人口ビジョンとは異なる。 

計画 

 例：地方版総合戦略 

総合計画 

公共施設等総合管理 
計画 

 「地域の未来予測」は、あくまでそれぞれの地域の長期的・客観的な見通

しを整理するものであって、施策の内容や手順、施策効果を見込んだ目標

値等を記載した計画とは異なる。 

 むしろ、「地域の未来予測」は、各種の計画等の策定に当たっての議論の

材料となるものである。 

政策 

 例：小さな拠点 

過疎対策 

 「地域の未来予測」は、あくまでそれぞれの地域の長期的・客観的な見通

しを整理するものであって、政策そのものとは異なる。 

 各政策の立案に当たっては、「地域の未来予測」や「目指す未来像」の議

論が反映されることが望まれる。 

 
  

                                                  
3 「地域の未来予測」の対象期間や時期は、第 32 次地方制度調査会の議論の対象となった 2040 年頃

に限らず、各地域の状況等に応じて、任意に設定して差し支えない。 
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（３）分野・指標の考え方 

 

「地域の未来予測」の対象となる分野や指標の考え方については、以下のとおり

整理した。 

 

○ 分野の考え方について 

  ・「地域の未来予測」として長期的な見通しを立てるべき行政需要や経営資源の

範囲は、その基本的な考え方を踏まえ、今後の人口構造の変化やインフラの

老朽化の影響を大きく受ける行政分野を中心とした。また、行政サービスや

公共インフラのほか、公共的サービスである共・私のサービスも長期的な見

通しの対象に含めることとした。 

 

 ・このほか、第 32 次地方制度調査会答申においては、Society 5.0 の到来をは

じめとする技術の進展4、ライフコースや価値観の変化・多様化などの今後の

変化も指摘されているが、これらの分野については、関連する長期的・客観

的な見通しのデータを提示することは困難であることから、「地域の未来予

測」の対象とはせず、必要に応じて、｢目指す未来像｣の議論の中で取り扱わ

れるものと整理した。 

 

○ 指標の考え方について 

  ・分野と同様に、具体的な指標についても、地域における議論の前提となる行

政需要や経営資源に関する長期的な変化についての客観的な見通しを示すた

めのものであることから、市町村が掲げる目標とは異なるものとして、施策

の効果等を極力取り除いた5、可能な限り客観的に推計できる指標を採用し

た。 

 

 

  

                                                  
4 科学技術に関する未来予測としては、文部科学省の科学技術・学術政策研究所が約５年毎に行って

いる「科学技術予測調査」があり、第 11 回調査（2019 年 11 月公表）では、科学技術の発展によ

る 2040 年の社会を描いている。また、文部科学省の「令和２年版科学技術白書」においては、「科

学技術が広げる未来社会の可能性と選択肢」として国内外で行われている未来予測の例や科学技術

トピックの具体例とともに、2040 年の姿を描く特集を組んでいる。 
5 今回、施策の効果や科学技術の進展等の要素を極力取り除いた指標を採用したことについては、ま

ずは一定の蓋然性を持って生じる人口構造の変化や施設・インフラの老朽化等による影響を、住民

の生活を確実に守っていく必要がある市町村が把握することの重要性に鑑みたものであり、各市町

村が推進する施策の効果やテクノロジーの発達を軽視したものではない。むしろ、各市町村におい

ては、こうした指標による将来推計を行うことで、目指す未来像に向けた積極的な施策の展開や、

新しいテクノロジーの必要性にいち早く気づき、導入すること等に繋げていくことが期待される。 
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（４）「地域の未来予測」の活用のあり方 

 

 「地域の未来予測」の作成や「目指す未来像」の議論は、あくまでそれぞれの地

域において自主的に実施されるものであるが、各市町村においては、客観的な長期

見通しとしての「地域の未来予測」を作成した上で、これに留まらず、客観的な推

計が困難な分野や指標についての見通しや目標を含めて、どのような未来を実現し

たいのかについて、ワークショップの開催や地域の多様な主体が参画している協議

会等のプラットフォームの活用、議会への説明等により住民等とともに議論するこ

とや議論の結果を様々な政策や計画に反映させていくことが期待される。 

 

 その際、「地域の未来予測」は、人口やインフラの老朽化などを基礎として長期見

通しの推計を行うことができる一部の分野に限定されるが、「目指す未来像」の議論

は、そうした分野にとどまるものではないことから、住民等とともに議論するに当

たっては、より広い視点が必要と考えられる。 

 

 このような分野・指標の例としては、｢地域の未来予測｣によって推計された資源

制約を乗り越えるための技術の導入や担い手の確保に関するもの、｢地域の未来予

測｣以外の行政分野に関するもの、地域において重要と考えている地域資源に関する

ものなどが考えられるが、これらに限定されるものではなく、あくまで地域の選択

に委ねられるものといえる。 

 

また、「地域の未来予測」の作成に当たっては、住民の日常生活の範囲が市町村の

区域を越えて広がっている地域や、市町村間の広域連携を視野に入れている地域に

おいては共同して作成することが有用である。 

加えて、指定都市における行政区のほか、支所の管轄区域や中学校区など、市町

村における一部の地域についても推計データの入手が可能な範囲で、長期的な見通

しを作成することが有用である。 

 

 

 

  

地域の未来予測の活用のイメージ 



 

10 
 

３．分野の例について 

 

（１）具体的な分野の例 

 

「２（３）分野・指標の考え方」を踏まえ、「地域の未来予測」の対象としては、

分野横断的な指標として、まず各分野の推計の前提となる人口減少や高齢化等の人口

構造の変化、施設・インフラの老朽化や配置状況が考えられる。 

 

分野の例 サービス提供体制に影響を与える変化 

⼈⼝ ⼈⼝減少や⾼齢化等の⼈⼝構造の変化 

施設・インフラ 施設・インフラの⽼朽化や配置状況 

 

その上で、これらの影響を大きく受ける分野のうち、人口等を基礎として長期見通

しの推計が可能な分野であって、施設・インフラをはじめとしたサービス提供体制の

見直しに長期的な視点での検討が必要な分野の例として、以下の分野が考えられる。 

 

分野の例 サービス提供体制に影響を与える変化 

⼦育て・教育 年少⼈⼝の減少等による⼦育て・教育分野の需要の変化 

医療・介護 ⼈⼝減少や⾼齢化等による医療・介護分野の需要の変化 

公共交通 ⼈⼝減少や⾼齢化等による公共交通の需要の変化 

衛⽣ ⼈⼝減少による衛⽣分野の需要の変化 

防災・消防 ⾼齢化等による災害時の⽀援等に関する需要の変化や救急需要の変化 

空間管理 ⼈⼝減少による都市の低密度化等の都市構造の変化 

 

このほかの経済・財政、観光、環境等の分野については、前述の通り、人口構造の

変化や施設の老朽化に起因する変化以外の影響が大きく、関連する長期的・客観的な

見通しのデータを提示することが困難であることから、「地域の未来予測」の対象で

はなく、これを踏まえた｢目指す未来像｣の議論の中で取り扱われるべきものと整理し

た。 
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（２）特に必要性の高い分野 

 

本ワーキンググループにおける意見交換や地方公共団体からの意見においては、

「他市町村との比較や分析ができるよう標準的な分野や指標の設定をお願いしたい」

という意見や、「自治体間での参考として利用できるよう、基本となる指標を示し、

参考指標を自治体の判断で追加することで、より発展的な利用が可能となる」という

意見があった。 

このような意見に関して、「地域の未来予測」は、あくまで自主的な取組として、

地域の実情に応じて作成されることが期待されるという性格上、国として一律に標準

的な指標を設定することは難しいと考えられるが、短・中期の目標の達成を重視した

従来の一般的な計画等では十分着目されてこなかった地域の長期的な課題や変化に

気付きを与えるという「地域の未来予測」の趣旨・目的に加えて、以下のような観点

を合わせ鑑みると、一定の分野については、市町村において、長期的な見通しを作成

する必要性が特に高いものとして示すことが適当と考えられる。 

 

① 今後、ほぼ全ての市町村において 15～75 歳人口の減少が見込まれ6、また、我が

国全体では 2040 年頃にかけて 65 歳以上の高齢者人口がピークを迎えるとともに

医療・介護需要の高い 85 歳以上の人口は 2015 年から倍増するなど、全国的に人口

構造の大きな変化が見込まれており、各地方公共団体は、こうした変化や顕在化す

る資源制約に対して長期的な視野を持ち、急ぎ対応していく必要があること 
 
② 計画作成からサービス提供までの全体を、主として行政が担ってきた教育、衛生、

消防・防災等の分野に比較して、具体的なサービス提供を行政以外の主体が担うこ

とが多い子育て・介護を含めた福祉、医療、公共交通等の分野は、公共私それぞれ

の担い手が、組織や地域の枠を越えて参画し、各主体の把握している資源やデータ

を持ち寄りながら共通のビジョンを描いていく必要があり、このため、「地域の未

来予測」を通じた持続可能なサービス提供や課題解決の議論を早期に開始する必要

があること 

 

すなわち、今後、資源制約が顕在化する中で、地域において必要な生活機能を確保

していくためには、85 歳以上人口や単身高齢者世帯の増加等による日常生活に支え

を必要とする高齢者の増加が地域のサービス需要に特に直結し、「目指す未来像」の

議論に公共私の参画が不可欠である医療分野や介護をはじめとする福祉分野、地域の

足を支える公共交通分野について、長期的・客観的な将来推計を用いた地域の変化・

課題の検討を早期に実施することが特に求められる7。  

                                                  
6 このうち一部の市町村では 75 歳以上人口も急速に減少することが見込まれている。 
7 内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（2021 年２月）では、人口 20 万人未満の都市におけ

る「地域における将来の行政機能に対する心配な分野」について、「医療･健康づくり施策」、「福祉

施策」、「地域の公共交通サービスの提供や道路などの整備」が上位３項目となっている（人口 20

万人以上の都市では「交通安全・防犯対策」を加えて上位４項目となっている。）。 
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＜参考４＞ 都道府県別高齢者人口の推移（2015 年→2040 年） 

 
（出典）第 32 次地方制度調査会第 1回専門小委員会（2018 年 7 月 31 日）資料を一部加工 

 

＜参考５＞ 老後の生活に関する不安 

 

            （出典）国土交通白書 2020 資料を基に作成 
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４ 指標の例及び参考事例について 

  

「地域の未来予測」に用いる指標の例は、「３．分野の例について」において示さ

れた分野の中で、①人口・人口構造の変化の影響を受ける行政需要や、施設の更新時

期の到来の影響を受ける行政需要のうち基本的なものについて、②既に国における推

計や地方公共団体における推計等が存在するものを踏まえ整理した。 

また、個々の地方公共団体等において推計が試みられているが、推計方法が一般的

に受け入れられている段階にないものは、参考事例として示している。 

加えて、国として実施している推計であっても、短期的なもの、広範囲のもの、労

働や経済等に関して一定の経済成長等を仮定して推計の前提としているなど、長期

的・客観的な指標の例として示すことが難しいものについては参考情報として掲載し

た。 

  

 なお、指標の例の備考中「LI ｰ XXXX」と記載されているものは、当該指標と関連す

る地方創生 SDGs8ローカル指標9の番号（「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」2019 年

８月版（第一版））を参考に示したものであり、また、「★」と記載されているものは、

市町村単位のデータソースが示されているものである。 

 

 

  

                                                  
8 Sustainable Development Goals の略。2015 年９月の国連サミットで採択された 2030 年を期限

とする国際社会全体の 17 の開発目標。「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」（2016 年 12 月
22 日第２回持続可能な開発目標（SDGs）推進本部決定）（2019 年 12 月 20 日改定）において、

地方自治体は、様々な計画に SDG s の要素を反映すること、国内外を問わないステークホルダー

との連携を推進すること、ローカル指標の設定等を行うこと等が期待されている旨が記載されてい

る。 
9 自治体 SDGs 推進評価・調査検討会「自治体 SDGs 推進のためのローカル指標検討 WG」が公開

した地方自治体による SDGs の取組の成果指標の参考リスト。本ワーキンググループにおける意

見交換や地方公共団体からの意見においては、同指標のうち「地域の未来予測」に関連する指標は

共通化する方が良い等の意見があった。同指標については、「地域の未来予測」において一律に標

準的な指標として設定するわけではないが、SDGs に取り組む地方公共団体において共有可能な指

標として利用され、ニーズがあることから、備考において明示することとした。 
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人
研

）
 

都
道

府
県

 
【
世

帯
主

の
男

女
・
年

齢
５

歳
階

級
別

・
家

族
類

型
別

世
帯

数
（
都

道

府
県

単
位

）
】
 

 「
日

本
の

世
帯

数
の

将
来

推
計

（
都

道
府

県
別

推
計

）
」
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.ip
ss

.g
o
.jp

/
pp

-
pj

se
ta

i/
j/

h

pj
p2

0
1
9
/
t-

pa
ge

.a
sp

 

 

 

参
考

）
広

範
囲

の
推

計
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分
野

 
指

標
 

分
類

 
単

位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典

 
備

考
 

人 口 

 
世

帯
数

 
自

治
体

推
計

 

（
小

牧
市

）
 

市
町

村
 

【
各

年
の

将
来

推
計

人
口

（市
町

村
単

位
）
（
小

牧
市

推
計

）
（
※

１
）
】 

÷
【
各

年
の

将
来

世
帯

人
員

（
市

町
村

単
位

）
（小

牧
市

推
計

）
（
※

２
）
】 

 ※
１

 
2
0
1
8

年
１

月
１

日
現

在
の

住
民

基
本

台
帳

人
口

を
基

に
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
を

用
い

て
将

来
推

計
 

 ※
２

 
1
9
9
8

年
〜

2
0
1
8

年
の

世
帯

人
員

の
実

績
値

（
住

民
基

本
台

帳
）
を

基
に

、
対

数
近

似
に

よ
り

将
来

世
帯

人
員

を
推

計
 

 「小
牧

市
都

市
計

画
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

」（
小

牧

市
令

和
２

年
２

月
）6

5p
～

 

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
ity

.k
om

ak
i.a

ic
hi

.jp
/a

dm
in

/s

os
hi

ki
/t

os
hi

se
is
ak

ub
u/

to
sh

ik
ei

ka
ku

/1
/2

_

1/
to

sh
ik
ei

ka
ku

/t
ok

ei
m

as
ut

ap
ur

a/
28

50
6.

ht
m

l 

 

「小
牧

市
ま

ち
づ

く
り

推
進

計
画

 第
１

次
基

本

計
画

」（
小

牧
市

令
和

２
年

３
月

）2
2p

～
 

ht
tp

:/
/w

w
w

.c
ity

.k
om

ak
i.a

ic
hi

.jp
/m

at
er

ia
l

/f
ile

s/
gr

ou
p/

1/
hy

ou
si
ka

ra
jo

sy
ou

.p
df

 

 

 

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
 

国
推

計
 

（
国

土
交

通
省

）
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

 

 

2
0
5
0

年
ま

で
５

年
ご

と
の

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
に

つ
い

て
、

国

勢
調

査
人

口
を

ベ
ー

ス
と

し
て

、
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
）
」
（
社

人
研

）
及

び
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
に

お
け

る
将

来
人

口
の

推
計

値
及

び
仮

定
値

を
使

用
し

、
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
を

用
い

て

推
計

。
 

メ
ッ

シ
ュ

別
区

分
別

人
口

の
合

計
値

が
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推

計
」
に

お
け

る
市

区
町

村
別

の
区

分
別

人
口

と
一

致
す

る
よ

う
調

整
。

 

 

「
国

土
数

値
情

報
」
（
国

土
交

通
省

）
 

h
tt

ps
:/

/
n
lf
tp

.m
lit

.g
o
.jp

/
ks

j/
in

de
x.

h
tm

l 
★

 

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
、

 

町
丁

・
字

別
人

口
 

国
推

計
 

（
国

土
交

通
省

国

土
技

術
政

策
総

合

研
究

所
）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

、
 

町
丁

・
字

 

 
 任

意
の

市
区

町
村

を
対

象
に

、
2
0
4
5

年
ま

で
５

年
ご

と
の

1
0
0
m

メ

ッ
シ

ュ
別

、
町

丁
・
字

別
人

口
に

つ
い

て
、

国
勢

調
査

人
口

を
ベ

ー
ス

と

し
て

、
コ

ー
ホ

ー
ト

変
化

率
法

・
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
の

２
パ

タ
ー

ン
で

推
計

可
能

。
 

全
て

の
町

丁
・
字

別
の

予
測

値
の

合
計

が
、

「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
に

よ
る

市
区

町
村

単
位

の
将

来
推

計
人

口
と

一
致

す
る

よ
う

調

整
さ

れ
て

い
る

。
 

※
 
地

図
上

で
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

、
町

丁
・
字

別
に

人
口

等
を

色
分

け
 

 
 
し

て
表

示
可

能
。

（
M

ic
ro

so
ft

 
E
xc

e
l上

で
表

示
可

能
）
 

※
 
町

丁
・
字

別
に

人
口

推
移

や
人

口
ピ

ラ
ミ

ッ
ド

等
の

表
示

可
能

。
 

 
 

 
（
M

ic
ro

so
ft

 E
xc

e
l上

で
表

示
可

能
）
 

 

「
将

来
人

口
・
世

帯
予

測
ツ

ー
ル

V
2
」
 

（
国

土
交

通
省

国
土

技
術

政
策

総
合

研
究

所
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.g
e
o
sp

at
ia

l.j
p/

c
ka

n
/
da

ta

se
t/

c
o
h
o
rt

-
v2

 

【
別

添
３

】

（
p7

1
）
 

★
 

参
考

事
例
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分
野

 
指

標
 

分
類

 
単

位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典

 
備

考
 

人 口 

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
 

自
治

体
推

計
 

（
河

内
長

野
市

）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

 

 
2
0
4
0

年
に

お
け

る
１

0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
の

人
口

（
人

口
密

度
、

人
口

増
減

率
、

高
齢

人
口

割
合

）
に

つ
い

て
、

「
将

来
人

口
・
世

帯
予

測
ツ

ー

ル
」
（
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

）
を

用
い

て
作

成
。

 

 「
河

内
長

野
市

立
地

適
正

化
計

画
」
（
河

内

長
野

市
平

成
3
1

年
３

月
）
1
2
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ka
w

ac
h
in

ag
an

o
.lg

.jp

/
so

sh
ik

i/
2
0
/
2
3
7
5
9
.h

tm
l 

 

【
別

添
４

】

（
p7

2
) 

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
 

自
治

体
推

計
 

（
蒲

郡
市

）
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

 

 
2
0
4
0

年
に

お
け

る
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
の

人
口

（
総

人
口

、
年

少
人

口
、

生
産

年
齢

人
口

、
高

齢
者

人
口

ご
と

の
人

口
、

人
口

増
減

数
、

人

口
増

減
率

）
に

つ
い

て
、

「
国

勢
調

査
に

関
す

る
地

域
メ

ッ
シ

ュ
統

計
」

（
総

務
省

）
の

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

の
2
0
1
0

年
の

人
口

を
ベ

ー
ス

と
し

て
、

メ
ッ

シ
ュ

ご
と

に
コ

ー
ホ

ー
ト

変
化

率
法

を
用

い
て

推
計

。
 

 「
蒲

郡
市

立
地

適
正

化
計

画
」
（
蒲

郡
市

令

和
２

年
７

月
）
資

料
編

２
－

１
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ga
m

ag
o
ri
.lg

.jp
/
u
n
it
/

ke
ik

ak
u
/
ri
tt

e
ki

-
sa

ku
te

i.h
tm

l 

 

【
別

添
５

】

（
p7

6
) 

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
 

自
治

体
推

計
 

（
松

山
市

）
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

 

 
2
0
4
0

年
の

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
に

つ
い

て
、

国
勢

調
査

人
口

を

ベ
ー

ス
と

し
て

、
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
に

よ
り

推
計

。
予

測
値

の
合

計

が
、

「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
に

よ
る

市
区

町
村

単
位

の
将

来
推

計
人

口
と

一
致

す
る

よ
う

調
整

。
 

 「
立

地
適

正
化

計
画

 
改

訂
版

」
（
松

山
市

平
成

3
1

年
３

月
）
２

－
2
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
at

su
ya

m
a.

e
h
im

e
.jp

/
sh

is
e
i/

m
ac

h
iz

uk
u
ri
/
c
o
m

pa
c
t_

n
e
tw

o
r

k/
ri
tt

e
ki

ko
u
h
yo

u
.f
ile

s/
h
o
n
pe

n
0
2
.p

df
 

 

【
別

添
６

】

（
p8

8
) 

町
丁

目
・
字

別
 

人
口

 

自
治

体
推

計
 

（
北

九
州

市
）
 

町
丁

目
・
字

 

  
2
0
4
0

年
の

人
口

等
（
人

口
、

人
口

密
度

、
高

齢
者

人
口

、
高

齢
化

率
、

年
少

人
口

）
、

2
0
1
0

年
か

ら
2
0
4
0

年
ま

で
の

人
口

増
減

率
、

人

口
密

度
増

減
に

つ
い

て
、

町
丁

目
・
字

別
に

、
国

勢
調

査
人

口
を

ベ
ー

ス
と

し
て

、
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
に

お
け

る
将

来
人

口
の

行
政

区
別

仮
定

値
を

使
用

し
、

コ
ー

ホ
ー

ト
要

因
法

を
用

い
て

推
計

。
 

 
地

図
上

で
、

町
丁

目
・
字

別
に

人
口

等
を

色
分

け
し

て
表

示
し

た
。

 

 ※
 

地
区

別
の

人
口

の
動

向
等

に
つ

い
て

は
、

算
出

の
対

象
市

街
化

区
域

（
工

業
専

用
地

域
・
臨

港
地

区
等

を
除

く
）
と

し
て

い
る

。
 

※
 

地
区

別
の

人
口

密
度

に
つ

い
て

は
、

道
路

や
公

園
な

ど
を

除
く
可

住
地

を
分

母
と

し
て

算
出

。
 

   

「
北

九
州

市
立

地
適

正
化

計
画

」
（
北

九
州

市
平

成
2
8

年
9

月
）
1
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ki
ta

ky
u
sh

u
.lg

.jp
/
fi
le

s/
0
0
0
7
6
4
4
5
1
.p

df
 

【
別

添
７

】

（
p9

6
) 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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分
野

 
指

標
 

分
類

 
単

位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典

 
備

考
 

人 口 

労
働

力
人

口
 

（
供

給
）
 

独
立

行
政

法
人

 

推
計

 

（
労

働
政

策
研

究
・

研
修

機
構

）
 

都
道

府
県

 

 

【
2
0
4
0

年
の

将
来

推
計

人
口

（
都

道
府

県
単

位
）
（
H

3
0

社
人

研
）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

性
・
年

齢
階

級
別

労
働

力
率

（
全

国
単

位
）
（
※

）
】
 

 ※
 

都
道

府
県

の
労

働
力

人
口

は
、

性
・
年

齢
階

級
毎

の
労

働
力

率
は

ど

の
都

道
府

県
に

お
い

て
も

将
来

に
向

け
て

同
様

に
変

化
す

る
と

の
前

提

に
立

ち
、

全
国

推
計

に
お

け
る

性
・
年

齢
階

級
別

労
働

力
率

の
増

分
を

用
い

て
将

来
推

計
を

行
っ

た
都

道
府

県
別

性
・
年

齢
階

級
別

労
働

力
率

（
成

長
実

現
・
労

働
参

加
進

展
シ

ナ
リ

オ
、

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

・
労

働
参

加
漸

進
シ

ナ
リ

オ
、

ゼ
ロ

成
長

・
労

働
参

加
現

状
シ

ナ
リ

オ
が

あ
る

）
。

 
 注

 
市

町
村

単
位

で
の

推
計

は
存

在
し

な
い

。
 

注
 

上
記

の
推

計
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
拡

大
前

に
行

わ
れ

た
も

の
で

あ
る

こ
と

に
留

意
が

必
要

。
 

「
労

働
力

需
給

の
推

計
―

全
国

推
計

（
2
0

1
8

年
度

版
）
を

踏
ま

え
た

都
道

府
県

別
試

算
―

」
（
独

立
行

政
法

人
 

労
働

政
策

研

究
・
研

修
機

構
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.ji
l.g

o
.jp

/
in

st
it
u
te

/
si

ry
o

/
2
0
2
0
/
2
2
2
.h

tm
l 

 

産
業

別
就

業
者

数

（
需

要
）
 

独
立

行
政

法
人

 

推
計

 

（
労

働
政

策
研

究
・

研
修

機
構

）
 

都
道

府
県

 

 次
の

式
に

よ
り

得
ら

れ
た

数
値

に
つ

い
て

、
調

整
を

行
い

、
将

来
の

産

業
別

就
業

者
数

を
推

計
。

 

【
2
0
4
0

年
の

産
業

別
就

業
者

数
（
全

国
単

位
）
（
※

１
）
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

都
道

府
県

別
産

業
別

就
業

者
構

成
比

（都
道

府
県

単
位

）

（
※

２
）
】 

 ※
１

 
成

長
実

現
・
労

働
参

加
進

展
シ

ナ
リ

オ
、

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

・
労

働
参

加

漸
進

シ
ナ

リ
オ

、
ゼ

ロ
成

長
・
労

働
参

加
現

状
シ

ナ
リ

オ
に

分
け

て
、

将

来
の

産
業

別
就

業
者

数
を

推
計

 

※
２

 
産

業
別

就
業

者
数

の
各

都
道

府
県

へ
の

配
分

（
構

成
比

）
の

変
化

の
傾

向
が

将
来

も
続

く
と

の
前

提
に

立
ち

（
一

部
の

産
業

を
除

く
。

）
、

基

本
的

に
は

産
業

別
就

業
者

数
の

都
道

府
県

別
構

成
比

の
ト

レ
ン

ド
に

基

づ
い

て
将

来
の

都
道

府
県

別
構

成
比

を
想

定
 

 注
 

農
林

水
産

業
、

鉱
業

・
建

設
業

、
製

造
業

（
う

ち
食

料
品

・
飲

料
・
た

ば

こ
製

造
業

、
一

般
・
精

密
機

械
器

具
製

造
業

、
電

気
機

械
器

具
製

造
業

、

輸
送

用
機

械
器

具
製

造
業

、
そ

の
他

の
製

造
業

）
、

電
気

・
ガ

ス
・
熱

供

給
・
水

道
業

、
情

報
通

信
業

、
運

輸
業

、
卸

売
・
小

売
業

、
金

融
保

険
・
不

動
産

業
、

飲
食

店
・
宿

泊
業

、
医

療
・
福

祉
、

教
育

・
学

習
支

援
、

生
活

関

連
サ

ー
ビ

ス
、

そ
の

他
の

事
業

サ
ー

ビ
ス

、
そ

の
他

の
サ

ー
ビ

ス
、

公

務
・
複

合
サ

ー
ビ

ス
・
分

類
不

能
の

産
業

 

注
 

市
町

村
単

位
で

の
推

計
は

存
在

し
な

い
。

 

注
 

上
記

の
推

計
は

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
拡

大
前

に
行

わ
れ

た
も

の
で

あ
る

こ
と

に
留

意
が

必
要

。
 

「
労

働
力

需
給

の
推

計
―

全
国

推
計

（
2
0

1
8

年
度

版
）
を

踏
ま

え
た

都
道

府
県

別
試

算
―

」
（
独

立
行

政
法

人
 

労
働

政
策

研

究
・
研

修
機

構
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.ji
l.g

o
.jp

/
in

st
it
u
te

/
si

ry
o

/
2
0
2
0
/
2
2
2
.h

tm
l 

 

参
考

）
労

働
・経

済
に

関
す

る
指

標
 

参
考

）
労

働
・経

済
に

関
す

る
指

標
 



 

 
 

19 

＜
施

設
・

イ
ン

フ
ラ

＞
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

施 設 ・ イ ン フ ラ 

耐
用

年
数

を
越

え

る
施

設
数

・
割

合
 

自
治

体
推

計
 

（
大

阪
府

）
 

都
道

府
県
 

 
 1

0
年

後
、

2
0

年
後

に
耐

用
年

数
を

超
え

る
施

設
数

及
び

府
内

全
施

設
数

に
対

す
る

耐
用

年
数

を
超

え
る

施
設

数
の

割
合

に
つ

い
て

、
施

設
毎

に
表

で
明

示
。

 

※
 

減
価

償
却

資
産

の
耐

用
年

数
等

に
関

す
る

省
令

（
昭

和
4
0

年
大

蔵
省

令
第

1
5

号
）
等

を
参

考
に

各
施

設
の

耐
用

年
数

を
設

定
。

 

 

｢大
阪

府
都

市
基

盤
施

設
長

寿
命

化
計

画
｣

（
大

阪
府

平
成

2
7

年
１

月
）
８

ｐ
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.p
re

f.
o
sa

ka
.lg

.jp
/
at

ta
c
h
/
2

5
1
8
6
/
0
0
0
0
0
0
0
0
/
0
1
%
2
0
ki

h
o
n
.p

df
 

【
別

添
８

】

（
p1

0
5
)  

公
共

施
設

・
イ

ン
フ

ラ
資

産
の

更
新

時

期
及

び
面

積
 

 

新
規

 

 
市

町
村

 

 

 
2
0
4
0

年
ま

で
に

更
新

時
期

（
※

）
が

到
来

す
る

各
施

設
に

つ
い

て
、

更
新

年
・
施

設
面

積
を

可
視

化
で

き
る

よ
う

に
棒

グ
ラ

フ
で

明
示

。
 

※
 

減
価

償
却

資
産

の
耐

用
年

数
等

に
関

す
る

省
令

（
昭

和
4
0

年
大

蔵
省

令
第

1
5

号
）
等

を
踏

ま
え

、
各

公
共

施
設

・
イ

ン
フ

ラ
の

耐
用

年
限

の
時

点
で

更
新

す
る

と
仮

定
し

た
場

合
 

 

 
【
別

添
９

】
 

（
p1

0
6
)  

公
共

施
設

の
設

置

時
期

及
び

面
積
 

自
治

体
推

計
 

（
秦

野
市

）
 

市
町

村
 

 
各
公
共
施
設
に
つ
い
て
、
設
置
年
・
施
設
面
積
を
棒

グ
ラ
フ
で

明
示
。
 

※
 
将
来
推
計
で
は
な
い
も
の
の
、
基
準
時
点
（
2
0
1
4
年
３
月
）

ま
で
に
築

3
0
年

以
上
に
な
る
公
共
施
設
及
び
そ
の
施
設
面
積
が

分
か
る
よ
う
可
視
化
さ
れ
て
い
る
。

 

 ｢秦
野

市
公

共
施

設
再

配
置

計
画

｣（
秦

野

市
平

成
2
8

年
３

月
）
1
4
ｐ
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

h
ad

an
o
.k

an
ag

aw
a.

jp

/
w

w
w

/
c
o
n
te

n
ts

/
1
0
0
1
0
0
0
0
0
3
5
0
0
/
in

d

e
x.

h
tm

l 

 

【
別

添
1
0
】

（
p1

0
7
）
 

公
共

施
設

及
び

イ

ン
フ

ラ
資

産
の

更

新
年

数
 

推
計

の
基

礎
情

報
 

（
総

務
省

）
 

全
国
 

 公
共

施
設

：
6
0

年
で

建
て

替
え

（
3
0

年
で

大
規

模
改

修
）
 

道
路

：
1
5

年
で

舗
装

部
分

の
打

ち
替

え
 

橋
梁

：
6
0

年
で

架
け

替
え
 

上
水

道
管

：
4
0

年
で

更
新
 

下
水

道
管

：
5
0

年
で

更
新
 

※
 

各
地

域
に

お
け

る
将

来
推

計
に

当
た

っ
て

は
、

現
有

施
設

の
耐

用
年

数
を

用
い

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
 

 

「
公

共
施

設
及

び
イ

ン
フ

ラ
資

産
の

将
来

の

更
新

費
用

の
比

較
分

析
に

関
す

る
調

査
結

果
」
（
総

務
省

平
成

2
4

年
３

月
）
３

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
m

ai
n
_c

o
n
te

n
t/

0
0
0
1
5
3
1
1
9
.p

df
 

 

参
考

事
例
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分
野
 

指
標

 
分

類
 

単
位

 
推

計
方

法
（・

デ
ー

タ
ソ

ー
ス

） 
出

典
 

備
考

 

施 設 ・ イ ン フ ラ 

施
設

の
改

修
及

び

改
築

に
か

か
る

概

算
費

用
 

自
治

体
推

計
 

（
鈴

鹿
市

）
 

市
町

村
 

 【
今

後
3
2

年
間

の
施

設
の

改
修

及
び

改
築

に
か

か
る

概
算

費
用

】
 

＝
【
施

設
の

延
床

面
積

（
㎡

）
】
×

【
施

設
の

類
型

別
改

修
及

び
改

築
の

単
価

（
円

/
㎡

）
】
 

※
 

施
設

の
構

造
（
Ｒ

Ｃ
造

，
Ｓ

造
，

Ｗ
造

等
）
ご

と
に

目
標

耐
用

年
数

を
定

め
，

施
設

の
築

経
過

年
数

等
か

ら
，

改
修

及
び

改
築

を
実

施
す

る
年

度
を

設
定

。
 

※
 

原
則

、
延

床
面

積
1
0
0

㎡
以

上
の

施
設

を
対

象
 

 

「
鈴

鹿
市

公
共

建
築

物
個

別
施

設
計

画
」

（
鈴

鹿
市

令
和

２
年

７
月

）
1
3
3
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

su
zu

ka
.lg

.jp
/
ko

u
h
o
u

/
gy

o
se

i/
pl

an
/
m

an
ag

e
m

e
n
t/

pd
f/

ko
be

ts
u
sh

is
e
ts

u
.p

df
 

【
別

添
1
1
】
 

 
（
p1

0
8
）
 

公
共

施
設

の
更

新

費
用

等
 

自
治

体
推

計
 

（
永

平
寺

町
）
 

市
町

村
 

  
「
公

共
施

設
等

更
新

費
用

試
算

ソ
フ

ト
」
（
一

般
財

団
法

人
地

域
総

合

整
備

財
団

）
（
本

ソ
フ

ト
の

サ
ポ

ー
ト

は
2
0
1
9

年
度

末
で

終
了

）
の

算

出
手

法
に

基
づ

き
中

長
期

的
な

経
費

（
今

後
4
0

年
間

で
の

更
新

費

用
）
見

込
み

を
試

算
。
 

公
共

施
設

 
 

 
： 

6
0

年
建

替
え

、
3
0

年
大

規
模

改
修

 

イ
ン

フ
ラ

施
設

 
：
 

道
路

1
5

年
、

橋
梁

6
0

年
、
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

 
 
上

水
道

4
0

年
、

下
水

道
5
0

年
 

 

｢永
平

寺
町

公
共

施
設

等
総

合
管

理
計

画
｣（

永
平

寺
町

平
成

2
9

年
３

月
）
８

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.t
o
w

n
.e

ih
e
iji

.lg
.jp

/
2
0
0
/
3

0
0
/
3
1
3
/
p0

0
3
0
0
7
_d

/
fi
l/

1
.p

df
 

【
別

添
1
2
】
 

 
（
p1

1
2
）
 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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分
野
 

指
標

 
分

類
 

単
位

 
推

計
方

法
（・

デ
ー

タ
ソ

ー
ス

） 
出

典
 

備
考

 

施 設 ・ イ ン フ ラ 

メ
ッ

シ
ュ

を
用

い
た
 

各
種

推
計
 

推
計

方
法

の
提

示
 

（
国

土
交

通
省

）
 

市
町

村
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

等
 

生
活

サ
ー

ビ
ス

施
設

の
徒

歩
圏

人
口

カ
バ

ー
率

等
に

つ
い

て
、

地
区

別

人
口

デ
ー

タ
、

生
活

サ
ー

ビ
ス

施
設

の
立

地
等

に
関

す
る

デ
ー

タ
を

用
い

て
推

計
し

た
人

口
予

測
、

施
設

の
立

地
の

想
定

等
を

基
に

推
計

。
 

 ①
地

区
別

人
口

デ
ー

タ
 

（
方

法
１

）
地

区
別

に
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
を

行
い

、
将

来
人

口
を

予
測

 

（
方

法
２

）
将

来
人

口
増

減
率

を
均

一
に

各
地

区
に

当
て

は
め

将
来

人
口

を

予
測

 

②
施

設
の

立
地

等
 
 

（
方

法
１

）
現

状
の

施
設

立
地

、
サ

ー
ビ

ス
提

供
の

状
況

を
適

用
 

（
方

法
２

）
施

設
数

あ
た

り
の

メ
ッ

シ
ュ

平
均

人
口

密
度

（
国

交
省

作
成

）
を

用

い
て

想
定

 

（
方

法
３

）
メ

ッ
シ

ュ
人

口
密

度
と

施
設

の
存

在
確

率
（
国

交
省

作
成

）
を

用
い

て
想

定
 

 

○
【
生

活
サ

ー
ビ

ス
施

設
の

徒
歩

圏
人

口
カ

バ
ー

率
】 

・
医

療
施

設
、

福
祉

施
設

の
各

施
設

か
ら

そ
れ

ぞ
れ

半
径

8
0
0
m

の
圏

域
内

人
口

を
市

町
村

人
口

で
除

し
て

算
出

 

・
商

業
施

設
を

有
す

る
メ

ッ
シ

ュ
の

中
心

か
ら

半
径

8
0
0
m

の
圏

域
内

人
口

を

市
町

村
人

口
で

除
し

て
算

出
 

○
【
公

共
交

通
沿

線
地

域
の

人
口

密
度

】 

・
鉄

道
駅

か
ら

半
径

8
0
0
m

及
び

バ
ス

停
か

ら
半

径
3
0
0
m

圏
域

に
該

当
す

る
メ

ッ
シ

ュ
に

つ
い

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
人

口
密

度
を

算
出

し
て

平
均

値
を

算
出

 

○
【
公

園
緑

地
の

徒
歩

圏
人

口
カ

バ
ー

率
】
（
居

住
を

誘
導

す
る

区
域

） 

・
都

市
公

園
の

位
置

（
代

表
点

）
か

ら
半

径
5
0
0
m

の
圏

域
内

人
口

を
市

町
村

人
口

で
除

し
て

算
出

 

○
【
防

災
上

危
険

性
が

懸
念

さ
れ

る
地

域
に

居
住

す
る

人
口

の
割

合
】 

・
各

市
町

村
が

防
災

計
画

や
地

域
の

状
況

等
を

踏
ま

え
て

設
定

し
た

区
域

に

居
住

す
る

人
口

を
市

町
村

人
口

で
除

し
て

算
出

等
 

 
※

 
利

用
デ

ー
タ

 

・
 
国

勢
調

査
、

国
土

数
値

情
報

（
医

療
施

設
、

福
祉

施
設

、
保

育
所

、
都

市

公
園

、
鉄

道
、

バ
ス

、
土

砂
災

害
危

険
箇

所
、

津
波

浸
水

想
定

、
国

直
轄

河
川

の
洪

水
浸

水
想

定
区

域
）
）
 

※
 

「
災

害
・
防

災
」
分

は
、

必
要

に
応

じ
て

市
町

村
が

保
有

す
る

デ
ー

タ
 

 
・
 
厚

生
労

働
省

介
護

サ
ー

ビ
ス

情
報

公
開

シ
ス

テ
ム

（
福

祉
施

設
）
 

 
・
 
経

済
産

業
省

商
業

統
計

メ
ッ

シ
ュ

（
商

業
施

設
）
 

「
都

市
構

造
の

評
価

に
関

す
る

ハ
ン

ド
ブ

ッ

ク
」
（
国

土
交

通
省

平
成

2
6

年
８

月
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
lit

.g
o
.jp

/
to

sh
i/

to
si

ko
/
t

o
sh

i_
to

si
ko

_t
k_

00
0
0
0
4
.h

tm
l 

L
I9

.1
.1

.2
 

L
I1

1
.2

.1
.2
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分
野
 

指
標

 
分

類
 

単
位

 
推

計
方

法
（・

デ
ー

タ
ソ

ー
ス

） 
出

典
 

備
考

 

施 設 ・ イ ン フ ラ 

各
種

施
設

等
の

 

位
置

情
報
 

基
礎

情
報
 

（
国

土
交

通
省

）
 

市
町

村
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

等
 

 
 「

国
土

数
値

情
報

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

サ
ー

ビ
ス

」
（
国

土
交

通
省

）
か

ら

各
調

査
年

度
時

点
に

お
け

る
施

設
等

（
医

療
機

関
、

福
祉

施
設

、
文

化

施
設

、
学

校
、

公
共

交
通

（
鉄

道
、

バ
ス

停
留

所
、

バ
ス

ル
ー

ト
等

）
、

給
水

区
域

等
）
の

位
置

情
報

等
デ

ー
タ

を
取

得
で

き
る

。
 

G
IS

ソ
フ

ト
等

を
活

用
し

、
当

該
位

置
情

報
と

人
口

の
メ

ッ
シ

ュ
将

来

推
計

等
を

重
ね

合
わ

せ
、

分
析

す
る

こ
と

が
可

能
。

 
 

「
国

土
数

値
情

報
」
（
国

土
交

通
省

）
 

h
tt

ps
:/

/
n
lf
tp

.m
lit

.g
o
.jp

/
ks

j/
in

de
x.

h
tm

l 
★
 

生
活

サ
ー

ビ
ス

施

設
の

位
置

と
人

口

密
度

（
地

図
）
 

自
治

体
推

計
 

（
松

山
市

）
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

 
 「

平
成

2
7

年
国

勢
調

査
」
（
総

務
省

）
の

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

人
口

と
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
の

2
0
4
0

年
松

山
市

人
口

予
測

値
を

用
い

、
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
に

よ
り

推
計

。
 

・
 
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

を
人

口
密

度
4
0

人
/
h
a

以
上

、
及

び
4
0

人
/
h
a

未

満
別

に
色

分
け

し
、

現
状

の
施

設
（
医

療
施

設
、

介
護

・
福

祉
施

設
、

子
育

て
支

援
施

設
、

商
業

施
設

（
ス

ー
パ

ー
・
百

貨
店

等
）
）
の

位
置

を
プ

ロ
ッ

ト
す

る
こ

と
で

、
施

設
所

在
地

の
人

口
密

度
を

提
示

。
 

※
 

施
設

は
、

住
所

を
も

と
に

座
標

を
特

定
し

地
図

上
に

プ
ロ

ッ
ト

 
 

「
立

地
適

正
化

計
画

 
改

訂
版

」
（
松

山
市

平
成

3
1

年
3

月
）
２

－
2
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
at

su
ya

m
a.

e
h
im

e
.jp

/
sh

is
e
i/

m
ac

h
iz

uk
u
ri
/
c
o
m

pa
c
t_

n
e
tw

o
r

k/
ri
tt

e
ki

ko
u
h
yo

u
.f
ile

s/
h
o
n
pe

n
0
2
.p

df
 

【
別

添
６

】

（
p8

8
)  

 生
活

サ
ー

ビ
ス

施

設
の

位
置

と
 

人
口

密
度

増
減

等
 

（
地

図
・
数

値
）
 

自
治

体
推

計
 

（
北

九
州

市
）
 

町
丁

目
・
字
 

  
町

丁
目

・
字

別
で

2
0
4
0

年
ま

で
の

人
口

密
度

増
減

を
推

計
。
 

・
 
色

分
け

し
た

地
図

を
作

成
（
参

考
事

例
「
人

口
」
＞

「
町

丁
目

・
字

別

人
口

」
＞

「
自

治
体

推
計

（
北

九
州

市
）
」
（
p1

7
）
参

照
）
。
 

・
 
地

図
上

に
、

2
0
1
0

年
時

点
の

医
療

・
老

人
福

祉
施

設
の

位
置

（
「
国

土
数

値
情

報
」
の

ポ
イ

ン
ト

デ
ー

タ
）
を

プ
ロ

ッ
ト

し
、

現
在

の
立

地
状

況
と

、
将

来
の

人
口

密
度

の
増

減
の

関
係

を
提

示
。

 
 

 「
北

九
州

市
立

地
適

正
化

計
画

」
（
北

九
州

市
平

成
2
8

年
9

月
）
）
1
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ki
ta

ky
u
sh

u
.lg

.jp
/
fi
le

s/
0
0
0
7
6
4
4
5
1
.p

df
 

 

【
別

添
７

】

（
p9

6
）
 

生
活

サ
ー

ビ
ス

施

設
8
0
0
m

圏
等

の
 

人
口

カ
バ

ー
率
 

（
数

値
）
 

自
治

体
推

計
 

（
舞

鶴
市

）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

  
2
0
3
0

年
に

お
け

る
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
に

つ
い

て
、

「
都

市
計

画

基
礎

調
査

」
（
舞

鶴
市

）
の

土
地

の
利

用
状

況
（
住

宅
、

商
業

施
設

、
道

路
、

農
地

等
）
に

基
づ

き
、

「
国

土
数

値
情

報
」
（
国

土
交

通
省

）
の

１
km

メ
ッ

シ
ュ

の
人

口
を

居
住

可
能

面
積

で
按

分
す

る
こ

と
に

よ
り

推
計

。
 

 
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

上
に

現
状

の
施

設
等

（
医

療
施

設
、

福
祉

施
設

、
大

規
模

商
業

施
設

、
公

共
交

通
）
の

位
置

を
プ

ロ
ッ

ト
し

、
各

施
設

へ
の

徒

歩
圏

内
の

人
口

を
推

計
す

る
こ

と
に

よ
り

、
2
0
4
0

年
時

点
に

お
け

る
徒

歩
圏

カ
バ

ー
率

を
算

出
（
施

設
8
0
0
m

圏
域

内
（
バ

ス
停

は
3
0
0
m

圏

域
）
人

口
を

総
人

口
で

除
し

て
算

出
）
。
 

※
 

施
設

の
位

置
デ

ー
タ

は
市

が
保

有
・
把

握
し

た
情

報
等

に
よ

る
。
 

※
 

都
市

計
画

の
区

域
区

分
の

見
直

し
等

に
よ

り
居

住
誘

導
し

た
場

合
と

居
住

誘
導

し
な

か
っ

た
場

合
を

そ
れ

ぞ
れ

算
出

し
比

較
（
対

象
は

市
街

化
区

域
）
。

 
 

「
都

市
計

画
制

度
 

区
域

区
分

の
見

直
し

基

準
」
（
舞

鶴
市

平
成

2
9

年
3

月
）
1
4
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
ai

zu
ru

.k
yo

to
.jp

/
c

m
sf

ile
s/

c
o
n
te

n
ts

/
0
0
0
0
0
0
2
/
2
7
1
5
/
ki

ju

n.
pd

f 
 「
舞

鶴
市

立
地

適
正

化
計

画
資

料
編

」
（
舞

鶴
市

平
成

3
0

年
4

月
）
3
4
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
ai

zu
ru

.k
yo

to
.jp

/
c

m
sf

ile
s/

c
o
n
te

n
ts

/
0
0
0
0
0
0
3
/
3
6
8
7
/
ri
tt

e
ki

sh
ir
yo

u
.p

df
 

【
別

添
1
3
】
 

 
（
p1

1
9
) 

 L
I9

.1
.1

.2
 

L
I1

1
.2

.1
.2
 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 



 

 
 

23 

分
野
 

指
標

 
分
類

 
単

位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典

 
備

考
 

施 設 ・ イ ン フ ラ 

生
活

サ
ー

ビ
ス

施

設
の

徒
歩

圏
内
 

人
口

密
度

 

（
棒

グ
ラ

フ
）
 

自
治

体
推

計
 

（
松

山
市

）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

  
2
0
4
0

年
に

お
け

る
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
に

つ
い

て
、

「
土

地
利

用

細
分

メ
ッ

シ
ュ

デ
ー

タ
（
国

土
数

値
情

報
）
」
（
国

土
交

通
省

）
を

参
考

に
、

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

ご
と

に
居

住
地

・
非

居
住

地
を

設
定

し
、

居
住

地
の

設
定

を
し

た
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

に
、

当
該

1
0
0
ｍ

メ
ッ

シ
ュ

を
含

む
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
（
参

考
事

例
「
人

口
」
＞

「
メ

ッ
シ

ュ
別

人
口

」
＞

「
自

治

体
推

計
（
松

山
市

）
」
（
p
1
7
）
参

照
）
を

等
分

で
割

り
振

る
こ

と
に

よ
り

推

計
。

あ
わ

せ
て

人
口

密
度

を
推

計
。
 

 
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

上
に

現
状

の
施

設
等

（
医

療
施

設
（
病

院
、

一
般

診

療
所

）
、

介
護

施
設

（
通

所
）
、

総
合

福
祉

施
設

、
高

齢
者

福
祉

施
設

（
通

所
）
、

商
業

施
設

（
ス

ー
パ

ー
、

百
貨

店
等

）
、

子
育

て
支

援
施

設

（
保

育
所

、
幼

稚
園

、
こ

ど
も

園
等

）
）
の

位
置

を
プ

ロ
ッ

ト
し

、
2
0
4
0

年

時
点

に
お

け
る

各
施

設
へ

の
徒

歩
圏

内
の

人
口

密
度

を
推

計
。

2
0
1
0

年
時

点
の

状
況

と
比

較
。

 

 ※
 

施
設

は
、

住
所

を
も

と
に

座
標

を
特

定
し

、
地

図
上

に
プ

ロ
ッ

ト
 

 

「
立

地
適

正
化

計
画

 
改

訂
版

」
（
松

山
市

平
成

3
1

年
3

月
）
２

－
2
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
at

su
ya

m
a.

e
h
im

e
.jp

/
sh

is
e
i/

m
ac

h
iz

uk
u
ri
/
c
o
m

pa
c
t_

n
e
tw

o
r

k/
ri
tt

e
ki

ko
u
h
yo

u
.f
ile

s/
h
o
n
pe

n
0
2
.p

df
 

【
別

添
６

】

（
p8

8
)  

生
活

サ
ー

ビ
ス

施

設
の

5
0
0
m

商
圏

人
口

 

（
地

図
・
数

値
）
 

自
治

体
推

計
 

（
北

九
州

市
）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

  
町

丁
目

・
字

別
の

2
0
4
0

年
の

人
口

分
布

を
推

計
。

 

（
参

考
事

例
「
人

口
」
＞

「
町

丁
目

・
字

別
人

口
」
＞

「
自

治
体

推
計

（
北

九
州

市
）
」
（
p1

7
）
参

照
）
 

（
ま

た
、

市
が

実
施

し
た

「
都

市
計

画
基

礎
調

査
」
の

土
地

建
物

利
用

状
況

（
住

宅
、

商
業

施
設

、
道

路
、

農
地

等
）
か

ら
可

住
地

面
積

や
住

宅
利

用
床

面
積

等
を

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

ご
と

に
算

出
し

、
可

住
地

面
積

や

住
宅

利
用

床
面

積
等

で
町

丁
目

・
字

別
人

口
を

按
分

す
る

こ
と

に
よ

っ

て
、

2
0
4
0

年
の

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

人
口

分
布

を
推

計
）
 

 
2
0
1
5

年
時

点
の

商
業

施
設

（
コ

ン
ビ

ニ
・
ス

ー
パ

ー
）
を

地
図

上
に

プ

ロ
ッ

ト
し

、
2
0
4
0

年
の

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

人
口

分
布

を
重

ね
て

5
0
0
m

商

圏
の

人
口

を
推

計
、

色
分

け
表

示
す

る
こ

と
で

、
将

来
の

人
口

分
布

と

商
業

施
設

の
立

地
状

況
の

関
係

を
提

示
。

 

 ※
 

各
企

業
H

P
の

店
舗

一
覧

等
を

基
に

北
九

州
市

で
ポ

イ
ン

ト
デ

ー

タ
を

作
成

 

 

「
北

九
州

市
立

地
適

正
化

計
画

」
（
北

九
州

市
平

成
2
8

年
９

月
）
1
6
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ki
ta

ky
u
sh

u
.lg

.jp
/
fi
le

s/
0
0
0
7
6
4
4
5
1
.p

df
 

【
別

添
７

】

（
p9

6
）
 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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＜
子

育
て

・
教

育
＞

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

子 育 て ・ 教 育 

０
～

５
歳

児
数

 
新

規
 

市
町

村
 

【
2
0
4
0

年
０

～
４

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

 ＋
【
2
0
4
0

年
５

～
９

歳
人

口
（市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

５
歳

人
口

が
2
0
4
0

年
の

５
～

９
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

 

 
 

３
～

５
歳

児
数
 

新
規
 

市
町

村
 

【
2
0
4
0

年
０

～
４

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

３
～

４
歳

人
口

が
2
0
4
0

年
の

０
～

４
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

 ＋
【
2
0
4
0

年
５

～
９

歳
人

口
（市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

５
歳

人
口

が
2
0
40

年
の

５
～

９
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

 

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

 

 
 

保
育

需
要
 

（
量

の
見

込
み

）
 

推
計

方
法

の
提

示

（
内

閣
府

子
ど

も
・

子
育

て
本

部
）
 

市
町

村
 

【
2
0
2
0

年
～

2
0
2
4

年
家

庭
類

型
別

児
童

数
（
推

計
児

童
数

（
人

）（
※

１
）

×
潜

在
家

庭
類

型
（
割

合
）
（※

２
）
）
】×

【
利

用
意

向
率

（
※

３
）
】
 

 ※
１

 
①

コ
ー

ホ
ー

ト
変

化
率

法
又

は
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
に

よ
り

、
 

「
2
0
1
5
～

2
0
1
9

年
の

住
民

基
本

台
帳

人
口

」
又

は
「
2
0
1
0

年
及

び

 
2
0
1
5

年
の

国
勢

調
査

人
口

」
を

用
い

推
計

。
 

②
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」 
 ※

２
 

2
0
1
9

年
の

ニ
ー

ズ
調

査
の

結
果

を
も

と
に

、
対

象
と

な
る

子
ど

も
の

父
母

の
有

無
及

び
就

労
状

況
に

よ
り

、
潜

在
家

庭
類

型
８

種

類
（
ひ

と
り

親
、

フ
ル

タ
イ

ム
×

フ
ル

タ
イ

ム
等

）
に

分
類

し
た

上
で

の
割

合
 

 ※
３

 
当

該
事

業
（
幼

稚
園

、
認

可
保

育
所

等
）
を

利
用

し
た

い
と

2
0
1
9

年
の

ニ
ー

ズ
調

査
に

答
え

た
割

合
 

 注
 

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

期
間

は
2
0
2
0

年
～

2
0
2
4

年
 

 

「
市

町
村

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

に
お

け
る

「
量

の
見

込
み

」
の

算
出

等
の

た

め
の

手
引

き
」
（
内

閣
府

 
平

成
2
6

年
１

月
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

8
.c

ao
.g

o
.jp

/
sh

o
u
sh

i/
sh

in

se
id

o
/
ad

m
in

is
te

r/
se

ts
u
m

e
ik

ai
/
h
2
6
0
1

2
4
/
pd

f/
s9

-
2
.p

df
 

 ※
 

な
お

、
2
0
1
9

年
４

月
に

改
訂

版
が

公
表

さ
れ

て

い
る

た
め

、
そ

ち
ら

も
参

照
さ

れ
た

い
。

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

8
.c

ao
.g

o
.jp

/
sh

o
u
sh

i/
sh

in

se
id

o
/
ad

m
in

is
te

r/
o
ff
ic

e
/
pd

f/
s8

3
-
2
.p

df
 

 

参
考

）
短

期
間

の
推

計
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子 育 て ・ 教 育 

保
育

所
・
幼

稚
園

需
要
 

自
治

体
参

照
推

計

（
大

阪
府

）
 

都
道

府
県
 

①
－

１
 

保
育

所
需

要
（
０

～
２

歳
） 

【
2
0
4
0

年
０

～
４

歳
人

口
（
都

道
府

県
単

位
）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

０
～

２
歳

人
口

が
2
0
4
0

年
の

０
～

４
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

保
育

所
の

利
用

希
望

者
比

率
（都

道
府

県
単

位
）
（※

）
】 

 ①
－

２
 

保
育

所
需

要
（
３

～
５

歳
） 

【
2
0
4
0

年
０

～
４

歳
人

口
（
都

道
府

県
単

位
）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

３
～

４
歳

人
口

が
2
0
4
0

年
の

０
～

４
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

保
育

所
の

利
用

希
望

者
比

率
（都

道
府

県
単

位
）
（※

）
】 

 ＋
【
2
0
4
0

年
５

～
９

歳
人

口
（都

道
府

県
単

位
）「

平
成

3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

５
歳

人
口

が
2
0
4
0

年
の

５
～

９
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

 

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

保
育

所
の

利
用

希
望

者
比

率
（都

道
府

県
単

位
）
（※

）
】 

 ※
 

保
育

所
の

利
用

希
望

者
比

率
は

、
乳

幼
児

を
持

つ
妻

の
就

業
率

と
同

様
の

ペ
ー

ス
で

上
昇

す
る

と
仮

定
。

乳
幼

児
を

持
つ

妻
の

就
業

率
は

、
 

a 
）

 過
去

の
ト

レ
ン

ド
と

同
様

の
ペ

ー
ス

で
上

昇
す

る
（
中

位
）
 

b 
）

 過
去

の
ト

レ
ン

ド
の

約
２

倍
の

ペ
ー

ス
で

上
昇

す
る

（
高

位
）
 

の
２

つ
の

ケ
ー

ス
を

想
定

。
 

 

②
幼

稚
園

需
要
 

【
2
0
4
0

年
の

３
～

５
歳

人
口

（
都

道
府

県
単

位
）
】
 

－
【
2
0
4
0

年
の

３
～

５
歳

保
育

所
需

要
（
都

道
府

県
単

位
）
】
 

  

｢府
内

市
町

村
の

課
題

・
将

来
見

通
し

に
関

す
る

研
究

｣報
告

書
（
大

阪
府

平
成

3
0

年
４

月
）
に

お
い

て
参

照
さ

れ
た

｢保
育

ニ
ー

ズ

の
将

来
展

望
と

対
応

の
在

り
方

｣（
日

本
総

研
2
0
1
7

年
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.jr
i.c

o
.jp

/
M

e
di

aL
ib

ra
ry

/
fi
l

e
/
re

po
rt

/
jr
ir
e
vi

e
w

/
pd

f/
9
7
2
0
.p

df
 

 

小
学

生
数
 

新
規
 

市
町

村
 

【
2
0
4
0

年
５

～
９

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

６
～

９
歳

人
口

が
20

4
0

年
の

５
～

９
歳

人
口

に
占

め
る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】 

 ＋
【
2
0
4
0

年
1
0
～

14
歳

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

×
【
2
0
4
0

年
の

10
～

1
1

歳
人

口
が

20
4
0

年
の

1
0
～

1
4

歳
人

口
に

占
め

る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】
 

 

 
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

参
考

事
例
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

子 育 て ・ 教 育 

小
学

生
数
 

自
治

体
推

計
 

（
交

野
市

）
 

小
学

校
区
 

（
2
0
1
6

年
～

2
0
2
2

年
ま

で
）
 

2
0
1
6

年
公

立
小

学
校

ご
と

の
児

童
数

及
び

住
基

人
口

（
０

～
５

歳
）

の
人

数
が

次
年

度
以

降
そ

の
ま

ま
新

学
年

に
進

む
と

仮
定

し
算

出
。

 

※
新

一
年

生
の

公
立

小
学

校
進

学
率

は
9
8
％

と
仮

定
 

 （
2
0
2
3

年
～

2
0
4
0

年
ま

で
）
 

①
～

③
の

手
順

で
公

立
小

学
校

毎
の

学
年

別
児

童
数

を
算

出
。
 

 ①
 
2
0
2
0
（
2
0
2
5
、

2
0
3
0
、

2
0
3
5
）
＋

Ｎ
年

度
の

全
児

童
数

の
算

出
 

【
2
0
2
0（

2
02

5
、

2
0
30

、
2
0
3
5
）
年

６
～

1
1

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
（
社

人

研
）
】
 

－
【
2
0
20

～
2
0
2
5

年
（
2
0
2
5
～

20
3
0

年
、

2
0
3
0
～

2
0
3
5

年
、

2
0
3
5
～

2
0
4
0

年
）

６
～

1
1

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
（
社

人
研

）
の

１
年

当
た

り
の

減
少

数
】
 

×
【
Ｎ

（
０

≦
Ｎ

≦
４

）
】
 

 ②
 
公

立
小

学
校

別
の

新
一

年
生

数
の

算
出
 

【
①

で
算

出
し

た
各

年
度

の
全

児
童

数
】
 

×
【
9
8
％

（
公

立
小

学
校

進
学

率
 
※

）
】
 

×
【
2
0
2
2

年
時

点
の

公
立

小
学

校
別

児
童

数
割

合
】
÷

 
６

（
学

年
数

） 
 ③

 
公

立
小

学
校

学
年

別
児

童
数

の
算

出
 

②
で

算
出

し
た

数
値

を
新

一
年

生
数

と
仮

定
し

、
二

年
生

以
降

は
前

年

度
の

一
年

生
～

五
年

生
が

人
数

変
動

な
く
学

年
進

行
に

よ
り

進
級

す
る

も

の
と

仮
定

。
小

学
校

の
各

学
年

の
児

童
数

の
総

和
を

、
当

該
年

度
の

小
学

校
の

児
童

数
と

し
て

算
定

。
 

※
 

公
立

小
学

校
へ

の
進

学
率

は
直

近
数

値
等

か
ら

算
出

。
私

立
と

公
立

の

小
学

校
児

童
数

の
比

率
を

公
立

小
学

校
進

学
率

と
同

じ
と

仮
定

。
 

「
交

野
市

学
校

規
模

適
正

化
基

本
計

画
」

（
交

野
市

平
成

3
1

年
２

月
）
３

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ka
ta

n
o
.o

sa
ka

.jp
/
do

c

s/
2
0
1
9
0
1
2
8
0
0
0
1
8
/
fi
le

_c
o
n
te

nt
s/

ka
n
r

ia
ll.

pd
f 

 

中
学

生
数
 

新
規
 

市
町

村
 

【
2
0
4
0

年
1
0
～

1
4
歳

人
口

（市
町

村
単

位
）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

 
×

【
2
0
4
0

年
の

12
～

1
4

歳
人

口
が

20
4
0

年
の

1
0
～

1
4

歳
人

口
に

占
め

る

割
合

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
推

計
）
」
（
社

人
研

）
】
 

 
 

 

参
考

事
例
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

子 育 て ・ 教 育 

中
学

生
数
 

自
治

体
推

計
 

（
交

野
市

）
 

中
学

校
区
 

（
2
0
1
6

年
～

2
0
2
2

年
ま

で
）
 

2
0
1
6

年
公

立
中

学
校

ご
と

の
生

徒
数

及
び

公
立

小
学

校
ご

と
の

児
童

数
が

次
年

度
以

降
そ

の
ま

ま
新

学
年

に
進

む
と

仮
定

し
算

出
。

 
※

新
一

年
生

の
公

立
中

学
校

進
学

率
は

9
2
％

と
仮

定
 

（
2
0
2
3

年
～

2
0
4
0

年
ま

で
）
 

①
～

③
の

手
順

で
公

立
中

学
校

毎
の

学
年

別
生

徒
数

を
算

出
。
 

 ①
 
2
0
2
0
（
2
0
2
5
、

2
0
3
0
、

2
0
3
5
）
＋

Ｎ
年

度
の

全
生

徒
数

の
算

出
 

【
2
0
2
0（

2
02

5
、

2
0
30

、
2
0
3
5
）
年

1
2
～

1
4

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
（
社

人
研

）
】 

－
【
2
0
20

～
2
0
2
5

年
（
2
0
2
5
～

20
3
0

年
、

2
0
3
0
～

2
0
3
5

年
、

2
0
3
5
～

2
0
4
0

年
）

1
2
～

1
4

歳
人

口
（
市

町
村

単
位

）
（
社

人
研

）
の

１
年

当
た

り
の

減
少

数
】
 

×
【
Ｎ

（
０

≦
Ｎ

≦
４

）
】
 

②
 
公

立
中

学
校

別
生

徒
数

の
新

一
年

生
数

の
算

出
 

【
①

で
算

出
し

た
各

年
度

の
全

生
徒

数
】
 

×
【
9
2
％

（
公

立
中

学
校

進
学

率
※

）
】
 

×
【
2
0
2
2

年
時

点
の

公
立

中
学

校
別

生
徒

数
割

合
】
÷

 
３

（
学

年
数

） 
③

 
公

立
中

学
校

学
年

別
生

徒
数

の
算

出
 

②
で

算
出

し
た

数
値

を
新

一
年

生
数

と
仮

定
。

二
・
三

年
生

は
前

年
度

の
一

・
二

年
生

が
人

数
変

動
な

く
学

年
進

行
に

よ
り

進
級

す
る

と
仮

定
。

 

中
学

校
の

各
学

年
の

生
徒

数
の

総
和

を
、

当
該

年
度

の
中

学
校

の
生

徒
数

と
し

て
算

定
。

 

※
公

立
中

学
校

へ
の

進
学

率
は

直
近

数
値

等
か

ら
算

出
。

私
立

と
公

立
の

中

学
校

児
童

数
の

比
率

を
公

立
中

学
校

進
学

率
と

同
じ

と
仮

定
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

「
交

野
市

学
校

規
模

適
正

化
基

本
計

画
」

（
交

野
市

平
成

3
1

年
２

月
）
３

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

ka
ta

n
o
.o

sa
ka

.jp
/
do

c

s/
2
0
1
9
0
1
2
8
0
0
0
1
8
/
fi
le

_c
o
n
te

nt
s/

ka
n
r

ia
ll.

pd
f 

 

小
中

学
校

 

児
童

生
徒

数
 

自
治

体
推

計
 

（
西

条
市

）
 

小
学

校
区

 

①
2
0
1
0

年
及

び
20

1
5

年
に

お
け

る
国

勢
調

査
の

町
丁

目
単

位
別

人
口

を
足

し
合

わ
せ

て
同

年
に

お
け

る
各

小
学

校
区

別
の

人
口

（
５

歳
階

級

別
、

性
別

）
を

算
出

し
た

上
で

、
コ

ー
ホ

ー
ト

変
化

率
法

を
用

い
て

各
小

学

校
区

別
の

2
0
4
5

年
ま

で
の

将
来

推
計

人
口

（
５

歳
階

級
別

、
性

別
）

（
仮

）
を

算
出

（※
）。

 

※
 

各
年

齢
の

人
口

は
、

５
歳

階
級

別
デ

ー
タ

を
按

分
し

て
算

出
 

②
算

出
し

た
各

小
学

校
区

別
の

将
来

推
計

人
口

（
５

歳
階

級
別

、
性

別
）

（
仮

）
を

合
計

し
た

全
市

の
５

歳
階

級
別

、
性

別
の

将
来

推
計

人
口

（
５

歳

階
級

別
、

性
別

）
（仮

）
に

つ
い

て
、

社
人

研
推

計
と

近
似

す
る

よ
う

変
化

率
の

補
正

作
業

を
行

い
（
コ

ー
ホ

ー
ト

別
に

全
小

学
校

区
に

共
通

す
る

係

数
を

掛
け

合
わ

せ
る

）
、

各
小

学
校

区
別

の
2
0
4
5

年
ま

で
の

将
来

推
計

人
口

（
５

歳
階

級
別

、
性

別
）
を
確
定
。

 
③

 
各

小
学

校
区

の
将

来
推

計
人

口
（
５

歳
階

級
別

、
性

別
）
を

按
分

し
て

将
来

的
な

小
学

校
児

童
数

・中
学

校
生

徒
数

の
見

込
み

を
算

出
。

 

｢第
２

期
西

条
市

総
合

計
画

後
期

基
本

計
画

｣

（
西

条
市

令
和

２
年

３
月

）
3
1
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

sa
ijo

.e
h
im

e
.jp

/
so

sh
ik

i/
se

is
ak

u
ki

ka
ku

/
2
so

u
go

u
-
ko

u
ki

-
sa

ku
t

e
i.h

tm
l 

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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子 育 て ・ 教 育 

小
中

学
校

 

児
童

生
徒

数
 

自
治

体
推

計
 

（
鳥

取
市

）
 

市
町

村
 

市
内

を
５

つ
の

ブ
ロ

ッ
ク

に
分

け
、

ブ
ロ

ッ
ク

毎
に

①
～

③
の

３
つ

の

方
法

で
推

計
を

行
い

、
こ

れ
ら

の
最

小
値

と
最

大
値

を
採

る
こ

と
で

、
児

童
生

徒
数

に
幅

を
持

た
せ

て
推

計
。
 

 ①
 

2
0
0
5

年
度

～
2
0
2
0

年
度

の
1
6

年
間

の
児

童
生

徒
数

の
年

次
推

移

を
も

と
に

、
減

少
傾

向
を

直
線

、
指

数
、

対
数

関
数

の
３

つ
に

回
帰

さ
せ

た
上

で
、

ブ
ロ

ッ
ク

毎
に

最
も

適
合

度
の

良
い

も
の

を
選

択
し

、
そ

の
回

帰
式

に
あ

て
は

め
、

2
0
4
0

年
度

の
児

童
生

徒
数

を
推

計
。

 

②
 

①
に

つ
い

て
、

2
0
1
1

年
度

～
20

20
年

度
の

1
0

年
間

の
児

童
生

徒
数

か
ら

、
2
0
4
0

年
度

の
児

童
生

徒
数

を
推

計
。

 

③
 

直
近

２
回

分
の

人
口

デ
ー

タ
（2

00
5

年
と

2
0
1
0

年
の

国
勢

調
査

の
人

口
デ

ー
タ

）
か

ら
子

ど
も

・
女

性
比

と
コ

ー
ホ

ー
ト

変
化

率
と

い
う

２
種

類

の
人

口
統

計
指

標
を

算
出

し
、

こ
れ

ら
が

将
来

に
わ

た
っ

て
一

定
で

あ
る

と
い

う
仮

定
の

も
と

で
将

来
人

口
を

推
計

（
鳥

取
大

学
工

学
部

協
力

） 

 

第
1
4
期
鳥
取
市

校
区
審
議
会
答
申
書
 

（
令
和
２
年

1
0
月
）
1
1
～
1
6
ｐ
 

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
t
o
t
t
o
r
i
.
l
g
.
j
p
/

w
w
w
/
c
o
n
t
e
n
t
s
/
1
5
9
9
4
4
5
0
8
3
2
2
8
/
f
i
l
e

s
/
0
1
.
p
d
f
 

 

大
学

進
学

者
数
 

国
推

計
 

（
文

部
科

学
省

）
 

都
道

府
県
 

【
推

計
大

学
進

学
率

（
都

道
府

県
単

位
）
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

1
8

歳
人

口
（
都

道
府

県
単

位
）
（
※

２
）
】
 

 ※
１

 
2
0
1
4

年
度

～
2
0
1
7

年
度

に
お

け
る

都
道

府
県

別
、

男
女

別
の

大
学

進
学

率
の

伸
び

率
に

よ
っ

て
2
0
1
8

年
～

2
0
4
0

年
ま

で
大

学

進
学

率
が

上
昇

し
た

と
仮

定
し

て
推

計
 

 ※
２

 
【
2
0
4
0

年
の

1
8

歳
推

計
人

口
（
全

国
単

位
）
（
※

２
－

１
）
】
を
 

【
都

道
府

県
別

2
0
3
4

年
1
8

歳
推

計
人

口
（
※

２
－

２
）
】
で

按
分

 
 ※

２
－

１
 

「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

（
平

成
2
9

年
度

推
計

）
｣（

社
人

研
）

の
「
男

女
年

齢
各

歳
別

人
口

：
出

生
中

位
(死

亡
中

位
)推

計
」 

※
２

－
２

 
2
0
1
5

年
度

に
生

ま
れ

た
者

の
数

（厚
生

労
働

省
「
人

口
動

態
統

計
」
）
に

生
存

率
を

乗
じ

た
数

 

 

「
2
0
4
0

年
に

向
け

た
高

等
教

育
の

グ
ラ

ン

ド
デ

ザ
イ

ン
(答

申
)参

考
資

料
集

（
5
/
1
1
）
｣

（
中

央
教

育
審

議
会

平
成

3
0

年
1
1

月
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
e
xt

.g
o
.jp

/
b_

m
e
n
u
/
sh

in

gi
/
c
h
u
ky

o
/
c
h
u
ky

o
0
/
to

u
sh

in
/
1
4
1
1
3
6

0
.h

tm
 

 

 ※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。
 

 
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

参
考

事
例

 

参
考

）
広

範
囲

の
推

計
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＜
医

療
・

介
護

＞
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

医 療 ・ 介 護 

医
療

需
要

 

（
入

院
・
外

来
 

 
患

者
数

）
 

国
推

計
 

全
国
 

【
５

歳
階

級
別

入
院

・
外

来
患

者
数

（
全

国
単

位
）
(｢

患
者

調
査

｣ 
 

上
巻

第
1
1

表
・
第

1
3

表
（
厚

生
労

働
省

）
)】

 
 ÷

【
５

歳
階

級
別

人
口

「
人

口
推

計
」
（
全

国
単

位
）
（
総

務
省

）
】
 

 ×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

 
 

人
口

」
（
平

成
2
9

年
度

推
計

）
（
社

人
研

）
】
 
 

 「
2
0
4
0

年
を

見
据

え
た

社
会

保
障

の
将

来

見
通

し
（
議

論
の

素
材

）
」
（
内

閣
官

房
・
内

閣
府

・
財

務
省

・
厚

生
労

働
省

平
成

3
0

年

５
月

）
1
8
ｐ
の

現
状

投
影

に
係

る
｢医

療
推

計
バ

ッ
ク

デ
ー

タ
｣ 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
st

f/
se

is
ak

u
n
i

ts
u
it
e
/
bu

n
ya

/
0
0
0
0
2
0
7
3
8
2
.h

tm
l 

 

 

医
療

需
要
 

医
師

会
推

計
 

市
町

村
 

２
次

医
療

圏
 

都
道

府
県
 

  
各

年
の

需
要

量
を

以
下

で
計

算
し

、
2
0
1
5

年
の

国
勢

調
査

に
基

づ
く

需
要

量
＝

1
0
0

と
し

て
指

数
化

 
 【

2
0
4
5

年
ま

で
の

各
年

の
医

療
需

要
量

】
 

＝
 
【
1
4

歳
以

下
人

口
×

0
.6

】
＋

【
1
5
～

3
9

歳
人

口
×

0
.4

】
 

＋
【
4
0
～

6
4

歳
人

口
×

1
.0

】
＋

【
6
5
～

7
4

歳
人

口
×

2
.3

】
 

＋
【
7
5

歳
以

上
人

口
×

3
.9

】
 

 

日
本

医
師

会
 

地
域

医
療

情
報

サ
イ

ト
 

h
tt

p:
/
/
jm

ap
.jp

/
 

★
 

医
療

需
要

 

（
外

来
患

者
数

）
 

新
規
 

都
道

府
県
 

 
【
５

歳
階

級
別

外
来

患
者

数
（
都

道
府

県
単

位
）
｢患

者
調

査
｣下

巻

第
６

・
７

表
（
厚

生
労

働
省

）
（
1
0

歳
階

級
別

の
数

値
は

２
分

割
）
】
 

 ÷
【
５

歳
階

級
別

人
口

「
人

口
推

計
」
（
都

道
府

県
単

位
）
（
総

務
省

）
（
※

）
】
 

 ×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
都

道
府

県
単

位
）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

 ※
 

住
民

基
本

台
帳

の
人

口
に

よ
る

こ
と

も
考

え
ら

れ
る

。
 

 
 

医
療

需
要

 

（
入

院
患

者
数

）
 

新
規
 

２
次

医
療

圏
 

 
【
５

歳
階

級
別

入
院

患
者

数
（
２

次
医

療
圏

単
位

）
｢患

者
調

査
｣ 

 

下
巻

第
2
5
-
1
～

2
6
-
2

表
（
厚

生
労

働
省

）
（
1
0

歳
階

級
別

の
数

値

は
２

分
割

）
】
 

 ÷
【
５

歳
階

級
別

人
口

（
２

次
医

療
圏

単
位

）
｢住

民
基

本
台

帳
人

口
｣（

※
）
】
 

 ×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
２

次
医

療
圏

の
構

成
市

町
村

の
 
 

合
計

）
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

「国
勢

調
査

」の
人

口
に

よ
る

こ
と

も
考

え
ら

れ
る

。
 

 
 

参
考

）
広

範
囲

の
推

計
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

医 療 ・ 介 護 

医
療

需
要

 

（
入

院
患

者
数

）
 

推
計

方
法

の
提

示
 

（
厚

生
労

働
省

）
 

２
次

医
療

圏
 

【
入

院
患

者
受

療
率

（
２

次
医

療
圏

単
位

）
「
N

D
B

（
レ

セ
プ

ト
情

報
・

特
定

健
診

等
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
）
2
0
1
3

年
度

」
（
厚

生
労

働
省

）
】
 

 ×
【
2
0
2
5

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
２

次
医

療
圏

の
構

成
市

町
村

の
合

計
）
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

高
度

急
性

期
、

急
性

期
、

回
復

期
、

慢
性

期
ご

と
に

算
出

可
能
 

「
地

域
医

療
構

想
策

定
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
（
厚

生
労

働
省

）
1
2
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
c
o
n
te

n
t/

1
0
8

0
0
0
0
0
/
0
0
0
7
1
1
3
5
5
.p

df
 

 

医
療

需
要

 

（
入

院
患

者
数

）
 

自
治

体
推

計
 

（
宮

城
県

）
 

２
次

医
療

圏
 

【
５

歳
階

級
別

入
院

患
者

受
療

率
（
２

次
医

療
圏

単
位

）
「
N

D
B

（
レ

セ
プ

ト

情
報

・
特

定
健

診
等

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

）2
0
1
3

年
度

」
（厚

生
労

働
省

）】
 

 ×
【
2
0
4
0

年
５

歳
齢

階
級

別
人

口
（
２

次
医

療
圏

の
構

成
市

町
村

の
合

計
）
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

高
度

急
性

期
、

急
性

期
、

回
復

期
、

慢
性

期
ご

と
に

算
出

 

「
宮

城
県

地
域

医
療

構
想

」
（
宮

城
県

平
成

2
8

年
1
1

月
）
1
1
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.p
re

f.
m

iy
ag

i.j
p/

u
pl

o
ad

e
d/

at
ta

c
h
m

e
n
t/

6
0
2
7
1
7
.p

df
 

 

医
療

需
要

 

（
必

要
病

床
数

）
 

推
計

方
法

の
提

示
 

（
厚

生
労

働
省

）
 

２
次

医
療

圏
 

【
５

歳
階

級
別

入
院

患
者

受
療

率
（
２

次
医

療
圏

単
位

）
「
N

D
B

（
レ

セ
プ

ト

情
報

・
特

定
健

診
等

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

）2
0
1
3

年
度

」
（厚

生
労

働
省

）
】 

 ×
【
2
0
2
5

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
２

次
医

療
圏

の
構

成
市

町
村

の
合

計
）
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ÷
【
病

床
稼

働
率

（
高

度
急

性
期

0
.7

5
、

急
性

期
0
.7

8
、

回
復

期
0
.9

0
、

慢
性

期
0
.9

2）
】 

 「
地

域
医

療
構

想
策

定
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」
（
厚

生
労

働
省

）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
c
o
n
te

n
t/

1
0
8

0
0
0
0
0
/
0
0
0
7
1
1
3
5
5
.p

df
 

 
※

 
推

計
結

果
を

「
第

2
2

回
地

域
医

療
構

想
に

関

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
」
（
令

和
元

年
６

月
）

参
考

資
料

で
提

示
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
st

f/
n
e
w

pa
ge

_0
5
3
5
0
.h

tm
l 

 

 

医
療

需
要

 

（
必

要
病

床
数

）
 

自
治

体
推

計
 

（
宮

城
県

）
 

２
次

医
療

圏
 

 【
５

歳
階

級
別

入
院

患
者

受
療

率
（
２

次
医

療
圏

単
位

）
「
N

D
B

（
レ

セ
プ

ト

情
報

・
特

定
健

診
等

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

）2
0
1
3

年
度

」
（厚

生
労

働
省

）
】 

 
×

【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
２

次
医

療
圏

の
構

成
市

町
村

の
合

計
）
（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ÷
【
病

床
稼

働
率

（
高

度
急

性
期

0
.7

5
、

急
性

期
0
.7

8
、

回
復

期
0
.9

0
、

慢
性

期
0
.9

2）
】 

 

「
宮

城
県

地
域

医
療

構
想

」
（
宮

城
県

平
成

2
8

年
1
1

月
）
1
1
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.p
re

f.
m

iy
ag

i.j
p/

u
pl

o
ad

e
d/

at
ta

c
h
m

e
n
t/

6
0
2
7
1
7
.p

df
 

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

）
短

期
間

の
推

計
 

参
考

）
短

期
間

の
推

計
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

医 療 ・ 介 護 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の

見
込

量
 

推
計

方
法

の
提

示

（
厚

生
労

働
省

）
 

市
町

村
 

 
【
2
0
4
0

年
度

の
要

介
護

等
認

定
者

数
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
2
3

年
度

要
介

護
度

別
サ

ー
ビ

ス
種

類
別

の
サ

ー
ビ

ス
利

用
率

（
市

町
村

単
位

）
（
厚

生
労

働
省

）
（
※

３
）
】
 

 ※
１

 
【
2
0
2
3

年
度

５
歳

階
級

別
要

介
護

度
別

の
要

介
護

等
認

定
率

（
市

町
村

単
位

）
（
厚

生
労

働
省

）
（
※

２
）
】
×

【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
（※

３
）
】 

※
２

 
各

市
町

村
の

第
８

期
介

護
保

険
事

業
計

画
の

作
成

に
当

た
っ

て
初

期
値

を
設

定
。

初
期

値
に

つ
い

て
は

、
直

近
（
2
0
2
0

年
度

）
と

同
数

値
又

は
2
0
1
8

年
度

～
20

2
0

年
度

の
傾

向
を

踏
ま

え
た

数
値

の
い

ず
れ

か
を

選
択

。
 

※
３

 
市

町
村

が
独

自
に

推
計

す
る

こ
と

も
可

能
。

 

 

｢地
域

包
括

ケ
ア

｢見
え

る
化

｣シ
ス

テ
ム

の

8
.0

次
リ

リ
ー

ス
に

つ
い

て
｣（

厚
生

労
働

省

介
護

保
険

計
画

課
、

老
人

保
健

課
事

務
連

絡
令

和
２

年
７

月
3
1

日
）
 

 
 

｢地
域

包
括

ケ
ア

｢見
え

る
化

｣シ
ス

テ
ム

｣

（
厚

生
労

働
省

）
 

h
tt

ps
:/

/
m

ie
ru

ka
.m

h
lw

.g
o
.jp

/
 

 ※
随

時
バ

ー
ジ

ョ
ン

ア
ッ

プ
さ

れ
る

こ
と

に
留

意
 

※
将

来
推

計
機

能
は

、
都

道
府

県
・市

区
町

村
の

専
用

の
ア

カ
ウ

ン
ト
で

可
能

 

 

介
護

需
要
 

医
師

会
推

計
 

市
町

村
 

２
次

医
療

圏
 

都
道

府
県
 

  
各

年
の

需
要

量
を

以
下

で
計

算
し

、
2
0
1
5

年
の

国
勢

調
査

に
基

づ
く

需
要

量
＝

1
0
0

と
し

て
指

数
化

 
 【

2
0
4
5

年
ま

で
の

各
年

の
介

護
需

要
量

】
 

＝
 

【
4
0
～

6
4

歳
人

口
×

1
.0

】
＋

【
6
5
～

7
4

歳
人

口
×

9
.7

】
 

＋
【
7
5

歳
以

上
人

口
×

8
7
.3

】
 

日
本

医
師

会
 

地
域

医
療

情
報

サ
イ

ト
 

h
tt

p:
/
/
jm

ap
.jp

/
 

★
 

 第
１

号
被

保
険

者
数

 

（
6
5

歳
以

上
）
） 

第
２

被
保

険
者

数
 

（
4
0
～

6
4

歳
） 

自
治

体
推

計
 

（
羽

島
市

）
 

市
町

村
 

 
「
地

域
包

括
ケ

ア
「
見

え
る

化
」
シ

ス
テ

ム
」
（
厚

生
労

働
省

）
を

用
い

て
、

2
0
2
1
～

2
0
2
3

年
度

、
2
0
2
5

年
度

、
2
0
4
0

年
度

の
第

１
号

被
保

険

者
数

・
第

２
号

被
保

険
者

数
に

つ
い

て
将

来
推

計
。
 

 第
8

期
羽

島
市

高
齢

者
福

祉
計

画
・
介

護

保
険

事
業

計
画

 

 

 

要
介

護
等

認
定

者

数
 

自
治

体
推

計
 

（
仙

台
市

）
 

市
町

村
 

【
過

去
３

年
間

の
平

均
の

要
介

護
度

別
５

歳
階

級
別

要
介

護
等

出

現
率

（
市

町
村

単
位

）
（
仙

台
市

保
有

デ
ー

タ
）
】
 

×
【
2
0
2
5

年
4
0

歳
以

上
５

歳
階

級
別

の
仙

台
市

の
将

来
推

計
人

口

（
市

町
村

単
位

）
（
仙

台
市

独
自

推
計

※
）
】
 

 ※
 

指
標

「
人

口
」
＞

「
総

人
口

」
＞

「
自

治
体

推
計

（
仙

台
市

）
」
（
p1

4
）

参
照
 

 「
仙

台
市

総
合

計
画

審
議

会
第

２
回

資
料

３

分
野

ご
と

の
将

来
見

通
し

｣（
仙

台
市

平
成

3
0

年
1
1

月
）
５

ｐ
～

 

h
tt

ps
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/
w

w
w
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y.

se
n
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p/

m
ac

h
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u
k

u
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ka
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e
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ke

ka
ku

/
sh
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/
sh
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gi

/
do

c
u
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e
n
ts

/
3
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1
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sh

i.p
df

 
 

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

医 療 ・ 介 護 

要
介

護
（
要

支
援

）

認
定

者
数
 

自
治

体
推

計
 

（
西

条
市

）
 

小
学

校
区
 

  
次

の
式

に
よ

り
小

学
校

区
単

位
で

算
出

さ
れ

る
数

値
を

、
地

域
ご

と

に
積

み
上

げ
る

。
 

 
【
確

定
し

た
５

歳
階

級
別

将
来

推
計

人
口

（
小

学
校

区
単

位
）
（
西

条

市
保

有
デ

ー
タ

）
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
1
5

年
に

お
け

る
５

歳
階

級
別

要
介

護
等

出
現

率
（
市

町
村

単

位
）
（
西

条
市

保
有

デ
ー

タ
）
（
※

２
）
】
 

※
１

 
参

考
事

例
「
子

育
て

・
教

育
」
＞

「
小

中
学

校
・
児

童
生

徒
数

」
＞

「
自

治
体

推
計

（
西

条
市

）
」
（
p2

7
）
の

将
来

推
計

方
法

①
②

参
照
 

※
２

 
現

行
の

介
護

保
険

制
度

が
継

続
さ

れ
た

場
合

、
か

つ
要

介
護

等
出

現
率

が
2
0
1
5

年
と

同
じ

レ
ベ

ル
で

推
移

し
た

場
合

を
前

提
と

し
た

。
 

 

｢第
２

期
西

条
市

総
合

計
画

後
期

基
本

計

画
｣（

西
条

市
令

和
２

年
３

月
）
3
0
ｐ
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

sa
ijo

.e
h
im

e
.jp

/
so

sh
ik

i

/
se

is
ak

u
ki

ka
ku

/
2
so

u
go

u
-
ko

u
ki

-
sa

ku
te

i.h
tm

l 

 

認
知

症
有

病
者

数
 

国
参

照
推

計
 

（
厚

生
労

働
省

）
 

全
国
 

 
【
認

知
症

有
病

率
（
全

国
単

位
）
（
※

）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

人
口

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将

来
推

計
人

口
」
（
社

人
研

）
】
 

 ※
 

認
知

症
有

病
率

に
つ

い
て

は
、

次
の

場
合

に
分

け
て

将
来

推
計

。
 

①
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

年
齢

の
認

知
症

有
病

率
を

20
1
2

年
以

降

一
定

と
仮

定
し

た
場

合
、

2
0
1
2

年
の

認
知

症
有

病
率

 

②
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

の
年

齢
の

認
知

症
有

病
率

が
2
0
1
2

年
以

降
も

糖
尿

病
有

病
率

の
増

加
に

よ
り

上
昇

す
る

と
仮

定
し

た
場

合
 

 

 ｢認
知

症
の

人
の

将
来

推
計

に
つ

い
て

｣

（
厚

生
労

働
省

）
に

お
い

て
、

｢日
本

に
お

け

る
認

知
症

の
高

齢
者

人
口

の
将

来
推

計
に

関
す

る
研

究
総

括
研

究
報

告
書

｣（
厚

生
労

働
科

学
研

究
費

補
助

事
業

）
を

参
照

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.d
c
n
e
t.
gr

.jp
/
pd

f/
do

w
n
lo

a

d/
su

pp
o
rt

/
re

se
ar

c
h
/
c
e
n
te

r1
/
3
0
5
/
0
2

_k
o
u
se

ir
o
u
do

u
sy

o
ro

u
ke

n
ky

o
ku

.p
df

 

 

 

認
知

症
有

病
者

数
 

自
治

体
参

照
推

計

（
仙

台
市

）
 

市
町

村
 

 
【
５

歳
階

級
別

認
知

症
有

病
者

率
（
全

国
単

位
）
（
厚

生
労

働
科

学
研

究

費
補

助
事

業
）
｢日

本
に

お
け

る
認

知
症

の
高

齢
者

人
口

の
将

来
推

計
に

関
す

る
研

究
総

括
研

究
報

告
書

｣（
※

）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

認
知

症
有

病
率

に
つ

い
て

は
、

次
の

場
合

に
分

け
て

将
来

推
計

。
 

①
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

年
齢

の
認

知
症

有
病

率
が

20
1
2

年
以

降

一
定

と
仮

定
し

た
場

合
は

、
2
0
1
2

年
の

認
知

症
有

病
率

 

②
6
5

歳
以

上
５

歳
階

級
別

年
齢

の
認

知
症

有
病

率
が

20
1
2

年
以

降

も
糖

尿
病

有
病

率
の

増
加

に
よ

る
上

昇
す

る
と

仮
定

し
た

場
合

は
、

2
0
4
0

年
の

認
知

症
有

病
率

 

 

資
料

３
「
分

野
ご

と
の

将
来

見
通

し
｣（

仙
台

市
総

合
計

画
審

議
会

第
２

回
平

成
3
0

年
1

1
月

）
５

ｐ
～
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df

 

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

）
広

範
囲

の
推

計
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参
考

事
例

 

医 療 ・ 介 護 

障
が

い
者

手
帳

所

持
者

数
 

自
治

体
推

計
 

（大
阪

府
） 

都
道

府
県

 

｛
【
2
0
1
6

年
人

口
（
都

道
府

県
単

位
）
（
大

阪
府

推
計

）
】
×

【
過

去
５

年

間
（
2
0
1
2
～

2
0
1
6

年
）
の

障
が

い
者

手
帳

所
持

者
数

の
対

前
年

比
の

平
均

値
（
都

道
府

県
単

位
）
（
大

阪
府

保
有

デ
ー

タ
）
】

（
2
0
3
0
－

20
1
6
）  

＋
【
2
0
3
0

年
人

口
（
都

道
府

県
単

位
）
（
大

阪
府

推
計

）
】
×

【
過

去
５

年

間
（
2
0
1
2
～

2
0
1
6

年
）
の

障
が

い
者

手
帳

所
持

者
数

の
対

人
口

比
の

平
均

値
（
都

道
府

県
単

位
）
（
大

阪
府

保
有

デ
ー

タ
）
】
｝
 

÷
２
 

・「
府

内
市

町
村

の
課

題
・将

来
見

通
し

に
関

す

る
研

究
」報

告
書

（「
基

礎
自

治
機

能
の

維
持

・充

実
に

関
す

る
研

究
」Ⅰ

）（
大

阪
府

平
成

30
年

４

月
）2

1ｐ
 

ht
tp

:/
/w

w
w

.p
re

f.o
sa

ka
.lg

.jp
/s

hi
ch

os
on

/k
is
oj

ic
hi

ki
no

uk
en

/k
ad

ai
ke

n.
ht

m
l 

 

平
均

寿
命
 

国
推

計
 

（
社

人
研

）
 

都
道

府
県
 

【
2
0
4
0

年
の

男
女

別
平

均
寿

命
（
都

道
府

県
単

位
）
 

「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 
L
I3

.x
 

介
護

人
材

 
国

推
計

 

（
厚

生
労

働
省

）
 

都
道

府
県

 

 ＜
2
0
2
5

年
度

の
供

給
＞
 

 
現

状
推

移
シ

ナ
リ

オ
（
近

年
の

入
職

、
離

職
の

動
向

に
将

来
の

人
口

動
態

を
反

映
）
に

よ
る

推
計

（
平

成
3
0

年
度

以
降

に
追

加
的

に
取

り
組

む
新

た
な

施
策

の
効

果
は

含
ん

で
い

な
い

）
。

 

 ＜
2
0
2
5

年
度

の
需

要
＞
 

 
市

町
村

に
よ

り
第

７
期

介
護

保
険

事
業

計
画

に
位

置
付

け
ら

れ
た

サ

ー
ビ

ス
見

込
み

量
等

に
基

づ
く
推

計
。

 

 

「
第

７
期

介
護

保
険

事
業

計
画

に
基

づ
く
介

護

人
材

の
必

要
数

」
（
平

成
3
0

年
５

月
）
（
厚

生

労
働

省
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
st

f/
h
o
u
do

u
/

0
0
0
0
2
0
7
3
2
3
.h

tm
l 

 

医
師

数
 

国
推

計
 

（
厚

生
労

働
省

）
 

全
国

 

 ＜
2
0
4
0

年
の

供
給

＞
 

 
今

後
の

医
学

部
定

員
を

令
和

２
年

度
の

9
,3

3
0

人
と

仮
定

し
、

医
学

部
の

受
験

率
、

再
受

験
率

、
合

格
率

、
登

録
率

、
各

都
市

の
生

残
率

、

就
業

率
、

仕
事

率
等

を
加

味
し

て
推

計
。

 

 ＜
2
0
4
0

年
の

需
要

＞
 

 
臨

床
に

従
事

す
る

医
師

、
臨

床
以

外
に

従
事

す
る

医
師

に
分

け
て

推
計

。
ま

た
、

将
来

の
医

療
需

要
や

医
師

の
労

働
時

間
、

受
療

率
等

を
加

味
し

、
一

定
の

幅
を

持
っ

て
推

計
。

 

 

「
医

療
従

事
者

の
需

給
に

関
す

る
検

討
会

医

師
需

給
分

科
会

」
第

3
5

回
（
令

和
２

年
８

月
）
 

※
現

在
も

検
討

中
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
st

f/
n
e
w

pa
ge

_1
3
2
8
3
.h

tm
l 

L
I3

.c
.1

 

 ※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。
 

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

参
考

）
労

働
・経

済
に

関
す

る
指

標
 

参
考

）
労

働
・経

済
に

関
す

る
指

標
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＜
公

共
交

通
＞

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

公 共 交 通 

目
的

別
輸

送
需

要
 

推
計

方
法

の
提

示
 

（
国

土
交

通
省

）
 

都
市

圏
 

 
【
現

況
の

発
生

交
通

量
(パ

ー
ソ

ン
ト

リ
ッ

プ
調

査
に

お
け

る
ト

リ
ッ

プ
数

) 】
 

÷
【
現

況
の

人
口

（
国

勢
調

査
人

口
）
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
3
0

年
人

口
（
※

２
）
】
 

 ※
１

 
 
現

況
の

人
口

は
通

勤
、

通
学

、
私

事
、

業
務

別
に

分
け

て
考

え
る

。
 

 
ま

た
、

通
勤

・
通

学
目

的
の

人
口

に
つ

い
て

は
出

勤
・
登

校
率

を
乗

じ
る

。
 

※
２

 
 
「
鉄

道
需

要
分

析
手

法
に

関
す

る
テ

ク
ニ

カ
ル

レ
ポ

ー
ト

」
P

2
-
7

参
照

 

 

 「
鉄

道
需

要
分

析
手

法
に

関
す

る
テ

ク
ニ

カ
ル

レ
ポ

ー
ト

」
（
交

通
政

策
審

議
会

陸
上

交
通

分
科

会
鉄

道
部

会
 

東
京

圏
に

お

け
る

今
後

の
都

市
鉄

道
の

あ
り

方
に

関

す
る

小
委

員
会

 
需

要
評

価
・
分

析
・
推

計
手

法
ワ

ー
キ

ン
グ

・
グ

ル
ー

プ
平

成
2
8

年
７

月
（
平

成
2
9

年
６

月
改

定
）
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
lit

.g
o
.jp

/
c
o
m

m
o
n
/
0
0

1
1
3
8
6
0
8
.p

df
 

 

 

年
齢

別
各

交
通

手

段
の

利
用

者
数
 

新
規
 

都
市

圏
 

 
【
５

歳
階

級
別

交
通

手
段

別
の

利
用

割
合

（
※

）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
都

市
圏

の
構

成
市

町
村

の
合

計
）

「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

利
用

デ
ー

タ
：
「
都

市
圏

パ
ー

ソ
ン

ト
リ

ッ
プ

調
査

」
等
 

注
１

 
「
都

市
圏

パ
ー

ソ
ン

ト
リ

ッ
プ

調
査

」
等

の
５

歳
階

級
別

交
通

手
段

別

の
利

用
割

合
に

つ
い

て
は

、
調

査
時

点
の

数
値

で
あ

り
、

調
査

後
の

地

域
交

通
網

の
再

編
や

施
設

立
地

の
変

化
、

新
技

術
の

進
展

等
の

各
種

要
因

に
よ

る
影

響
は

反
映

さ
れ

て
い

な
い

推
計

で
あ

る
点

に
留

意
。

 

注
２

 
「
都

市
圏

パ
ー

ソ
ン

ト
リ

ッ
プ

調
査

」
の

ほ
か

、
地

域
公

共
交

通
網

形

成
計

画
等

の
策

定
の

際
等

に
独

自
に

行
う

、
年

齢
階

層
別

に
集

計
で

き

る
移

動
実

態
調

査
の

結
果

も
活

用
可

能
。

 
 

 
 

バ
ス

停
圏

域
人

口
 

自
治

体
推

計
 

（
花

巻
市

）
 

町
字

・
バ

ス
停

圏

域
（
バ

ス
停

か
ら

半
径

3
0
0
ｍ

）
 

 
【
2
0
3
5

年
の

字
別

将
来

人
口

推
計

（
※

１
）
】
 

×
【
字

別
バ

ス
圏

域
居

住
棟

数
割

合
（
※

２
）
】
 

 ※
１

 
圏

域
内

人
口

は
Ｇ

ＩＳ
ソ

フ
ト

（Ｐ
Ｃ

Ｍ
ａ
ｐ
ｐ
ｉｎ

ｇ
／

マ
プ

コ
ン

）
を

用
い

て
、

棟
数

按
分

に
よ

り
算

定
し

た
。

 

※
２

 
棟

数
按

分
と

は
、

任
意

の
範

囲
で

デ
ー

タ
を

集
計

す
る

場
合

に
、

そ

の
範

囲
内

の
建

物
棟

数
（
今

回
は

、
測

量
成

果
の

電
子

納
品

の
標

準
デ

ー
タ

形
式

で
都

市
計

画
基

図
等

に
用

い
ら

れ
る

デ
ー

タ
（
D

M
デ

ー
タ

）
の

う
ち

、
建

物
レ

イ
ヤ

ー
に

あ
る

建
物

ポ
リ

ゴ
ン

数
を

対
象

と
し

棟
数

と
し

て
い

る
）の

比
率

で
推

計
人

口
を

按
分

す
る

手
法

を
い

う
。

 
 

「
花

巻
市

地
域

公
共

交
通

網
形

成
計

画
」

（
花

巻
市

平
成

2
9

年
６

月
）
2
4
ｐ
～
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（
p1

2
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) 

L
I1

1
.2

.1
.2
 

参
考

事
例
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公 共 交 通 

公
共

交
通

路
線

網

と
利

便
性

別
人

口

密
度

等
 

（
地

図
、

棒
グ

ラ

フ
）
 

自
治

体
推

計
 

（
松

山
市

）
 

（
地

図
）
 

5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

（
棒

グ
ラ

フ
）
 

市
町

村
 

市
街

化
区

域
 

  
2
0
4
0

年
に

お
け

る
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
、

人
口

密
度

を
平

成
2
7

年
国

勢

調
査

に
よ

る
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

人
口

と
社

人
研

の
2
0
4
0

年
の

人
口

予
測

値
を

用

い
、

コ
ー

ホ
ー

ト
法

に
よ

り
推

計
。

 

・
 
5
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

の
人

口
4
0

人
/
h
a

未
満

部
分

を
公

共
交

通
利

用
圏

内
・
圏

外
（
※

）
別

に
色

分
け

し
、

合
わ

せ
て

現
状

の
公

共
交

通
路

線
網

、
公

共
交

通

利
用

圏
を

表
示

。
 

・
 
2
0
4
0

年
に

お
け

る
公

共
交

通
の

利
便

性
（
※

）
別

人
口

、
人

口
密

度
を

推

計
。

2
0
1
0

年
時

点
の

状
況

と
比

較
。

 

※
 
公

共
交

通
の

利
用

圏
（
距

離
）
と

サ
ー

ビ
ス

水
準

（
便

数
）
を

基
に

、
市

内
を

①
便

利
地

域
、

②
準

不
便

地
域

、
③

不
便

地
域

、
④

空
白

地
域

に
分

類
し

、

①
、

②
を

「
公

共
交

通
利

用
圏

内
」
、

③
、

④
を

「
公

共
交

通
利

用
圏

外
」
と

し

て
い

る
（
対

象
施

設
は

バ
ス

停
、

電
停

、
鉄

道
駅

、
旅

客
船

タ
ー

ミ
ナ

ル
（
島

嶼
部

）
）
 

※
 
公

共
交

通
路

線
網

は
国

土
数

値
情

報
を

基
に

作
成

。
 

 

「
立

地
適

正
化

計
画

 
改

訂
版

」
（
松

山
市

平
成

3
1

年
３

月
）
２

－
2
6
ｐ
～
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n
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2
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df
 

【
別

添
６

】
 

（
p8

8
) 

 L
I9

.1
.1

.2
 

L
I1

1
.2

.1
.2
 

公
共

交
通

路
線

網

と
人

口
増

減
率
 

（
地

図
）
 

自
治

体
推

計
 

（
河

内
長

野
市

）
 

1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ
 

 
 2

0
4
0

年
に

お
け

る
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

別
人

口
増

減
率

を
「
将

来
人

口
・
世

帯
予

測
ツ

ー
ル

」
（
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究
所

）
を

基
に

推
計

。
 

・
 
人

口
増

減
率

に
基

づ
き

色
分

け
し

た
1
0
0
m

メ
ッ

シ
ュ

の
地

図
上

に
最

寄
り

の
公

共
交

通
（
バ

ス
停

・
鉄

道
駅

）
ま

で
の

ア
ク

セ
シ

ビ
リ

テ
ィ

の
図

（
※

）
を

重

ね
合

わ
せ

、
将

来
の

人
口

増
減

率
と

公
共

交
通

路
線

網
の

関
係

を
提

示
。
 

※
 

「
ア

ク
セ

シ
ビ

リ
テ

ィ
指

標
活

用
の

手
引

き
」
（
国

土
技

術
政

策
総

合
研

究

所
）
に

基
づ

き
、

最
寄

り
の

公
共

交
通

ま
で

3
0

分
以

内
の

範
囲

に
居

住
す

る

人
口

の
割

合
を

算
出

し
、

メ
ッ

シ
ュ

デ
ー

タ
を

作
成

。
こ

れ
に

、
国

土
数

値
情

報
か

ら
取

得
し

た
路

線
デ

ー
タ

を
重

ね
合

わ
せ

。
 

※
 

ア
ク

セ
シ

ビ
リ

テ
ィ

指
標

：
徒

歩
又

は
公

共
交

通
利

用
に

よ
る

生
活

の
利

便

性
を

表
す

指
標

。
単

位
は

分
が

基
本

。
移

動
に

要
す

る
時

間
と

と
も

に
、

公

共
交

通
の

運
行

頻
度

の
多

少
を

反
映

し
た

所
要

時
間

の
期

待
値

で
計

量
。

 
 

「
河

内
長

野
市

立
地

適
正

化
計

画
」
（
河

内

長
野

市
平

成
3
1

年
3

月
）
1
2
ｐ
～
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（
p7

2
) 

 L
I9

.1
.1

.2
 

L
I1

1
.2

.1
.2
 

 公
共

交
通

路
線

網

と
人

口
密

度
、

高

齢
化

率
 

（
地

図
）
 

自
治

体
推

計
 

（
北

九
州

市
）
 

町
丁

目
・
字
 

  
町

丁
目

・
字

別
の

2
0
4
0

年
の

人
口

密
度

、
高

齢
化

率
を

推
計

（
参

考
事

例

「
人

口
」
＞

「
町

丁
目

・
字

別
人

口
」
＞

「
自

治
体

推
計

（
北

九
州

市
）
」
（
p
1
7
）
参

照
）
。
 

・
 
町

丁
目

・
字

別
の

人
口

密
度

、
高

齢
化

率
に

基
づ

き
色

分
け

し
た

地
図

上

に
、

2
0
1
1

年
時

点
の

公
共

交
通

路
線

網
（
鉄

軌
道

、
バ

ス
停

、
バ

ス
路

線

等
）
、

鉄
軌

道
駅

5
0
0
m

圏
、

バ
ス

停
3
0
0
m

圏
を

示
す

こ
と

で
、

将
来

の
人

口

密
度

・
高

齢
化

率
と

公
共

交
通

路
線

網
の

関
係

を
提

示
。
 

※
 

「
国

土
数

値
情

報
」
（
国

土
交

通
省

）
か

ら
、

鉄
軌

道
・
バ

ス
路

線
・
バ

ス
停

等
の

ポ
イ

ン
ト

、
ラ

イ
ン

デ
ー

タ
を

取
得

 
 

「
北

九
州

市
立

地
適

正
化

計
画

」
（
北

九
州

市
平

成
2
8

年
9

月
）
1
6
ｐ
～
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別

添
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】
 

（
p9

6
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 L
I9

.1
.1

.2
 

L
I1

1
.2

.1
.2
 

※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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＜
衛

生
＞

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

衛 生 

有
収

水
量
 

国
推

計
 

（
厚

生
労

働
省

）
 

全
国
 

 

【
有

収
水

量
の

１
日

１
人

当
た

り
の

家
庭

用
原

単
位

（
全

国
単

位
）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

給
水

人
口

（
全

国
単

位
）
（
※

１
）
】
 

＋
【
家

庭
用

以
外

の
有

収
水

量
（
全

国
単

位
）
（
※

２
）
】 

 ※
１

 
 

【
2
0
4
0

年
の

給
水

人
口

】 

＝
【
2
0
4
0

年
の

将
来

推
計

人
口

（
全

国
単

位
）
「
日

本
の

将
来

推
計

人
口

」

（
社

人
研

）
】
×

【
2
01

5
年

の
上

水
道

普
及

率
（
94

.4
％

）】
 

※
２

 
家

庭
用

以
外

有
収

水
量

（
業

務
・
営

業
用

水
、

工
場

用
水

等
）
は

、
今

後

の
景

気
の

動
向

や
地

下
水

利
用

専
用

水
道

等
の

動
向

を
把

握
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

家
庭

用
有

収
水

量
（
有

収
水

量
の

家
庭

用
原

単
位

×
給

水
人

口
）
の

推
移

に
準

じ
て

推
移

す
る

も
の

と
考

え
、

家
庭

用
有

収
水

量
の

比
率

（
0
.3

1
0
）で

設
定

 
 

「
令

和
元

年
度

全
国

水
道

関
係

担
当

者
会

議
資

料
」
（
資

料
編

）
（
厚

生
労

働
省

令
和

２

年
３

月
）
２

ｐ
上

段
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
h
lw

.g
o
.jp

/
c
o
n
te

n
t/

0
0
0

6
4
5
6
0
3
.p

df
 

 

有
収

水
量
 

（
生

活
用

水
）
 

新
規
 

市
町

村
 

 

【
有

収
水

量
の

１
日

１
人

当
た

り
家

庭
用

原
単

位
（
市

町
村

単
位

）
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
の

給
水

人
口

（市
町

村
単

位
）
（
※

２
）
】 

 ※
１

 
 

【
有

収
水

量
の

１
日

１
人

当
た

り
の

家
庭

用
原

単
位

】 

＝
【
直

近
年

の
年

間
生

活
用

有
収

水
量

（
市

町
村

保
有

デ
ー

タ
）
】 

÷
【
直

近
年

の
給

水
人

口
（市

町
村

保
有

デ
ー

タ
）
】
 ÷

 
3
6
5 

※
２

 
 
【
2
04

0
年

の
給

水
人

口
】 

＝
【
2
0
4
0

年
の

将
来

推
計

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推

計
」
】
×

【
直

近
年

の
上

水
道

普
及

率
（
市

町
村

保
有

デ
ー

タ
）
】 

 

 
 

有
収

水
量
 

自
治

体
推

計
 

（
舞

鶴
市

）
 

市
町

村
 

 
【
有

収
水

量
の

１
人

当
た

り
の

家
庭

用
原

単
位

（
※

１
）】

 
×

【
2
0
2
8

年
の

給
水

人
口

（
※

２
）
】
 

＋
【
2
0
2
8

年
の

営
業

用
有

収
水

量
（
※

３
）
】
 

＋
【
2
0
2
8

年
の

官
公

署
会

社
他

有
収

水
量

（
※

３
）
】
 

＋
【
2
0
2
8

年
の

大
手

企
業

（
個

別
契

約
企

業
）
有

収
水

量
（
※

４
）
】
 

 ※
１

 
【
過

去
５

ヶ
年

の
平

均
１

人
１

日
あ

た
り

の
有

収
水

量
】
×

【
年

間
日

数
】
 

※
２

 
【
給

水
人

口
】
×

【
将

来
推

計
人

口
の

減
少

率
】
 

将
来

推
計

人
口

の
減

少
率

は
、

「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
の

2
0
2
5

年
、

2
0
3
0

年
の

将
来

推
計

人
口

を
基

に
、

５
年

間
で

の
人

口
減

少
率

を

１
年

毎
に

同
率

で
減

少
す

る
と

仮
定

し
、

前
年

度
数

値
に

乗
じ

て
算

出
。
 

※
３

 
【
前

年
度

有
収

水
量

】
×

【
過

去
５

ヶ
年

実
績

の
平

均
減

少
率

（
固

定
）
】
 

※
４

 
過

去
５

ヶ
年

平
均

の
年

間
有

収
水

量
（
固

定
）
。

た
だ

し
、

企
業

ご
と

の
事

情
（
新

増
設

見
込

み
企

業
な

ど
）
を

考
慮
 

「
舞

鶴
市

新
水

道
ビ

ジ
ョ

ン
」
（
舞

鶴
市

令
和

２
年

３
月

）
９

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

m
ai

zu
ru

.k
yo

to
.jp

/
ku

ra
sh

i/
c
m

sf
ile

s/
c
o
n
te

n
ts

/
0
0
0
0
0
0
3
/
3
6

0
6
/
h
o
n
n
pe

n
_2

0
2
0
0
3
3
1
1
6
2
8
3
1
3
7
.p

df
 

 

参
考

事
例

 

参
考

）
広

範
囲

の
推

計
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衛 生 

ご
み

発
生

量
 

（
家

庭
系

ご
み

）
 

推
計

方
法

の
提

示

（
環

境
省

）
 

市
町

村
 

  

【
１

人
１

日
当

た
り

家
庭

系
ご

み
発

生
量

（
市

町
村

単
位

）
（
※

１
）
】
 

×
【
将

来
推

計
人

口
（
市

町
村

単
位

）
（
※

２
）
】
 

 ※
１

 
過

去
の

実
績

か
ら

1
人

1
日

当
た

り
家

庭
系

ご
み

発
生

量
（
ｇ
／

人
・

日
）
を

算
出

し
、

こ
の

実
績

を
ト

レ
ン

ド
法

等
を

用
い

て
将

来
推

計
し

た
上

で
、

将
来

予
測

人
口

を
乗

じ
る

。
 

※
２

 
ト

レ
ン

ド
法

や
コ

ー
ホ

ー
ト

要
因

法
に

よ
り

行
う

こ
と

が
適

当
。

ま
た

、

市
町

村
の

計
画

等
に

示
さ

れ
た

将
来

予
測

人
口

も
可

能
。

 
 注

 
ご

み
処

理
基

本
計

画
は

1
0
～

1
5

年
 

注
 

｢ご
み

処
理

基
本

計
画

策
定

指
針

｣（
平

成
2
8

年
9

月
環

境
省

）
は

、
ご

み

の
排

出
の

抑
制

、
再

生
利

用
の

促
進

の
た

め
の

施
策

を
踏

ま
え

た
ご

み

発
生

量
の

目
標

値
を

設
定

す
る

必
要

が
あ

る
と

し
て

い
る

。
上

記
は

、
比

較
の

た
め

に
行

う
、

こ
れ

ら
の

施
策

を
実

施
し

な
い

場
合

に
お

け
る

ご
み

発
生

量
の

将
来

推
計

の
方

法
を

抜
粋

し
た

も
の

。
 

 

｢ご
み

処
理

基
本

計
画

策
定

指
針

｣（
環

境

省
平

成
2
8

年
９

月
）
2
3
ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.e
n
v.

go
.jp

/
re

c
yc

le
/
w

as
te

/
gl

_d
w

db
p/

gu
id

e
lin

e
2
0
1
6
0
9
.p

df
 

 

ご
み

排
出

量
 

（
家

庭
系

ご
み

）
 

自
治

体
推

計
 

（
東

村
山

市
）
 

市
町

村
 

【
2
0
3
0

年
の

１
日

１
人

当
た

り
家

庭
系

ご
み

排
出

量
（
市

町
村

単
位

）
（
※

１
）
】
 

×
【
2
0
3
0

年
の

将
来

推
計

人
口

（
市

町
村

単
位

）
（
※

２
）
】
 

  ※
１

 
2
0
1
0

年
度

か
ら

2
0
1
9

年
度

の
ご

み
排

出
量

実
績

値
を

基
に

ト
レ

ン

ド
法

に
よ

り
東

村
山

市
が

推
計

 

※
２

 
住

民
基

本
台

帳
人

口
を

基
に

コ
ー

ホ
ー

ト
要

因
法

に
よ

り
東

村
山

市

が
推

計
 

 「
令

和
２

年
度

第
１

回
廃

棄
物

減
量

等
推

進
審

議
会

資
料

③
」
（
東

村
山

市
令

和
２

年
６

月
） 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

h
ig

as
h
im

u
ra

ya
m

a.
to

ky
o
.jp

/
sh

is
e
i/

ke
ik

ak
u
/
sh

in
gi

ka
i/

ka
n
k

yo
/
h
ai

ki
/
ge

n
ry

o
si

n
.f
ile

s/
0
2
0
6
1
2s

h
ir
y

o
u
0
3
.p

df
 

 ｢東
村

山
市

第
５

次
総

合
計

画
等

５
計

画
基

礎
調

査
報

告
書

｣（
東

村
山

市
令

和
元

年
 

1
2

月
）
 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

h
ig

as
h
im

u
ra

ya
m

a.
to

ky
o
.jp

/
sh

is
e
i/

ke
ik

ak
u
/
so

go
/
so

u
go

u
k

e
ik

ak
u
5
/
5
so

u
go

u
ke

ik
ak

u
-
ke

i/
ki

so
ty

o

u
sa

.f
ile

s/
yo

so
ku

.p
df

 

 

 

 ※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

参
考

事
例
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＜
防

災
・

消
防

＞
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

防 災 ・ 消 防 

避
難

行
動

要
支

援

者
 

新
規
 

市
町

村
 

  
各

市
町

村
の

避
難

行
動

要
支

援
者

の
要

件
（
要

介
護

認
定

者
、

障

害
等

級
認

定
者

等
）
毎

の
人

数
に

基
準

年
か

ら
2
0
4
0

年
等

へ
の

増
減

率
を

乗
じ

て
推

計
を

行
う

こ
と

が
精

緻
な

推
計

と
な

る
が

、
よ

り
簡

便
な

推
計

の
例

と
し

て
は

、
以

下
の

も
の

が
考

え
ら

れ
る

。
 

  《
簡

便
な

推
計

の
例

》
 

①
要

介
護

認
定

者
数

（
要

介
護

３
～

５
の

者
を

避
難

行
動

要
支

援
者

の
要

件

と
し

て
い

る
場

合
）
 

【
基

準
年

間
の

平
均

の
避

難
行

動
要

支
援

者
の

要
介

護
度

別
５

歳
階

級
別

要
介

護
３

～
５

出
現

率
】×

【
2
0
40

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
市

町

村
単

位
）
「平

成
30

年
社

人
研

推
計

」
】
 

②
要

介
護

認
定

者
以

外
の

者
の

数
 

【
要

介
護

認
定

者
以

外
の

避
難

行
動

要
支

援
者

（
基

準
年

）
】 

×
【
基

準
年

か
ら

20
4
0

年
へ

の
人

口
増

減
率

（市
町

村
単

位
）
「
平

成
 

3
0

年
社

人
研

推
計

」
】 

 ※
 

要
介

護
等

認
定

者
以

外
の

避
難

行
動

要
支

援
者

（
例

え
ば

障
害

等
級

認

定
者

等
）
数

の
変

化
率

を
設

定
せ

ず
、

総
人

口
に

占
め

る
当

該
者

の
割

合
を

一
定

と
仮

定
し

た
場

合
。

 
  

 
 

救
急

搬
送

人
員
 

国
推

計
 

（
消

防
庁

）
 

消
防

本
部
 

市
町

村
 

  

【
５

歳
年

齢
階

層
別

平
均

救
急

搬
送

率
（
H

1
9
～

H
2
1
・
全

国
平

均
）
】
 

×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
 

 ※
 

複
数

市
町

村
に

よ
り

消
防

本
部

を
設

置
し

て
い

る
場

合
に

は
、

市
町

村
分

を
合

計
す

る
こ

と
に

よ
り

、
消

防
本

部
単

位
で

算
出

が
可

能
。

 
  

 
 

救
急

搬
送

人
員

 
自

治
体

推
計

 

（
仙

台
市

）
 

仙
台

市
 

  

【
2
0
0
9

年
～

2
01

4
年

（
※

１
）
の

平
均

の
５

歳
階

級
別

救
急

搬
送

人
員

率

（
仙

台
市

保
有

デ
ー

タ
）
】 

×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
仙

台
市

独
自

推
計

（
※

２
）
）
】
 

 ※
１

 
推

計
時

（
2
0
1
5

年
）
の

直
近

５
年

。
東

日
本

大
震

災
が

発
生

し
た

2
0
1
1

年
を

除
く
。
 

※
２

 
指

標
「
人

口
」
＞

「
総

人
口

」
＞

「
自

治
体

推
計

（
仙

台
市

）
」
（
p1

4
）
参

照
 

  

資
料

３
「
分

野
ご

と
の

将
来

見
通

し
｣（

仙
台

市
総

合
計

画
審

議
会

第
２

回
平

成
3
0

年

1
1

月
）
５

ｐ
～

 

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.c
it
y.

se
n
da

i.j
p/

m
ac

h
iz

u
k

u
ri
-
ka

ku
ka

/
sh

is
e
/
za

is
e
/
ke

ka
ku

/
sh

in

/
sh

in
gi

/
do

c
u
m

e
n
ts

/
3
-
1
_m

it
o
o
sh

i.p
df

 

 

参
考

事
例
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防 災 ・ 消 防 

救
急

搬
送

人
員
 

新
規
 

消
防

本
部
 

 
【
５

歳
階

級
別

救
急

搬
送

率
（直

近
５

年
平

均
値

・各
消

防
本

部
（
※

））
】 

×
【
2
0
4
0

年
５

歳
階

級
別

人
口

（
市

町
村

単
位

）
「
平

成
3
0

年
社

人
研

 
 

推
計

」
】 

 ※
 

救
急

搬
送

人
員

の
一

覧
（
年

齢
含

む
）
は

、
「
統

計
調

査
系

シ
ス

テ
ム

」

（
総

務
省

消
防

庁
）か

ら
、

各
消

防
本

部
に

お
い

て
出

力
可

能
。

 

※
 

直
近

５
年

中
に

、
大

規
模

災
害

が
発

生
し

救
急

搬
送

人
員

が
顕

著
に

増
大

し
た

年
が

あ
る

場
合

に
は

、
当

該
年

を
除

い
た

５
年

の
平

均
値

を

用
い

る
こ

と
が

考
え

ら
れ

る
。

 

注
 

複
数

市
町

村
で

消
防

本
部

を
設

置
し

て
い

る
場

合
は

、
構

成
市

町
村

の
合

計
人

口
を

用
い

る
方

法
等

が
考

え
ら

れ
る

。
ま

た
、

消
防

本
部

が
市

町
村

の

一
部

の
区

域
を

管
轄

し
て

い
る

場
合

は
、

当
該

区
域

の
人

口
に

つ
い

て
推

計

を
行

う
方

法
や

市
町

村
人

口
に

占
め

る
当

該
区

域
の

人
口

の
割

合
か

ら
算

出
す

る
方

法
等

が
考

え
ら

れ
る

。
 

 

 
 

 ※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。
 

        
 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
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＜
空

間
管

理
＞

 

分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

空 間 管 理 

空
き

家
数

 
自

治
体

推
計
 

（
広

島
県

）
 

都
道

府
県
 

市
町

村
 

①
～

③
の

手
順

の
と

お
り

、
2
0
2
3

年
、

2
0
2
8

年
の

市
町

村
別

の
一

戸
建

て
の

空
き

家
数

に
つ

い
て

、
重

回
帰

分
析

に
よ

り
推

計
し

た
県

全
体

の
「
そ

の
他

の
空

き
家

数
」
の

2
0
1
8

年
か

ら
2
0
2
3

年
（
2
02

8
年

）
へ

の
伸

び
率

を
、

県
内

各
市

町
村

の
一

戸
建

て
の

空
き

家
数

の
合

計
（
県

内
市

町
村

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
（広

島
県

）
）に

乗
じ

て
得

た
数

に
つ

い
て

、
「
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
」
（
総

務
省

）
の

「
そ

の
他

の
空

き
家

数
（
内

、
一

戸
建

て
）
」の

市
町

村
割

合
で

振
り

分
け

る
こ

と
に

よ
り

推
計

。
 

 
①

広
島

県
の

「
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
（
※

１
）
」の

調
査

結
果

よ
り

「
そ

の
他

の
空

き
家

数
」の

将
来

推
計

（
※

２
）
を

実
施

し
、

2
01

8
年

か
ら

2
0
2
3

年
（
2
0
2
8

年
）の

「そ
の

他
の

空
き

家
数

」
の

伸
び

率
を

算
出

（
※

３
） 

 

 
※

１
 

1
9
8
9
～

2
01

8
年

の
５

年
毎

、
７

地
点

の
デ

ー
タ

を
使

用
 

 
※

２
 

そ
の

他
の

空
き

家
数

（
「
平

成
3
0

年
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
」
）
、

6
5

歳
以

上
割

合
（平

成
2
7

年
国

勢
調

査
）
、

7
5

歳
以

上
単

独
世

帯
割

合
（
「
平

成
2
7

年
国

勢
調

査
」
）
で

重
回

帰
分

析
を

実
施

し
、

各
係

数
（
a1

、
a2

）
、

切
片

（b
）
を

算
出

。
以

下
の

相
関

式
に

よ
り

、
2
0
2
3

年
度

、
2
0
2
8

年
度

の
「そ

の
他

の
空

き
家

数
」
を

算
出

。
 

 
 

 
 

(相
関

式
) 

 
【
2
0
2
3

年
（
2
0
2
8

年
）
そ

の
他

の
空

き
家

数
】
＝

 

【
2
0
2
3

年
（2

0
2
8

年
）
6
5

歳
以

上
割

合
「
平

成
3
0

年
社

人
研

推
計

」
】

×
a1

＋
【
2
0
2
3

年
（2

0
2
8

年
）
7
5

歳
以

上
単

独
世

帯
割

合
「
平

成
 

3
0

年
社

人
研

推
計

」
】
×

a2
＋

ｂ
 

 

 
※

３
 

【
「
そ

の
他

の
空

き
家

数
」
の

伸
び

率
】
＝

 
【
2
0
2
3

年
（
2
0
2
8

年
）
そ

の
他

の
空

き
家

数
】÷

 
【
そ

の
他

の
空

き
家

数
「
平

成
3
0

年
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
」 

 

②
広

島
県

の
一

戸
建

て
の

空
き

家
数

（
実

数
）
の

将
来

推
計

 
【
2
0
2
3

年
（2

0
2
8

年
）
の

県
内

各
市

町
村

の
一

戸
建

て
空

き
家

数
の

合
計

】
＝

【
県

内
各

市
町

村
の

一
戸

建
て

空
き

家
数

の
合

計
（※

４
）
】
×

 
【
①

「
そ

の
他

の
空

き
家

数
」の

伸
び

率
】 

 
※

４
 

「
県

内
市

町
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

」
（
広

島
県

） 
 

③
各

市
町

別
の

一
戸

建
て

空
き

家
数

の
推

計
 

 
県

全
体

の
2
0
2
3

年
（
2
0
2
8

年
）の

増
減

推
計

値
を

、
「平

成
2
5

年
住

宅
・

土
地

統
計

調
査

」
の

そ
の

他
の

空
き

家
数

（
内

、
一

戸
建

て
）
及

び
「
住

宅
・

土
地

統
計

調
査

」
の

調
査

対
象

で
な

い
市

町
に

つ
い

て
は

、
「
県

内
市

町
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

」（
広

島
県

）の
戸

数
の

市
町

割
合

で
振

り
分

け
て

算
出

。
 

「
空

き
家

対
策

対
応

指
針

」
（
広

島
県

令
和

2

年
2

月
）
２

ｐ
～
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分
野
 

指
標
 

分
類
 

単
位
 

推
計

方
法

（・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
） 

出
典
 

備
考
 

空 間 管 理 

空
き

家
数
 

自
治

体
推

計
 

（
河

内
長

野
市

）
 

市
町

村
 

 【
2
0

年
後

の
自

然
動

態
に

よ
る

空
き

家
数

（
町

丁
目

単
位

）
「
住

民
基

本
台

帳
」
（
※

１
）
】
＋

【
2
0
 
年

後
の

社
会

動
態

に
よ

る
空

き
家

数
（
町

丁
目

単
位

）
「
住

民
基

本
台

帳
」
（
※

２
）
】
 
 

 ※
１

 
以

下
の

手
順

に
よ

り
算

出
。
 

 
①

2
0
1
8

年
３

月
末

時
点

の
住

民
の

年
齢

に
余

命
年

齢
を

足
す

 

 
②

５
年

後
、

1
0

年
後

、
1
5

年
後

、
20

年
後

に
住

民
が

余
命

年
齢

に
達

し

て
い

る
か

ど
う

か
を

確
認

。
 

 
③

世
帯

全
員

が
余

命
年

齢
を

超
え

た
時

に
、

空
き

家
等

に
な

る
と

仮
定

。
 

注
 

世
帯

に
新

し
い

家
族

が
増

え
る

、
又

は
そ

の
世

帯
に

子
や

孫
が

新
し

く
居

住
し

始
め

る
と

い
う

シ
ナ

リ
オ

は
推

計
に

含
め

て
い

な
い

。
 

※
２

 
次

の
手

順
に

よ
り

算
出

。
 

 
①

過
去

５
年

間
（2

0
1
3
～

2
01

8
年

）の
住

所
地

別
転

入
（
転

居
）
世

帯
数

と
転

出
（転

居
）世

帯
数

を
把

握
。

  

 
②

５
年

間
の

平
均

で
、

転
出

と
転

入
と

の
差

を
社

会
動

態
に

よ
る

世
帯

数

増
減

数
と

仮
定

。
 

注
 

地
域

開
発

の
影

響
は

推
計

に
加

味
し

て
い

な
い

。
 

 

「
河

内
長

野
市

空
家

等
対

策
計

画
」
（
河

内

長
野

市
平

成
3
1

年
３

月
）
3
0
p～
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4
6
9
0
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df
 

L
I1

1
.x
 

農
地

面
積
 

森
林

面
積

 

自
治

体
推

計
 

（
彦

根
市

）
 

市
町

村
 

 
過

去
1
0

年
分

の
実

績
面

積
を

基
に

、
対

数
近

似
に

よ
っ

て
求

め
た

傾
向

に
よ

り
、

2
0
2
0

年
ま

で
の

農
地

面
積

を
算

出
（
森

林
面

積
の

推
計

も
同

様
）
。

 

「
第

三
次

彦
根

市
国

土
利

用
計

画
（案

）
参

考

資
料

」
（
彦

根
市

平
成

2
2

年
8

月
）
７

ｐ
～
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h
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4
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h
ir
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df

 

L
I1

5
.1

.1
 

農
地

面
積

 
自

治
体

推
計

 

（
市

川
三

郷
町

）
 

市
町

村
 

 
過

去
1
0

年
分

の
実

績
面

積
を

基
に

、
線

形
近

似
に

よ
る

回
帰

分
析

を
行

う
こ

と
で

、
傾

向
（
回

帰
係

数
、

定
数

項
）
を

算
出

。
そ

の
傾

向
が

そ
の

ま
ま

続
く
も

の
と

し
て

、
過

去
1
0

年
分

の
実

績
面

積
を

基
に

2
0
2

7
年

ま
で

の
農

地
面

積
を

算
出

。
 

「
第

２
次

国
土

利
用

計
画

（
市

川
三

郷
町

計

画
）
説

明
資

料
等

」
（
市

川
三

郷
町

平
成

3
0

年
３

月
）
1
2
ｐ
 

h
tt

p:
/
/
w

w
w
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w

n
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h
ik
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am
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2
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/
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le

s/
2
ko

ku
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df
 

 

経
営

耕
地

面
積

 
自

治
体

推
計

 

（
大

阪
府

）
 

都
道

府
県

 

 
1
9
9
5

年
、

2
0
0
0

年
、

2
0
0
5

年
、

2
0
1
0

年
、

2
0
1
5

年
の

５
地

点
の

デ

ー
タ

を
基

に
、

累
乗

近
似

に
よ

っ
て

求
め

た
傾

向
を

算
出

。
そ

の
傾

向

が
そ

の
ま

ま
続

く
も

の
と

し
て

、
2
0
15

年
の

デ
ー

タ
を

基
に

2
0
2
0

年
、

2
0
2
5

年
、

2
0
3
0

年
、

2
0
3
5

年
の

経
営

耕
地

面
積

を
推

計
。

 

「
新

た
な

お
お

さ
か

農
政

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ

ン
」
（
大

阪
府

平
成

2
9

年
8

月
）
2
2
p 

ht
tp

:/
/w

w
w

.p
re

f.o
sa

ka
.lg

.jp
/n

os
ei

/a
ra

ta
n

aa
ku
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nd

ex
.h

tm
l 

L
I2

.4
.1
 

※
 

こ
の
ほ

か
、
「

施
設

・
イ
ン

フ
ラ

」
分

野
の

各
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
に
係
る
指
標
に
つ
い
て
も
参
照
さ
れ
た
い
。
 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例

 

参
考

事
例
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５．具体的な活用方法等について 

 
（１）「目指す未来像」の議論のあり方 

 
各市町村においては、客観的な長期見通しとしての「地域の未来予測」を作成した

上で、これに留まらず、客観的な推計が困難な分野や指標についての見通しや目標を

含めて、どのような未来を実現したいのか、「目指す未来像」について、ワークショ

ップの開催や地域の多様な主体が参画している協議会等のプラットフォームの活用

等により住民等とともに議論すること、議論の結果を様々な政策や計画に反映させて

いくことが期待される。 

 

「目指す未来像」の議論への参加は、参加者の地域の課題についての関心を高める

効果があり、また、若年層を対象とした公教育にも効果が見込まれることから、世代

を越えた参加者で議論を行うことも考えられる。 

 

「目指す未来像」の議論の中で、公共私の多様なステークホルダーと課題やビジョ

ンを共有していくには、議論の素材となる将来推計が客観的なものであったとしても、

長期的な変化や課題について直感的にわかりやすくするための「見える化」や、必要

に応じて参加者の緊張や心理的な抵抗を和らげ、議論を進めやすくするための工夫を

行うなど、適切な提示の仕方を検討することが重要である。 

この点、地理情報システム（GIS：Geographic Information System）により人口構

造等の変化の「見える化」を図っている事例や、ワークショップにゲーム性を持たせ

るなどの参加者の関心・意欲を高める工夫をしている事例は、「目指す未来像」の議

論のあり方として参考となる。 

 

また、「目指す未来像」の議論では、負担の分かち合いや利害調整を伴う合意形成

をしながら、未来に向けたビジョンに加えて、具体的な施策の提示や推進を求められ

る場合が考えられる。このような場合を含め、地域課題を解決するための具体的なプ

ロジェクトを提案・推進する際には、AI・IoT 等の新技術の活用や広域連携等の検討

のほか、地域活性化や地方創生に係る国・都道府県の各種支援制度を活用することも

考えられる。 

 

加えて、地域の課題やビジョンを共有し、これを解決・実現するための具体的な取

組を推進していくためには、このための人材の確保や市町村の組織力の向上が重要と

なる。このためには、研修等を通じて地方公共団体の職員等の専門性や政策立案能力

を高めていくほか、地域のニーズに応じて、専門人材の共同活用や外部人材の活用等

を検討することが考えられる。 
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その際には、例えば、国による以下の施策の活用についても検討されたい。 

 

○ 地域活性化伝道師（内閣府地方創生推進事務局） 

○ 地域力創造アドバイザー（総務省地域力創造グループ） 

○ 地域プロジェクトマネージャー（総務省地域力創造グループ） 

○ 地域情報化アドバイザー（総務省情報流通行政局） 
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＜参考６＞「地域の未来予測」の活用・住民対話の事例（神奈川県鎌倉市） 

※ 参考資料ｐ127 参照 
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＜参考７＞「未来ワークショップ」の取組        ※ 参考資料ｐ135 参照 
  

 

 

（出典）第２回ワーキンググループ 千葉大学大学院倉阪教授発表資料 
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（２）「見える化」ツールの活用 

 
地域の課題や変化を視覚的にわかりやすく住民やステークホルダーと共有するた

めには、「見える化」ツールとして、GIS を適切に活用し、施設の立地や土地利用の地

図表示によるメッシュ分析等を行うことが有用である。こうした分析を恒常的に行っ

ていくためには、GIS ソフトや関連データの整理及びその分析方法を地方公共団体の

職員が理解し、取り扱うことができるようになることが望ましい。 
 
この点、GIS の活用について、コストを抑え、使いやすいツールやデータの知識が

共有されるようになれば、各地方公共団体においても、地域空間の変化や課題の可視

化が平易にできるようになるとともに、各地方公共団体の職員の政策立案能力等の向

上にも繋がると考えられることから、それぞれの地域において持続可能な生活機能を

確保するための検討に資するよう、できるだけ簡易に GIS ソフトを利用し、メッシュ

分析を行う方策を紹介することとした11。 

 

メッシュ分析のプロセスは「①データセットの収集・作成」「②マップ作成」「③マ

ップに基づく分析・計画策定」に整理される。 

 

「①データセットの収集・作成」は、分析に必要な地域の粒度（町丁目単位、100m

メッシュ、500m メッシュ等）に応じたデータセットを収集・作成するプロセスであ

る。データセットの一部は国等のオープンデータから取得可能であるが、データセッ

トが公開情報から取得できない場合には、自治体が独自にデータセットの収集・作成

を行う必要がある。 

 

代表的なデータセット名称 概要 

国⼟数値情報 

国⼟交通省が提供するデータセット。無料でダウンロード可能 
①国⼟（⽔・⼟地） 
②政策区域→⾏政区域、学区や医療圏等 
③地域→インフラ、教育、医療施設等 
④交通→バス、鉄道等 
⑤各種統計→500m メッシュ別将来⼈⼝予測 
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/ 

将来⼈⼝・世帯予測ツール
V2 

国⼟交通省 国⼟技術政策総合研究所（国総研）が提供するツール 
国勢調査の⼩地域⼈⼝・世帯データを⽤いてコーホート法により将来⼈⼝予測を

⾏うとともに、グラフ作成、マップ表⽰の機能を備えた Excel ベースのツール 
https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/cohort-v2 

DRM データベース ⼀般財団法⼈⽇本デジタル道路地図協会が提供する有償データセット 
⺠間系のデータ（コンビニ・スーパー等）や、道路の路線名・延⻑の表⽰ 等  

                                                  
11 GIS の活用に当たっては、国土交通省、総務省、内閣府により研修や学習資料が提供されているた

め、必要に応じてこれらも参考にされたい（参考資料 p169 参照）。 
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「②マップ作成」は、アプリケーションを用いて、①で作成したデータセットから

マップを作成するプロセスである。アプリケーションの機能の一部として、データセ

ットが組み込まれているものもある。マップを作成するアプリケーションの中には有

償のものもあり、サポートやインターフェースが充実している。無償のアプリケーシ

ョンについても、国や都道府県から利用マニュアルが公開されているものがある。 

代表的なアプリケーションとしては、以下のような例があり、このうち地方公共団

体が無償で使用可能な QGIS については、参考資料に「地域の未来予測」の手順の一

例を掲載しているので、参考とすることができる。 

 

○オフラインで動作するアプリケーションの例 

※ オフラインで動作するアプリケーションでは、国土数値情報や国総研ツールで

取得したデータセットを地図上に重ね合わせることで、マップ作成が可能 
 アプリケーシ

ョン名称 
開発者/ 
提供主体 

アプリケーションの概要 

1 ArcGIS 
ESRI（⽶） 
（⽇本代理店︓
ESRI ジャパン） 

 
・ArcGIS は、ESRI 社により提供されている GIS ソフトウェア。 
地理情報および関連情報を統合し、地図上に表⽰できる。 

・オンラインで動作する ArcGIS Online も提供がある。 
 
【参考】有償アプリケーション（⼀部機能は無料で使⽤可能） 

 

2 SIS 

Cadcrop 社
（英） 
（⽇本代理店︓
インフォマティクス） 

 
・SIS は、Cadcrop 社により提供されている GIS ソフトウェア。 
地理情報および関連情報を統合し、地図上に表⽰できる。 

 
【参考】有償アプリケーション（ビューア機能は無料で使⽤可能） 

     

3 QGIS 
QGIS 
Development 
Team 

 
・QGIS は、地理情報システムの閲覧、編集、分析機能を有する無料
のオープンソースソフトウェア・GIS ソフト。 

 
・国⼟交通省からマニュアルが公開されている。 
「QGIS の操作マニュアル」（2020 年６⽉） 
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/other/QGIS_manual.pdf 
 

【参考】 
⼭形県は、市町の担当職員の業務⽀援のため、QGIS を使⽤した
⼈⼝分布等の可視化⽅法を「市町村の都市計画に関する基本的
な⽅針の作成の⼿引き」（2019 年 7 ⽉）として公開している。 

 

4 

地理情報
分析⽀援シ
ステム 
MANDAR
A 

埼⽟⼤学 

 
・地理情報分析⽀援システム MANDARA は、エクセルで作成した地
域統計データを地図化することに適した無料の GIS ソフト。 
塗りつぶしや記号、グラフ、等値線など多彩な表現⽅法でデータを地
図化可能。 

・2020 年４⽉には、Web ブラウザで動作する、「MANDARA-JS」
試作版が公開されている。 

 
【参考】 
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埼⽟県は、地理情報分析⽀援システム MANDARA を⽤いて、埼
⽟県市町村別⼈⼝増減・⼈⼝密度の地図グラフ作成や、エリア別
地図グラフを作成。使い⽅の詳細をウェブページで公開している。 

 
○オンラインで動作するアプリケーションの例 

※ オンライン上で動作するアプリケーションでは、アプリケーション内に組み込

まれているデータセットを重ね合わせて表示させることでマップ作成が可能 

 アプリケーシ
ョン名称 

開発者/ 
提供主体 

アプリケーションの概要 

5 
My City 
Forecast 

東京⼤学⽣産
技術研究所 関
本研究室 

 
・MY CITY FORECAST は、現状の⼈⼝分布・施設配置データをも
とに、2015 年〜2040 年に想定される居住地域の環境を可視化
するもの。 

・簡易なシミュレーションを通し、将来その通りの都市構造になった場合
に市⺠が暮らす環境がどう変わるのかを 14 の指標を通して表⽰。 

 
【参考】 
無料で使⽤できる機能はあるが、詳細な分析を⾏う場合は有償 
有償プランには、⾃治体側で準備したデータセットを重ねて表⽰でき 
る等の機能がある。 

  

6 
都市構造可
視化計画ウ
ェブサイト 

福岡県、国⽴研
究開発法⼈建
築研究所、⽇本
都市計画学会
都市構造評価
特別委員会 

 
・都市構造可視化計画ウェブサイトは、都市の現状を把握しやすくする
ために、「福岡県、国⽴研究開発法⼈建築研究所、⽇本都市計画
学会都市構造評価特別委員会」が公開した都市の様々なデータを
可視化するサイト 

 
・同サイトは、パソコンにウェブブラウザの Google Earth がインストール
されていれば、無料で閲覧可。 
内閣府は「i-都市再⽣」の取組のひとつとして、同サイトを位置付けて
いる。 
https://mieruka.city/ 
 

・「⼈⼝・販売額の経年変化」や「公共交通の利⽤状況（通勤通学
や買い物時）」等を含む様々なデータを地図上で⾒ることが可能 
国⼟数値情報による 2010 年から 2050 年までの⼈⼝と⾼齢化率
の移り変わりを⾒ることが可能。 
 
【参考】このサイトの使い⽅（８．都市構造の経年変化） 
https://mieruka.city/movies/tutorial/8 

 

7 
jSTAT 
MAP 

総務省 
独⽴⾏政法⼈ 
統計センター 

 
・jSTAT MAP は、都道府県、市区町村、⼩地域、地域メッシュ統計
の統計データを地図上に表⽰することが可能。 
利⽤者の保有するデータと統計データを合わせて地図上に表⽰する
機能、任意に指定したエリアにおける統計算出機能、地域分析レポ
ート作成機能を提供している。 

※背景地図の使⽤については Google/国⼟地理院の利⽤規約に
準じる。 

 
【参考】政府統計の総合窓⼝（e-Stat）のページからアクセス可能。 

地図で⾒る統計（統計 GIS） 
https://www.e-stat.go.jp/gis 
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8 
地域包括ケ
ア「⾒える
化」システム 

厚⽣労働省 

 
・地域包括ケア「⾒える化」システムは、要介護認定率等、地域包括
ケアシステムの構築に関する様々な情報を、システムで⼀元化し、か
つグラフ等を⽤いた⾒やすい形で提供している。 
https://mieruka.mhlw.go.jp/ 
 

 
＜参考８＞人口や施設等の地図上での分析の方法の例   ※ 参考資料ｐ155 参照 
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＜参考９＞地図上での分析を政策検討に活かした事例     ※ 参考資料ｐ159 参照          

 

 
 

  

 

 

 
 

新潟県新潟市では、GIS と将来推計人口データを用いて、行政サービスの現状や将来を定量的

に評価し、効率的な施設配置計画を明らかにするなど、戦略的な自治体経営に取り組んでいる。 

福島県会津若松市では、災害対策のために住基データと連動した総合 GIS システムを導入

し、平時から公共交通検討等に活用することで、機能する地域防災を実施している。 
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＜参考 10＞「未来カルテ」について           ※ 参考資料ｐ135 参照 

 

 

 

 
（出典）第 32 次地方制度調査会 第 15 回専門小委員会資料を一部加工  

 
（出典）第２回ワーキンググループ 千葉大学大学院倉阪教授発表資料  

市町村について、各種統計データを用いて、現在の人口減少・高齢化傾向が継続した場合の
2040 年の人口や産業、保育、教育、医療・介護、公有施設・道路、財政等の地域の状況を予測
した結果を示すもの。プログラムが公開されており、無料でダウンロードが可能。 



 

52 
 

＜参考 11＞ RESAS によるメッシュ分析 

 
 
 
 

 

 

（出典）まち・ひと・しごと創生本部 HP「地域経済分析システム（RESAS）のデータ一覧

（Ver.36）（2020.12.24 更新）」 抜粋  

指定地域（都道府県・市区町村。複数選択可。）内の将来推計人口について、総数、増減数、
増減率を１ｋｍメッシュ単位で把握することが可能 
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（３）広域での将来推計 

 

「地域の未来予測」は、あくまで自主的な取組として、地域の実情に応じて作成さ

れることが期待されており、また、「地域の未来予測」によって顕在化した変化や課

題に対して、どのような未来を描き、施策を進めていくのかについても、地域の実情

に応じて、市町村が自ら判断していくことが前提となる。 

 

そのような前提のもと、連携中枢都市圏や定住自立圏を形成するなど、既に市町村

間の広域連携に取り組んでいる地域や、経営資源の有効活用等の観点から市町村間の

広域連携に新たに取り組もうとしている地域等においては、「地域の未来予測」によ

って明らかとなった変化・課題の見通しを市町村間で共有し、将来的な行政需要や経

営資源を広域で推計・把握することで、より住民の生活や企業等の経済活動の実態に

合わせた将来像の議論が可能となる。 

 

この際、各市町村がそれぞれで将来推計を行い、その結果を持ち寄ることも考えら

れるが、予測精度の向上や事務作業の軽減の観点から、当初から市町村間において共

同して、広域の「地域の未来予測」を作成することも効果的である。 

 

その上で、「３（２）特に必要性の高い分野」に示したように、今後、全国的に深

刻化する高齢者人口の増加をはじめとする人口構造の変化が地域のサービス需要に

特に直結する医療分野や介護をはじめとする福祉分野、地域の足を支える公共交通分

野については、「目指す未来像」の議論に公共私の参画が不可欠であり、「地域の未来

予測」を早期に行う必要性が特に高い分野であるとともに、課題の解決に当たり広域

での対策の効果が高い分野12である。 

このため、上記のような地域においては、特に医療、福祉、公共交通分野について

広域での将来推計に取り組むことで、組織や地域の枠を越えて、課題やビジョンの共

有を図り、地方公共団体間の多様な広域連携をはじめとする課題解決の手法を議論・

検討していくことが適当である。 

 

 

  

                                                  
12 「定住自立圏の今後の展開に関する調査」（平成 25年 6 月実施）における「顕著に取り組んだ効

果があったと思われる分野」では、医療、地域公共交通、産業振興、福祉の順で上位となってお

り、この後、人材の確保・育成、情報通信、交流移住、文化芸術、教育、環境、交通インフラ整

備、地産地消と続いている。 
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＜参考 12＞ 医療需要の広域での将来推計について（広島県福山市） 

 

 

 
 

 

（出典）平成 30 年度新たな広域連携委託事業（総務省）より 

 

 

（４）狭域での将来推計 

 

指定都市における行政区や支所の管轄区域、中学校区など、市町村における一部の

地域についても、推計データの入手が可能な範囲で、長期的な見通しを作成すること

が有用である。 

また、指標の例や参考事例の一部は、市町村単位より細かい単位（何ｍメッシュ、

学校区、町丁目）による推計が可能13であり、地域の実情に合わせて、こうした単位

で「地域の未来予測」を行うことなどで、住民により身近な問題についても分析や議

論を行うことが考えられる。  

                                                  
13 例えば、「将来人口・世帯予測ツールＶ２」（国土交通省国土技術政策総合研究所）は、任意の市

区町村を対象に 2045 年まで５年毎の 100ｍメッシュ別、町丁・字別人口について、国勢調査人口

をベースにコーホート変化率法・コーホート要因法の２パターンで推計することが可能である。 

備後圏域連携中枢都市圏の連携中枢都市である福山市は、県境を跨ぎ複数の二次医療圏を抱える

圏域内の医療需要の長期見通しを症例ごとに算出するなど、医療課題を抽出・分析。これを踏まえ、

圏域内の将来の医療需要から算出した必要な医療資源（医師、看護師、リハビリ職等）の確保に向

けた取組について検討。 
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（５）国・都道府県の役割 

 
国においては、本ワーキンググループの取りまとめを受け、市町村に対してわかり

やすく「地域の未来予測」に関する解説や情報提供を行うとともに、特に市町村職員

の技術的・心理的な抵抗感が予測される GIS ソフトによる「見える化」等については、

市町村の技術、人材、環境面に関する問題を解消するための支援を行う必要がある。 

この点、本ワーキンググループでは、各地方公共団体が、GIS ソフトを活用して、

できるだけ簡素かつ安価に、人口や施設等に係る地図上での分析を一定程度できるよ

う、技術的な情報提供を行うこととし、参考資料に『「地域の未来予測」の手順の一

例』を掲載しており、当該資料を活用することも考えられる。 

また、地方公共団体からの意見として、国におけるデータの一層の公表やデータ利

活用サイトの機能拡充を求める意見があった。国においては、このような意見を受け

て、関係機関と協議を行い、調整を終えたものについて情報提供していくことが求め

られる。 

 

都道府県においては、急激な人口構造の変化等が生じる中にあっても、区域内の行

政サービスの持続可能性を確保する観点から、市町村を補完・支援する役割を担って

いる。 

都道府県は、市町村における「地域の未来予測」の作成に資するよう、国と同様、

市町村の技術、人材、環境面に関する問題を解消するための支援を行うとともに、市

町村の求め等に応じて、把握すべきデータの提供やデータ分析の支援等を行い、地域

の変化・課題の見通しを市町村と共有することが重要である。この際、必要に応じて、

都道府県が、各市町村と協働の上、「地域の未来予測」の方針を統一するといった支

援を行うことも考えられる。 

その上で、都道府県は、必要に応じて、個々の市町村の規模や能力、市町村間の広

域連携の取組の状況等に鑑み、既に市町村間で行われている連携のための会議等のプ

ラットフォームに参画・サポートしていくなど、住民の生活を支える各種のサービス

分野について、きめ細やかに市町村の補完・支援を行う役割を果たしていくことが必

要である。 
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おわりに 

 
本ワーキンググループの開催期間中は、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し、

地域社会に生きる国民・住民の生活や意識にも様々な変化が訪れた時期であった。医

療機関をはじめとする地域の生活機能の大切さと、これを維持存続する難しさが改め

て認識されたとともに、国や地方公共団体のリスク耐性の重要性への意識も高まりを

見せた。 

 

短期間で世の中を変えてしまった新型コロナウイルス感染症と異なり、本ワーキン

ググループにおいて検討の対象とした長期的な未来への変化や課題は、多くの場合、

意識しなければ見えない形で、時間をかけて顕在化する。第 32 次地方制度調査会答

申で問題意識の対象となった 2040 年頃をはじめ、やがて来る変化や課題への対応に

当たっては、各地方公共団体において、未来の様相を的確に捉えた取組を継続する努

力が求められることになる。 

 

一部の地方公共団体においては、既に「地域の未来予測」と同様の趣旨に基づいた

取組が実施されている。各市町村においては、複雑化・多様化した多くの課題を既に

抱えている中で、長期的な未来にも目を向けて取組を開始・継続することが容易でな

いかもしれないが、本報告書の問題意識を踏まえ、先進的な地方公共団体の取組も参

考にしつつ、地域の生活機能に関する長期的な変化やリスクの把握と、それに基づく

適切な対策の検討に、時機を逸せず取り組んでいただきたい。 

 

「地域の未来予測」を踏まえて行われる「目指す未来像」の議論は、今後、長期的

に様々な変化が見込まれる地域社会において、理想の未来に向け、どのような施策を

実施していくべきかを検討し、共有するための場である。最も住民に身近な存在であ

り、地域経営の司令塔たる市町村には、組織や地域の枠を越えたステークホルダーを

繋げる存在として、目指すべき未来に向けた議論を積極的に展開していくことを期待

したい。 

 

最後に、市町村がこうした取組を推進するとき、それを補完・支援するのは、国

と都道府県の役割である。国・都道府県においては、本ワーキンググループの問題

意識を十分に踏まえ、理想に向けた取組に挑戦しようとする市町村に対して、必要

な後押しを惜しまぬことを望みたい。
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地域の未来予測に関する検討ＷＧ 開催要綱 

第１ 目的 

 第 32 次地方制度調査会答申（令和２年６月 26日）を踏まえ、今後、各

市町村において具体的にどのような資源制約が見込まれるのかについて、

その行政需要や経営資源に関する長期的な変化の見通しの客観的なデー

タを基に「地域の未来予測」として整理する際の検討に資するよう、国と

して例示すべき対象分野や指標、推計方法について検討を行う。

第２ 構成 

地域の未来予測に関する検討ＷＧ（以下「ＷＧ」という。）は別紙の構

成員をもって構成する。 

第３ 座長  

 座長は会務を総理する。 

第４ 議事  

（１）ＷＧは、座長が招集する。

（２）座長は、必要があると認めるときは、構成員以外の者にＷＧへの出

席を求めその意見を聞くことができる。   

（３）座長は、構成員以外の者がＷＧを傍聴することを認めることができ

る。 

（４）ＷＧは非公開とするが、ＷＧ終了後に配布資料を公表するとともに、

議事概要を作成し、公表することとする。ただし、配布資料につい

ては、座長が必要と認める時は非公開とすることができる。 

第５ その他 

（１）ＷＧの庶務は、総務省自治行政局市町村課において処理する。

（２）この要綱に定めるもののほか、ＷＧの運営その他ＷＧに関し必要な

事項は座長が定める。 

資料１ 
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地域の未来予測に関する検討ＷＧ 開催実績

開催日 議題 

第１回 

2020年（令和２年） 

８月28日（金） 

（1） 開催要綱等について

（2） 検討の進め方について

（3） 「地域の未来予測」のあり方について

（4） 「地域の未来予測」を行う分野・指標の例について

第２回 10月28日（水） 

（1） 「地域の未来予測」のあり方について

（2） 「地域の未来予測」を行う分野・指標の例について

（3） 人口や施設等の地図上での分析の方法の例について

（4） 「地域の未来予測」の活用・住民対話の事例について

（5） 地方公共団体への意見照会について

第３回 

2021年（令和３年） 

１月13日（水） 

（1） これまでの議論・意見照会結果を踏まえた論点整理と対応方針について

（2） GIS の活用方法の例について

第４回 ３月４日（木） （1） 地域の未来予測ワーキンググループの取りまとめに向けて

資料２ 
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○
令
和
２
年
８
月

28
日

第
１
回
Ｗ
Ｇ

・
「
地
域
の
未
来
予
測
」
の
あ
り
方
に
つ
い
て

・
分
野
・
指
標
の
例
に
つ
い
て

○
令
和
２
年

10
月

28
日

第
２
回
Ｗ
Ｇ

・
分
野
・
指
標
の
例
に
つ
い
て

・
地
図
上
で
の
分
析
方
法
の
例
に
つ
い
て

・
｢地
域
の
未
来
予
測
｣の
活
用
・
住
民
対
話
の
事
例
に
つ
い
て

○
令
和
３
年
１
月

13
日

第
３
回
Ｗ
Ｇ

・
こ
れ
ま
で
の
議
論
・
意
見
照
会
結
果
を
踏
ま
え
た
論
点
整
理
と

対
応
方
針
に
つ
い
て

・
GI

Sの
活
用
方
法
の
例
に
つ
い
て

○
令
和
３
年
３
月
４
日

第
４
回
Ｗ
Ｇ

・
地
域
の
未
来
予
測
Ｗ
Ｇ
の
取
り
ま
と
め
に
向
け
て

地
域
の
未
来

予
測

に
関

す
る

検
討

ワ
ー

キ
ン

グ
グ
ル
ー
プ

検
討

内
容

①
「

地
域

の
未
来
予
測
」
の
あ
り
方
：
「
地
域
の
未
来
予
測
」
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
的
な
考
え
方
を
は
じ
め
、
こ
れ

を
踏
ま
え
た
地
域
に
お
け
る
｢目
指
す
未
来
像
｣の
議
論
の
あ
り
方
等
に
つ
い
て
検
討

②
分

野
・

指
標
：
「
地
域
の
未
来
予
測
」
と
し
て
行
政
需
要
や
経
営
資
源
に
係
る
長
期
的
見
通
し
を
作
成
す
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
る
分
野
・
指
標
の
例
に
つ
い
て
検
討

③
推

計
方

法
：
指
標
の
例
ご
と
の
推
計
方
法
の
例
に
つ
い
て
、
既
存
の
各
種
推
計
の
手
法
と
の
関
係
を
含
め
検
討

概
要

第
32
次
地
方
制
度
調
査
会
答
申
（
令
和
２
年
６
月

26
日
）
に
お
い
て
、
今
後
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
資
源
制
約
が
見
込
ま

れ
る
の
か
に
つ
い
て
、
各
市
町
村
が
そ
の
行
政
需
要
や
経
営
資
源
に
関
す
る
長
期
的
な
変
化
の
見
通
し
の
客
観
的
な
デ
ー
タ
を

基
に
「
地
域
の
未
来
予
測
」
と
し
て
整
理
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
旨
が
指
摘
さ
れ
た
。
こ
れ
を
踏
ま
え
、
総
務
省
に
お
い
て
、

「
地
域
の
未
来
予
測
に
関
す
る
検
討
Ｗ
Ｇ
」
を
開
催
し
、
各
市
町
村
に
お
け
る
実
施
の
際
の
参
考
と
な
る
よ
う
、
国
と
し
て
例

示
す
べ
き
対
象
分
野
や
指
標
、
推
計
方
法
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
。

構
成

員

学
識
経
験
者
３
名
、
地
方
公
共
団
体
職
員
６
名
の
計
９
名
で
構
成
（
◎

:座
長
）

【
学
識
経
験
者
３
名
】

◎
伊
藤

正
次

東
京
都
立
大
学
法
学
部
法
学
科
教
授

倉
阪

秀
史

千
葉
大
学
大
学
院
社
会
科
学
研
究
院
教
授

野
澤

千
絵

明
治
大
学
政
治
経
済
学
部
政
治
学
科
教
授

【
地
方
公
共
団
体
職
員
６
名
】

石
川

教
男

千
葉
県
市
原
市
企
画
部
総
合
計
画
推
進
課
長

五
味
田

直
史

神
奈
川
県
秦
野
市
政
策
部
行
政
経
営
課
長

城
間

正
樹

大
阪
府
総
務
部
副
理
事

田
村

泰
司

北
海
道
下
川
町
政
策
推
進
課
長

松
田

智
子

宮
城
県
仙
台
市
ま
ち
づ
く
り
政
策
局
政
策
企
画
部
長

矢
谷

明
也

京
都
府
舞
鶴
市
建
設
部
長

開
催

実
績

地
方
公
共
団
体
に
意
見
照
会

資
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地
域
の
未
来

予
測

に
関

す
る

検
討

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
報
告
書
（
概
要
）

１
「
地
域
の
未
来
予
測
」
の
基
本
的
な
考
え
方

人
口
構
造
の
変
化
や
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
が
進
む
中
で
、
地
域
社
会
に
お
い
て
は
、
今
後
、
多
様
な
変
化
や
課
題
が
顕
在
化
す
る
。
各
市
町
村
に

お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
変
化
や
課
題
に
適
切
に
対
応
し
、
持
続
可
能
な
形
で
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
に
は
、
各
市
町
村
に
お
い
て
、
将
来
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
資
源
制
約
が
見
込
ま
れ
る
の
か
、
そ
の
行
政
需
要
や
経
営
資
源
に
関
す
る
長
期

的
な
変
化
の
見
通
し
を
、
客
観
的
な
デ
ー
タ
を
基
に
し
て
「
地
域
の
未
来
予
測
」
と
し
て
整
理
し
、
首
長
や
議
会
、
住
民
等
の
地
域
社
会
を
支
え
る
主
体
が

と
も
に
資
源
制
約
の
下
で
何
が
可
能
な
の
か
、
ど
の
よ
う
な
未
来
を
実
現
し
た
い
の
か
の
議
論
を
重
ね
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
共
有
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
る
。

２
「
地
域
の
未
来
予
測
」
の
対
象
と
な
る
分
野
・
指
標

（
１
）
分
野
に
つ
い
て

上
記
の
考
え
方
を
踏
ま
え
、
将
来
推
計
の
対
象
と
な
る
分
野
の
例
と
し
て
は
、
人
口
構
造
の
変
化
や
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
の
ほ
か
、
こ
れ
ら
の

影
響
を
大
き
く
受
け
る
も
の
と
し
て
「
子
育
て
・
教
育
」
「
医
療
・
介
護
」
「
公
共
交
通
」
「
衛
生
」
「
消
防
・
防
災
」
「
空
間
管
理
」
を
提
示
し
た
。

（
２
）
指
標
に
つ
い
て

各
分
野
に
お
け
る
将
来
推
計
の
指
標
の
例
と
し
て
は
、
市
町
村
が
掲
げ
る
目
標
と
は
異
な
る
も
の
と
し
て
、
施
策
の
効
果
を
極
力
取
り
除
い
た
、
可
能

な
限
り
客
観
的
に
推
計
で
き
る
も
の
を
採
用
し
た
。

３
「
地
域
の
未
来
予
測
」
の
活
用
方
法

各
市
町
村
は
、
「
地
域
の
未
来
予
測
」
を
作
成
し
た
上
で
、
ど
の
よ
う
な
未
来
を
実
現
し
た
い
の
か
、
「
目
指
す
未
来
像
」
に
つ
い
て
、
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
や
地
域
の
多
様
な
主
体
が
参
画
し
て
い
る
協
議
会
等
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
活
用
等
に
よ
り
住
民
等
と
と
も
に
議
論
す
る
こ
と
、

議
論
の
結
果
を
様
々
な
政
策
や
計
画
に
反
映
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
「
目
指
す
未
来
像
」
の
議
論
に
お
い
て
、
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
と
課
題
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
共
有
す
る
に
は
、

GI
Sソ

フ
ト
等
を
活
用
し
た
「
見
え
る
化
」
や
、
提
示
方
法
の
検
討
も
重
要
に
な
る
。

「
地
域
の
未
来
予
測
」
を
、
広
域
連
携
を
視
野
に
入
れ
て
い
る
地
域
等
に
お
い
て
複
数
市
町
村
の
共
同
で
作
成
す
る
こ
と
や
、
住
民
に
よ
り
身
近
な

問
題
に
つ
い
て
も
分
析
や
議
論
を
行
う
た
め
、
市
町
村
よ
り
小
さ
い
単
位
で
作
成
す
る
こ
と
も
有
用
で
あ
る
。

地
域
の
未
来
予
測

の
整
理


行
政
需
要
や
経
営
資
源
に

関
す
る
長
期
的
・客

観
的
な

変
化
の
見
通
しを
整
理


地
域
の
課
題
へ
の
気
づ
き


「地
域
の
未
来
予
測
」か
ら逆

算
し、
地
域
の
置
か
れ
た
状
況
を
踏

まえ
た
地
域
の
未
来
像
を検

討


住
民
等
を巻

き込
ん
だ
議
論

新
技
術
の
活
用

公
共
私
の
連
携

地
方
公
共
団
体
間

の
広
域
連
携

①
②

③
対
策
の
検
討
・決
定

④ 
「地

域
の
未
来
予
測
」に
基
づ
く

検
討
結
果
を
総
合
計
画
等
の

各
種
計
画
・指
針
等
に
反
映

目
指
す
未
来
像
の

議
論

持
続
可
能
な
形
で

地
域
の
生
活
機
能
を

確
保
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分
野
の
例

指
標
の
例
・
参
考
事
例
（
抜
粋
）

人
口

総
人
口
／

85
歳
以
上
人
口
／

75
歳
以
上
人
口
／

65
歳
以
上
人
口
／
生
産
年
齢
人
口
／
年
少
人

口
／
高
齢
化
率
／
町
丁
・
字
別
人
口
／
メ
ッ
シ
ュ
別
人
口

【
参
考
事
例
】
世
帯
数
／
メ
ッ
シ
ュ
別
人
口
／
町
丁
目
・
字
別
人
口

施
設
・
イ
ン
フ
ラ

耐
用
年
数
を
超
え
る
施
設
数
・
割
合
／
公
共
施
設
・
イ
ン
フ
ラ
資
産
の
更
新
時
期
及
び
面
積

／
各
種
施
設
等
の
位
置
情
報
／
メ
ッ
シ
ュ
推
計

【
参
考
事
例
】
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設

80
0m
圏
等
の
人
口
カ
バ
ー
率
／
公
共
施
設
の
更
新
費
用

／
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
の
徒
歩
圏
内
人
口
密
度
・

50
0m
商
圏
人
口

子
育
て
・
教
育

０
～
５
歳
児
数
／
３
～
５
歳
児
数
／
小
学
生
数
／
中
学
生
数

【
参
考
事
例
】
保
育
所
需
要
／
幼
稚
園
需
要

医
療
・
介
護

医
療
需
要
／
介
護
需
要
／
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
見
込
み
量

【
参
考
事
例
】
医
療
需
要
／
介
護
需
要
／
要
介
護
等
認
定
者
数
／
認
知
症
有
病
者
数

公
共
交
通

目
的
別
輸
送
需
要
／
年
齢
別
各
交
通
手
段
の
利
用
者
数

【
参
考
事
例
】
バ
ス
停
圏
域
人
口
／
公
共
交
通
路
線
網
と
人
口
密
度
・
人
口
増
減
率
・
高
齢
化
率

衛
生

有
収
水
量
（
生
活
用
水
）
／
ご
み
発
生
量
（
家
庭
系
ご
み
）

【
参
考
事
例
】
有
収
水
量
／
ご
み
発
生
量

消
防
・
防
災

避
難
行
動
要
支
援
者
数
／
救
急
搬
送
人
員

【
参
考
事
例
】
救
急
搬
送
人
員

空
間
管
理

【
参
考
事
例
】
空
き
家
数
／
農
地
面
積
／
森
林
面
積

（
参
考
）
分
野
及
び
指
標
の
例
等

○
「
地
域
の
未
来
予
測
」
に
用
い
る
指
標
の
例
は
、
人
口
構
造
の
変
化
や
施
設
の
更
新
時
期
の
到
来
等
の
影
響
を
受
け
る
行
政
需
要

に
つ
い
て
、
既
に
国
に
お
け
る
推
計
や
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
推
計
等
が
存
在
す
る
も
の
を
踏
ま
え
整
理
し
た
。

地
域
の
未
来

予
測

に
関

す
る

検
討

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
報
告
書
（
概
要
）

※
参
考
事
例
：
個
々
の
地
方
公
共
団
体
等
に
お
い
て
推
計
が
試
み
ら
れ
て
い
る
が
、
推
計
方
法
が
一
般
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い
る
段
階
に
な
い
も
の
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○○地区

人口ピラミッド（要因法・地区毎）

小地域（町丁・字）を単位とした将来人口・世帯予測ツールのイメージ

＜人口ピラミッド＞ 

＜総世帯数、高齢者が世帯主の単身・夫婦のみ世帯数＞ 

図３ チェックボックス方式による人口予測手法の設定画面 
（人口予測手法やパラメータをチェックボックスで設定します。） 

図２ プルダウンメニュー方式による対象都市の設定画面 
（予測を行う都市をプルダウンメニューで選択します。） 

図１ 将来人口・世帯予測プログラムのメインメニュー 
（メニューのガイドに従って操作を進めていきます。）

本ツールに付属のプログラムにより、予測結果について、次のようなグラフやマップを
作成することなどが可能です。（グラフ作成機能はバージョン 2 の新機能） 

＜人口予測結果のマップ表示例＞ 

【小地域（町丁・字）単位】 【100ｍメッシュ単位】

総人口[人]

 20未満

 20以上40未満

 40以上60未満

 60以上80未満

 80以上100未満

 100以上

総人口[人]

 100未満

 100以上500未満

 500以上1000未満

 1000以上2000未満

 2000以上3000未満

 3000以上

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

総世帯数 高齢者が世帯主の

単身・夫婦のみ世帯数
世帯割合(%)

総世帯数、高齢者が世帯主の単身・夫婦のみ世帯数

（要因法・地区毎）

○○地区

71

911810
テキストボックス
国土交通省国土技術政策総合研究所報道資料「最新の国勢調査に基づく将来人口予測が可能に！」抜粋　　　＜別添３＞



(３)現況及び将来の人口分布

市街化区域内で人口密度が 40 人/ha を下回る地域は、平成 27 年には工業系地域など一部地域に限ら

れますが、平成 57 年には駅周辺や開発団地なども含む市街地の大部分を占めています。 

市街化区域の周縁部の開発団地で特に人口減少割合が大きく、高齢人口割合も高くなっています。 

資料：国勢調査、将来人口・世帯予測ツール 

河内長野市「立地適正化計画（H30.5）第1章 現況及び課題」抜粋 ＜別添４＞ 
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(２)現況及び将来の人口分布

①最寄りの公共交通までのアクセシビリティ

最寄りの公共交通までのアクセシビリティが 30 分以内の範囲に居住する人口は市全体人口の約 91%であ

り、大部分を占めています。 

■ アクセシビリティ分析（最寄りの公共交通）

市内各地点から、居住者が自宅を出発し、徒歩でバスまたは鉄道に乗車するまでの期待時間を「最寄りの公

共交通までのアクセシビリティ」として表します。 

［最寄りの公共交通までのアクセシビリティ］=(バス停又は駅までの移動時間(徒歩)＋バス(電車)待ち時間) 

最寄り公共交通まで 

のアクセシビリティ 
居住人口 

市全体人口に占める 

割合 

10 分以内 約 9,800 人 10％ 

15 分以内 約 38,800 人 38％ 

20 分以内 約 74,700 人 73％ 

30 分以内 約 93,200 人 91％ 
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②最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ

最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティが 30 分以内の範囲に居住する人口は市全体人口の約 79%であ

り、15 分以内の範囲の居住人口は約 17％で、鉄道駅の利便性が高い地域は一部の市街地に限られます。 

■ アクセシビリティ分析（最寄りの鉄道駅）

最寄り鉄道駅までの 

アクセシビリティ
居住人口 

市全体人口に占める 

割合 

10 分以内 約 4,500 人 4％ 

15 分以内 約 17,600 人 17％ 

20 分以内 約 43,200 人 42％ 

30 分以内 約 81,700 人 79％ 

市内各地点から、居住者が自宅を出発し、徒歩もしくはバスを利用して鉄道に乗車するまでの期待時間を

「最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ」として表します。 

［最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ］ 

=（バス停又は駅までの移動時間(徒歩)＋バス待ち時間＋バスの乗車時間＋電車待ち時間） 
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(３)アクセシビリティ分析と将来人口増減率の重ね合わせ

①最寄りの公共交通

市域西部、南部の開発団地などにおいては、現況ではバス路線により公共交通が確保されているものの、将

来の人口減少が顕著な地域が見られます。 

②最寄りの鉄道駅

河内長野駅周辺や、千代田台町など、鉄道駅へのアクセスが比較的良好な駅周辺地域においても、人口減少

が顕著な地域が見られます。 

■最寄り公共交通アクセシビリティ ■最寄り鉄道アクセシビリティ
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(２) 将来の人口の推計結果

① 総人口の分布(500ｍメッシュ)

将来(令和 22 年)の人口は、特に、鉄道駅周辺等において減少すると想定されます。一方で、

市役所周辺市街地で人口が増加し、人口密度が 40 人/ha以上となる地域が残っていますが、範

囲は限定されます。

■ 総人口の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例

蒲郡市「立地適正化計画（R1.7）資料編 ２将来の見通し」抜粋 　＜別添５＞ 
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増減なし

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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② 年少人口の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22年）の人口は、全市的に減少することが想定されます。総人口と同様に、特に、鉄道駅周辺

等において減少すると想定されます。

■ 年少者の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー30人～）

減少（ー20人～ー30人）

減少（ー10人～ー20人）

減少（～ー10人）

増減なし

増加（～10人）

増加（10人～20人）

増加（20人～30人）

増加（30人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー50%～）

減少（ー40%～ー50%）

減少（ー30%～ー40%）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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③ 生産年齢人口の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22 年）の人口は、全市的に減少することが想定されます。総人口と同様に、特に、鉄道駅周辺等

において減少すると想定されます。 

■ 生産年齢人口の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

100人未満

100人以上250人未満

250人以上500人未満

500人以上750人未満

750人以上1,000人未満

1,000人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

100人未満

100人以上250人未満

250人以上500人未満

500人以上750人未満

750人以上1,000人未満

1,000人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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④ 高齢者（65 歳以上）の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22 年）の高齢者数は、全市的に増加することが想定されます。市街化区域内の広い範囲で、高齢

者が多い地域(メッシュ)が分布しています。一方で、鉄道駅周辺では、高齢者数が減少するなど、年少人口と生

産年齢人口を含む各年代で人口が減少すると想定されます。 

■ 高齢者（65 歳以上）の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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⑤ 高齢者（75 歳以上）の分布(500ｍメッシュ)

将来(令和 22 年)の 75 歳以上の高齢者数は、全市的に増加することが想定されます。市街化区域内外の広い

範囲で、高齢者が多い地域(メッシュ)が分布しています。 

■ 高齢者（75 歳以上）の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー150人～）

減少（ー100人～ー150人）

減少（ー50人～ー100人）

減少（～ー50人）

増減なし

増加（～50人）

増加（50人～100人）

増加（100人～150人）

増加（150人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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■ 参考：総人口（500m メッシュ）：H27 との比較

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成27年人口 凡例

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成27年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増減なし

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成27年）ー1） 凡例
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①人口

○将来人口を地区別に見ると、総人口が減少するなか、小倉都心とその周辺、八幡西区北部、小倉

南区西部などでは一定の人口集積がみられます。

図 平成22年人口分布 

図 平成52年人口分布 

八幡西区 
北部 

小倉都心と 
その周辺 

小倉南区 
西部 

３ 本市の現状と将来動向 
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②人口密度

図 平成22年人口密度分布 

図 平成52年人口密度分布 

若松区 
東部 

八幡東区 

門司区 
北部 

○人口密度を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などで密度が大きく低下してい

ます。

３ 本市の現状と将来動向 
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③高齢者人口

図 平成22年高齢者人口密度 

図 平成52年高齢者人口密度 

○高齢者人口密度を地区別に見ると、全体的に高齢者が増加するなかで、特に、小倉都心とその周

辺、黒崎周辺、モノレール沿線、門司区南部などで密度が高くなっています。

黒崎周辺 

小倉都心とその周辺 

モノレール沿線

門司区南部 

３ 本市の現状と将来動向 
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④高齢化率

図 平成22年高齢化率 

○将来の高齢化率を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などで高齢化率が高くな

っています。

図 平成52年高齢化率 

若松区 
東部 

八幡東区 

門司区 
北部 

３ 本市の現状と将来動向 
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⑤年少人口

図 平成22年年少人口密度 

図 平成52年年少人口密度 

○全体的に年少人口は減少するものの、地区別に見ると、学研都市周辺、小倉都心とその周辺、モ

ノレール沿線において、年少人口密度40人/ha以上の地域も存在します。

小倉都心とその周辺 

モノレール沿線

学研都市周辺 

３ 本市の現状と将来動向 
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⑥人口増減率・人口密度増減

図 人口増減（平成22年⇒平成52年） 

図 人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

○人口増減率を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などでは人口減少率が高く、

小倉南区西部、八幡西区北部などでは人口が増加しています。

○人口密度増減を地区別に見ると、JR戸畑駅周辺、JR門司駅周辺などの中心市街部ほど密度の低下

や減少率が大きく、小倉南区西部や八幡西区北部で密度が高くなっています。

八幡西区 
北部 

若松区 
東部 

八幡東区 

小倉南区 
西部 

門司区 
北部 

八幡西区 
北部 

小倉南区 
西部 

３ 本市の現状と将来動向 
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３-９ 人口密度低下による影響 

（１）公共交通 

○人口密度の低い地域では、公共交通のサービス水準の低下が懸念されます。高齢化が高い地域を

必ずしも公共交通がカバーされず、高齢者の外出機会の低下も懸念されます。

図 平成52年人口密度と公共交通路線網との関係 

出典：国土交通省「国土数値情報（バスルート・バス停留所（H23））」 

図 平成52年高齢化率と公共交通路線網との関係 

出典：国土交通省「国土数値情報（バスルート・バス停留所（H23））」 

３ 本市の現状と将来動向 
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（２）生活サービス施設 

○今後、身近な商業施設（コンビニ・スーパー）の利用圏人口が減少し、施設の存続が困難となれ

ば、いわゆる”買い物弱者”の増加も懸念されます。

H52年推計500m商圏人口

図 身近な商業施設（スーパー・コンビニ）の立地と 

500m商圏人口（平成52年） 

３ 本市の現状と将来動向 
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○また、身近な医療施設や老人福祉施設周辺の人口密度の減少も大きく、施設の存続が困難となれ

ば同様にサービス水準の低下が懸念されます。

医療施設が立地する町・字の人口密度の平均

H22
（人/ha）

H52
（人/ha）

施設が立地する
町字人口密度(平均)

133 108

※対象は、施設が立地する町字523地区

図 医療施設の立地と人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

出典：国土交通省「国土数値情報（医療機関）」 

図 老人福祉施設の立地と人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

老人福祉施設が立地する町・字の人口密度の平均

H22
（人/ha）

H52
（人/ha）

施設が立地する
町字人口密度(平均)

121 95

※対象は、施設が立地する町字255地区

出典：国土交通省「国土数値情報（福祉施設）」 

３ 本市の現状と将来動向 
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8 

大阪府都市整備部 

2. 大阪府における維持管理・更新の現状と課題

2.1 都市基盤施設を取り巻く現状 

(1) 都市基盤施設の老朽化

◇橋梁や水門等の河川設備は、国内でも特に高齢化が進行。

・今後、都市基盤施設が一斉に更新時期を迎え、歳出が集中する恐れがある。

例：橋梁の高齢化（建設後 40 年以上 48％）

◇大阪府特有の厳しい維持管理環境

・交通量が多く過酷な使用環境（交通量は全国 3 位）

・治水対策として、早い時期から整備してきた河川護岸が高齢化（河川整備率 90％） 

・非常時に確実に稼働する水門やポンプ等の設備が不可欠（低地内人口は全国 1 位） 

・守るべき人口・財産が広く分布し、施設の高い安全性が求められる

・狭い行政区域に、国・府・市町村等の施設が混在し、管理者間の連携した取組が不可

欠である

表 2.1-1 高齢化が進む大阪府の施設 

施設・総数 

平均供用年数 耐用年数を超える施設数・割合 
耐用 

年数※3 大阪府 国※1 
都道 

府県※1 
現状 10 年後 20 年後 

橋梁(橋長 2ｍ以上) 

2210 橋(H24 時

点) 

45 年 35 年 38 年 
12％ 

271 橋 

27％ 

593 橋 

59％ 

1295 橋 
60 年 

トンネル

29 ﾄﾝﾈﾙ(H24 時点) 
30 年 32 年 32 年 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 
75 年 

河川護岸 

557kｍ※2 
38 年 － － 

23％ 

129km 

56％ 

310km 

71％ 

397km 
50 年 

河川設備（水門等） 

183 施設 
31 年 30 年 27 年 

29% 

53 施設 

62% 

114 施設 

87% 

159 施設 

10～ 

40 年 

港湾・物揚場他 

（鋼構造） 

62 施設 

38 年 31 年 31 年 
5％ 

3 施設 

59％ 

36 施設 

80％ 

49 施設 
50 年 

海岸設備（水門等） 

172 施設 
39 年 － － 

62％ 

105 施設 

74％ 

127 施設 

87％ 

148 施設 
40 年 

下水道管渠 

558km 
23 年 － 20 年 

0% 

0km 

11% 

60km 

26% 

146km 
50 年 

下水道設備 

4059 施設 
17 年 － － 

50% 

2018 施

設 

87% 

3523 施

設 

100% 

4059 施設 

10～ 

20 年 

公園施設 

541 基(公園遊具) 
13 年 － － 

49％ 

264 基 

88％ 

475 基 

100％ 

541 基 

遊具 

10 年 

※1 出典:第 1 回社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会 資料 2 社会インフラの維持管理の現状と課題

※2 概ね護岸の築造年度が分かるもののみを記載。ブロック積護岸、鋼矢板護岸等の合計。左右岸平均延⾧。

※3 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（S43 大蔵省令第 15 号）等より。これを超えると使用に耐えられないものではない。
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R20

R21

R22

R○年に更新時期を迎える施設等（イメージ図）

学校教育施設 文化施設 公用施設 福祉施設 延床面積（㎡） 

○○小 

○○小 こども館 

△△△中

文化会館 △△幼稚園 

○中 児童ホーム ○○住宅 ○○支所 

××小 

総合体育館 

児童ホーム 

ふれあいプラザ ○○自治会館

××中 保健福祉センター 

・・・

・・・ 

・・・

公民館 公園 水道局 

浄水処理センター 活動センター 保育所（こども園） 

本庁舎 

・・・

・・・

・・・ 

・・・

総合博物館 

消防庁舎 図書館 

□□小○中 

○○園
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１ 計画期間の対策に要する概算費用 

（１）長寿命化改修等の対策費用について

本市では，総合管理計画に基づき，建築物が老朽化（60 年程度）した際の改築を想定し

ていましたが，今後は，「大規模改修及び長寿命化改修工事」を行い，築８０年まで使用す

ることを目的とした「建築物の長寿命化」を図ります。 

なお，改修に係る対策費用の考え方については，図表「改修工事の単価と工事内容」の

とおりです。 

図表：改修工事の単価と工事内容 

出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（文部科学省 平成 27 年４月）を参考 

  「県立学校施設長寿命化計画」策定に関する基本方針（愛知県教育委員会 平成 29 年 3 月）を加工 

（２）今後 32 年間の対策に要する概算費用

本計画で設定した目標耐用年数及び改修時期等を基に費用をシミュレーションすると，

計画期間にかかる費用の総額は約 1,512.8 億円（年平均：約 47.3 億円）の試算結果とな

りました。これは，総合管理計画（60 年で改築）の試算額約 1,609 億円と比較して，約

96.2 億円の費用縮減が図れる見込みとなります。 

また，1 年あたりにおいては，約 3 億円の対策費用の縮減が図れることとなります。 

 本計画では，老朽化対策が喫緊に迫る中，公共建築物の類型別保有状況において４割以

上の面積を占める学校教育系施設のうち，小学校と中学校については，築年数が 60 年以

内に長寿命化改修が行われるよう順位付けを行い，年間概ね４棟ずつ長寿命化改修を行う

ことにより，年度ごとの対策費用の平準化を図りました。また，市民文化系等の施設につ

いても費用の平準化を図りました。 

大規模改修費
（従来・60年改築型）

60

大規模改修費
（今後・80年改築型）

20

長寿命化改修費 60

・従来の考え方（60年で改築した場合）
（改築100 ＋　大規模改修 60） ÷ 60年 ＝　2.67/年

・今後の考え方
（改築100 ＋　大規模改修 20 × 2回 ＋ 長寿命化改修 60） ÷ 80年 ＝　2.5/年

・削減効果
（従来の考え方 2.67/年 － 今後の考え方2.5/年）÷ 2.67/年 × 100 ＝ 6.36％/年（ライフサイクルコストの縮減）

工事施工部位

大規模改修に加えて，コンクリートの中性化対策等を実施

※改築時の対策費はコストを100とします。

対策費用工事名

屋根，屋上，外壁，内装等の改修及びそれを伴う電気・機械設備の一部の改修

屋根，屋上，外壁，内装等の改修及びそれを伴う電気・機械設備のすべての改修
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 しかし，図表「長寿命化した場合のコストシミュレーション」にあるように，１年平均

のボーダーラインを大きく超えるポイントが３回あります。１回目は，本市の次期総合計

画の後期初年度にあたる 2028（令和 10）年度から 2033（令和 15）年度の期間であ

り，この期間においては，市民にとって「あたりまえ」の生活を支える対応が求められる

社会基盤施設（清掃センター等）の改築などから対策費用の平準化を図れず，１年平均の

ボーダーラインを大きく超えます。２回目は，目標耐用年数を超えた施設の改築が始まる

2041（令和 23）年度以降において発生します。特に，2041（令和 23）年度から 2043

（令和 25）年度においては，市民生活を支える社会基盤施設（不燃物リサイクルセンタ

ー）の改築から１年平均のボーダーラインを超えています。 

また，３回目として，2049（令和 31）年度以降は多くの施設の改築がピークを迎える

ことから対策費用の平準化が困難な状態となります。 

※社会基盤施設の特性から検討しています。（対策費用の平準化を優先する場合は，後年度

へ対策を先送りすることとなり，その場合は施設の延命策として多額の費用が生じます。） 

図表：長寿命化した場合のコストシミュレーションとコスト比較 

①従来の考え方
（60年で改築した場合）

②長寿命化改修を行い
目標耐用年数まで使用した場合

①－②
縮減額

59,959,921 56,374,503 ▲ 3,585,418

1年平均 4,996,660 4,697,875 ▲ 298,785

160,903,270 151,281,751 ▲ 9,621,519

1年平均 5,028,227 4,727,555 ▲ 300,672

12年間の推進期間
（令和2年度～令和13年度）

32年間
（令和2年度～令和33年度）

（千円）

※①従来の考え方に基づく費用は，P163「（１）長寿命化改修等の対策費用について」に示した，ライフサイクルコ
ストの縮減率（6.36％）に基づき算出しています。
※改築費用の推計額については，事業費ベースになります。積算単価は次の積算条件のとおりです。
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図表：改築費用等の積算条件（改修周期） 

図表：改築費用等の積算条件（改修・改築単価） 

大分類 中分類 大規模改修 長寿命化改修 改築

ⅰ集会施設
ⅱ集会施設
ⅲ文化施設
ⅰ図書館等
ⅱ博物館等
ⅰスポーツ施設
ⅱ保養施設
ⅰ産業系施設
ⅱその他産業系施設
ⅰ学校
ⅱ学校
ⅲ学校
ⅳその他教育施設
ⅴその他教育施設
ⅰ幼稚園・保育所
ⅱ幼児・児童施設
ⅲ幼児・児童施設
ⅰ障害福祉施設
ⅱ障害福祉施設
ⅲ障害福祉施設
ⅳ保健施設

医療施設 ⅰ医療施設 7.2万円/㎡ 21.6万円/㎡ 36万円/㎡

ⅰ庁舎等
ⅱ庁舎等
ⅲ庁舎等
ⅳその他行政系施設
ⅴその他行政系施設
ⅵその他行政系施設

市営住宅 ⅰ市営住宅

※長寿命化改修及び改築の単価は，一般財団法人地域総合整備財団＜ふるさと財団＞「公共施設更新費用試算ソフト」における単価を
参考にしています。なお，単価表により算出しがたい施設については，担当課が算出した数値を使用しています。

鈴鹿市市営住宅長寿命化計画に基づく

24万円/㎡ 40万円/㎡8万円/㎡行政系施設

保健・福祉施設 36万円/㎡21.6万円/㎡7.2万円/㎡

40万円/㎡

40万円/㎡

36万円/㎡

40万円/㎡

子育て支援施設

市民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・
レクリエーション系施設

産業系施設

学校教育系施設

施設類型 対策内容

19.8万円/㎡ 33万円/㎡

19.8万円/㎡ 33万円/㎡

24万円/㎡

24万円/㎡

21.6万円/㎡

24万円/㎡

8万円/㎡

8万円/㎡

7.2万円/㎡

8万円/㎡

6.6万円/㎡

6.6万円/㎡

項目

構造
鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）
重量鉄骨造（Ｓ造）

軽量鉄骨造（ＬＳ造）
木造（Ｗ造）

目標耐用年数 80年 50年

大規模改修 建築後20年 －

長寿命化改修 建築後40年 建築後25年

大規模改修 建築後60年 －

改築 建築後８０年 建築後50年

大規模改修等
の時期を超過
している施設

条件

・本計画の策定時点において，大規模改修等の期間を超過（積み残し）
している施設については，現在までに行われた修繕の積み重ねを大
規模改修とみなし，積み残し分の費用計上等は行わない。

※軽量鉄骨造及び木造の建築物については全体の2％未満であり，建築物全体では，ごく少数です。
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図表：改築費用等の積算条件（除却単価） 

20,000円/㎡

分　類

小規模事務庁舎
（ＲＣ造，2階，約900㎡）

※除却コストの単価は，一般財団法人建築保全センター発行の「平成31年度版 建築物のライフサイクルコスト」の　ＬＣＣ
データベースの解体・廃棄処分コストの考え方を参考にしています。
※（　　）内は分類のモデルケースです。コストの算出にあっては，当該施設に一番近い分類に当てはめ算出します。

計金額

21,400円/㎡

中規模事務庁舎
（ＲＣ造，4階，約2,500㎡）

解体コスト

廃棄処分コスト

解体コスト

廃棄処分コスト

18,500円/㎡

15,300円/㎡

41,400円/㎡

33,800円/㎡
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８．公共施設等の中長期的な経費の見込み 

 公共施設の建替えや大規模改修に係る経費については、今後 40 年間で約

573億円（平均約 14.3億円／年）と試算されます。

 インフラ施設の更新については、今後 40年間で約 493億円（平均約 12.3億円

／年）と試算されます。

 公共施設とインフラ施設を合わせると、今後 40 年間で約 1,066 億円（平均約

26.7 億円／年）となり、平成 29 年度～32 年度の年平均投資的経費である約

8.4億円／年の 3.2倍となります。

①試算の条件

本町の公共施設等の更新等に係る中長期的な経費について、総務省が公表する「公

共施設等更新費用試算ソフト」の算出手法に基づき、公共施設とインフラ施設の耐用

年数等を設定し、中長期的な経費の見込みを試算しました。（参照：p28～30【参考資

料】） 

表 試算の条件 

対象施設 設定耐用年数 

公共施設 
60 年（建替え） 

30 年（大規模改修） 

インフラ施設

道路 15 年 

橋梁 60 年 

上水道 40 年 

下水道 50 年 
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②公共施設の更新等費用の見通し

公共施設の建替えや大規模改修について、中長期的に必要と見込まれる費用は、現

状の公共施設を全て維持した場合、今後 40年間で約 573億円（平均約 14.3億円／年）

と試算されます。平成 29年～32年における公共施設の年平均投資的経費約 3.8億円

／年と比較すると約 10.5 億円／年上回ることになり、約 3.8 倍の費用が必要となり

ます。 

建築後 30年以上が経過し、大規模

改修が必要となる施設が多く存在し

ていることから、当初 10年間では約

186.5 億円必要になると試算されま

す。 

11～20 年目は、大規模改修の占め

る割合が約３割、建替えの占める割

合が約７割程度となり、約 122.2 億

円が必要になると試算されます。 

21 年目以降は、建替えの占める割

合が約８割以上となり、21～30 年目

で約 129.2 億円、31～40 年目で約

134.7 億円が必要になると試算され

ます。 

累計：573億円
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大規模改修 建替え 更新費用の平均値（H28～67年） 公共施設年平均投資的費用の平均値（H29～67年） 累計更新費用

平均

14.3億円/年

平均

3.8億円/年

10.5億円/年

図 公共施設の建替え 

・大規模改修に係る経費（10 年ごと）

図 公共施設の建替え・大規模改修に係る経費 
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〈今後廃止が予定されている施設の取り扱いについて〉 

以下の施設については、今後廃止が予定されているため、廃止予定の年次以降は建

替え費および大規模修繕費を見込んでいません。 

廃止が予定されている施設 廃止年 概要 

松岡Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 平成 29 年度（2017 年） 取り壊し後に駐車場を整備 

永平寺林業振興集会センター 平成 28 年度（2016 年） 施設を吉田郡（福井市）森林組合に譲渡 

やすらぎの郷 平成 31 年度（2019 年） CAMU 湯施設を取り壊し 

上志比中央プール 平成 29 年度（2017 年） 取り壊し後に土地を地権者へ返還 

志比浄化センター 平成 38 年度（2026 年） 廃止し志比処理区を中央処理区に統合 

③インフラ施設の更新等費用の見通し

インフラ施設の更新に係る中長期的に必要と見込まれる費用は、現状を維持した場

合、今後 40 年間で約 493 億円（平均約 12.3 億円／年）と試算されます。平成 29 年

～32 年のインフラ年平均投資的経費約 4.6 億円／年と比較すると約 7.7 億円／年上

回ることになり、約 2.7倍の費用が必要となります。 
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図 インフラ施設の更新に係る経費 
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④公共施設等全体の更新等費用の見通し

公共施設とインフラ施設を合わせた公共施設等全体を現状維持した場合、中長期的

に見込まれる費用は、今後 40年間で約 1,066億円（平均約 26.7億円／年）と試算さ

れます。平成 29 年～32 年の公共施設とインフラをあわせた年平均投資的経費約 8.4

億円／年と比較すると、約 18.3 億円／年上回ることになり、約 3.2 倍の費用が必要

となります。 

表 公共施設及びインフラ施設を現状維持する場合の試算結果（今後 40 年） 

項 目 費 用 

公共施設 約 573 億円 

インフラ施設

道路 約 149 億円 

橋梁 約 15 億円 

上水道 約 177 億円 

下水道 約 152 億円 

小計 約 493 億円 

合 計 約 1,066 億円 

年平均 約 26.7 億円／年 

累計1,066億円
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図 公共施設等全体の更新に係る経費 
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【参考資料】公共施設等の更新費用試算方法 

①試算の概要

総務省が公表する「公共施設更新費用試算ソフト」の試算条件、試算単価に基づき、

将来における公共施設の大規模改修や建替え、インフラ施設の更新に係る中長期的な

経費の見込を試算した。 

なお、本試算は概算であり、推計期間における経費の総額や経費が集中する時期を

把握するために行うものである。 

②試算の設定条件

公共施設の中長期的な経費は、推計期間を 40 年間とし以下の条件のもとで試算し

た。 

表 設定条件 

項 目 条 件 

推計期間 40 年間（2016～2055 年） 

建替え（建替え期間 3 年） 築 60 年（59、60、61 年目に費用計上） 

大規模改修（改修期間 2 年） 築 30 年（29、30 年目に費用計上） 

大規模改修積み残し期間 10 年間 

表 更新単価の設定（建築物） 

項 目 大規模改修 建替え 

1 町民文化系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

2 社会教育系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

3 産業系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

4 スポーツ・レクリエーション系施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

5 学校教育系施設 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

6 子育て支援施設 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

7 保健・福祉施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

8 医療施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

9 行政系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

10 公営住宅 17 万円／㎡ 28 万円／㎡ 

11 公園 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

12 供給処理施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

13 その他 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 
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【参考資料】インフラ施設の更新費用試算方法 

①道 路

道路の更新費用は、総面積を舗装部分の更新（打換え）の耐用年数で割った値を１

年間の更新量と仮定し、更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 15 年 

更新単価 一般道路 4,700 円／㎡ 

自転車歩行者道 2,700 円／㎡ 

②橋 梁

橋梁の更新費用は、総面積に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 60 年 

更新単価 RC 橋、PC 橋、石橋、その他 425,000 円／㎡ 

鋼橋 500,000 円／㎡ 
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③上水道

上水道管の更新費は、管径別年度別の延長に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 40 年 

更新単価（導水管・送水管） 300 mm 未満 100,000 円／m 

300～500 mm 114,000 円／m 

更新単価（配水管） 50 mm 以下 

97,000 円／m 

75 mm 以下 

100 mm 以下 

125 mm 以下 

150 mm 以下 

200 mm 以下 100,000 円／m 

250 mm 以下 103,000 円／m 

300 mm 以下 106,000 円／m 

350 mm 以下 111,000 円／m 

400 mm 以下 116,000 円／m 

450 mm 以下 121,000 円／m 

500 mm 以下 
128,000 円／m 

550 mm 以下 

600 mm 以下 142,000 円／m 

④下水道

下水道管の更新費は、管径別年度別の延長に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 50 年 

更新単価 コンクリート管 124,000 円／m 

陶管 124,000 円／m 

塩ビ管 124,000 円／m 

更生管 134,000 円／m 

その他 124,000 円／m 
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■人口分布シミュレーション

 

平成 42 年（2030 年）63,900 人 

 

施策なし 

誘

導

●全体として低密度化し、高密度なところが点在する。

平成 22 年(2010 年) 

市街化区域内人口：74,398 人 

平成 42 年(2030 年) 

市街化区域内人口：63,900 人 
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■市街化区域(住宅用地)規模の算出

・人口密度 40 人/ha 未満となる区域に対して、40 人/ha※1以上の居住が可能と設定

することによって、将来の市街化区域の収容可能人口を求めます。

・平成 42 年（2030 年）の収容可能人口と人口との差分が余剰人口となり、余剰人

口をもとに必要な市街化区域の規模を算出しました。

※1.都市計画法施行規則による既成市街地の数値

※2.余剰面積には、0人/ha の区域も含む

平成 42 年に必要な市街化区域 １，８６１ha 

平成 27 年の市街化区域  ２，１３８ha 

項 目 結 果 

余 剰 人 口 4,019 人 

余 剰 面 積 277ha※2 

●まちなかを中心に居住誘導することで、東西の駅を中心に高密度化する。

【シミュレーションの基本的な手順】 

①平成 22年のメッシュ人口密度図を作成

②郊外からまちなかのメッシュに人口を集積

③都市機能施設※があるメッシュは平成22年度の

人口密度を維持

④将来人口 63900 人から②と③で配分した差分の

人口を平成 22年のメッシュ人口比率で配分

※都市機能施設：商業施設や医療施設等

【都市計画の施策】 

・用途地域と区域区分の見直し

・立地適正化計画

・シティマネジメント計画 など

平成 42 年(2030 年)63,900 人-誘導-平成 22平成 42 年(2030 年)-誘導- 

市街化区域内人口：63,900 人 
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■まちなか誘導の評価

・都市構造の評価に関するハンドブック(平成 26 年 8 月)に基づき、市街化区域を

対象に以下の 4点について評価を行いました。

平成 42 年(2030 年)のサービス施設等への徒歩圏カバー率 

①医療施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

69.8% 73.3% 

全国平均：85% (30 万人都市平均：76%) 

②福祉施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

87.0% 88.0% 

全国平均：79% (30 万人都市平均：73%) 

③大規模商業施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

68.9% 72.5% 

全国平均：75% (30 万人都市平均：65%) 

④公共交通（鉄道 800m 圏域、バス 300m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

39.9% 47.2% 

全国平均：55% (30 万人都市平均：40%) 

1.0％ＵＰ 

3.6％ＵＰ 

7.3％ＵＰ 

3.5％ＵＰ 

生活サービス施設等への徒歩圏カバー率を試算した結果、いずれも向上が見込

まれるため、より利便性の高いまちになると考えられます。 

また、各サービス施設等の位置は現況と同じ位置にあることを条件にしたもの

であり、今後、施策の実施によってまちなかに施設誘導が進めば、徒歩圏カバー

率はさらに向上が見込まれます。 
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トレンド法・コーホート法について 
 
（１）トレンド法 
時間の経過に従って変化する現象を、一定の規則性を持つ傾向線として近似的に一次関

数、指数関数、対数関数等によってモデル化し（それぞれ、「線形近似」「指数近似」「対数

近似」と呼ばれる）、これを延長することにより、将来の一定期間内における変化の状態を

数量的に把握する予測手法である。 
※ トレンド法は、Excel で行うことが可能（散布図を作成し、表示された点を右クリック

して、「近似曲線の追加」を選択） 
 参考 URL）https://www.stat.go.jp/koukou/howto/process/p4_3_2_5.html 
 
（２）コーホート法 
「コーホート」とは、同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集団のことを指す。例え

ば、令和 2 年（2020 年）4 月 2 日～令和 3 年（2021 年）4 月 1 日生まれのコーホートは、

令和 5 年（2023 年）4 月 1 日時点で満 2 歳、令和 9 年（2027 年）4 月 1 日時点で満 6 歳と

なり、令和 9 年度（2027 年度）の小学 1 年生となる人々の集団である。 
 コーホートを用いて将来の人口予測を計算する方法をコーホート法と言い、コーホート

要因法、コーホート変化率法については次のとおり。 
 
① コーホート要因法 

「コーホート要因法」とは、各コーホートについて、「自然増減」（出生と死亡）及び

「純移動」（転出入）という二つの「人口変動要因」それぞれについて将来値を仮定し、

それに基づいて将来人口を推計する方法である。 
   推計の基礎となる過去の実績人口に特殊な変動があったか、推計対象期間内の将来

人口に特殊な変動が予想されるため、過去の実績に基づく変化率が将来人口の推計に

適さないと思われる場合、この方法を用いることが推奨される。 
国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口は、コーホート要因法を用いてい

る。 
 
② コーホート変化率法 

   「コーホート変化率法」とは、各コーホートについて、過去における実績人口の動勢

から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法である。 
   推計するものが比較的近い将来の人口であり、変化率の算出基礎となる近い過去に

特殊な人口変動がなく、また推計対象となる近い将来にも特殊な人口変動が予想され

ない場合は、比較的簡便なこの方法を用いることができる。 
 

資料５ 
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メッシュの種類・特徴について

区画の種類 区分方法・特徴 地域メッシュ区分図

第１次地域区画

（約80㎞）

全国の地域を偶数経度及び
その間隔(120分)を３等分した

経度における経線並びに１度
ごとの経線とによって分割し
てできる区域

第２次地域区画

（約10㎞）

第１次地域区画を緯線方向
及び経線方向に８等分してで
きる区域

基準地域メッシュ
（第３次地域区画）

（１㎞メッシュ）

第２次地域区画を緯線方向
及び経線方向に10等分してで
きる区域

２分の１地域メッ
シュ

（500mメッシュ）

・基準地域メッシュを緯線方向、
経線方向に２等分してできる
区域

４分の１地域メッ
シュ

（250mメッシュ）

・２分の１地域メッシュを緯線
方向、経線方向に２等分して
できる区域

・国勢調査の中では、最高精
度のメッシュデータ

・町丁目内の分析を行うこと
が可能

・施設から○ｍ圏内の人口を
把握したいときに有用

【参考】総務省統計局地域メッシュ統計について
http://www.stat.go.jp/data/mesh/m_tuite.html

○ 総務省統計局をはじめとする国の行政機関が作成している地域メッシュ統計は、昭和
48年７月12日行政管理庁告示第143号に基づく「標準地域メッシュ」を使用して作成され
ており、各々の特徴等は以下のとおりである。

※国土技術総合研究所等のソフトにおいて、100mメッシュでの分析が可能である。

資料６
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要
な
サ
ー
ビス
を
維
持
しつ
つ
、施

設
再
編
の
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョ

ンを
進
め
る
こと

取
組
の
ポ
イ
ン
ト

公
共
施
設
再
編
の
概
念
や
取
組
を
、再

編
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
通
して

体
感
的
に
把
握
で
き
る
。

○
神
奈
川
県

鎌
倉
市
で
は
、
公
共
施
設
再
編
の
取

組
に
関
す
る
認
識
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
再
編
計

画
の
検
討
に
お
け
る
課
題
や
ア
イ
デ
ア
を
把
握
す

る
た
め
、
住
民
参
加
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
。

資
料
７
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
①

○
神
奈
川
県
鎌
倉
市
に
お
け
る
住
民
等
と
の
意
見
交
換
に
お
け
る
配
布
資
料
（
抜
粋
）
と
活
用
さ
れ
た

指
標
は
次
の
と
お
り
。

活
用
さ
れ
た
指
標

指
標
の
出
典

将
来
人
口
（
年
少
人
口
、生

産
年
齢
人
口
、高

齢
者
人

口
）

•
人
口
推
計
は
コー
ホ
ー
ト
要
因
法
を
用
い
て
算

出 ※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ

公
共
施
設
の
整
備
年

•
市
保
有
デ
ー
タ

※
将
来
推
計
で
な
い

公
共
建
築
の
更
新
費
用
の
将

来
負
担
予
測

•
「鎌
倉
市
公
共
施
設
再
編
計
画
基
本
方
針
」

※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
②

参
考
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取
組
名

八
尾
地
域
ま
ち
づ
くり
と公

共
施
設
の
「こ
れ
か
ら」
を
考
え
る
ワ
ー
クシ
ョッ
プ

実
施
主
体

富
山
市

議
論
す
る
メ
ン
バ
ー

ファ
シ
リテ
ー
ター
（
オ
フィ
ス
キ
ュア
篠
田
氏
、（

有
）
ま
ち
処
計
画
室
小

口
氏
、N

PO
法
人
柏
崎
ま
ち
づ
くり
ネ
ット
あ
い
さ桑

田
氏
、水

戸
部
氏
、

増
田
氏
）
、地

域
住
民

実
施
日
時

令
和
元
年

6月
30
日
（
日
）

13
：

30
～

16
：

30

開
催
概
要

富
山
市
は
、住

民
の
参
加
す
る
ワ
ー
クシ
ョッ
プ
を
開
催
し、
地
域
の
課
題
を

踏
ま
え
、再

整
備
の
方
向
性
に
つ
い
て
議
論
して
も
らい
、そ
の
結
果
を
「地

域
別
行
動
計
画
」に
反
映
させ
て
い
る
。

第
1部

事
務
局
（
富
山
市
）
か
ら説

明
・富
山
市
の
現
状
と公

共
施
設
マ
ネ
ジ
メン
トの
取
組
に
つ
い
て

・ワ
ー
クシ
ョッ
プ
に
つ
い
て

・八
尾
地
域
の
ま
ち
づ
くり
と公

共
施
設
に
つ
い
て

・本
日
の
検
討
内
容
に
つ
い
て

①
「地
域
別
実
行
計
画
」の
策
定
に
向
け
た
検
討
の
進
め
方
や
ワ
ー
ク

シ
ョッ
プ
の
進
め
方

②
地
域
の
ま
ち
づ
くり
や
公
共
施
設
に
つ
い
て
の
課
題

③
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
公
共
施
設
の
再
編
・維
持
の
あ
り方

第
2部

グ
ル
ー
プ
討
議
・発
表
（
以
下
、得

られ
た
意
見
の
例
）

・八
尾
美
術
保
存
館
や
八
尾
化
石
資
料
館
は
現
在
、休

止
中
や
期
間

を
限
定
して
開
館
して
い
る
。人

に
見
て
も
らう
た
め
に
も
人
の
集
ま
る
場

所
へ
移
転
す
る
の
が
良
い
の
で
は
な
い
か
。

・八
尾
地
域
は
人
口
の
割
に
施
設
が
多
い
。施

設
が
多
い
こと
で
維
持
費

が
か
か
る
の
で
、老

朽
化
した
施
設
は
安
全
面
も
考
慮
して
な
くす
こと
も

検
討
した
方
が
良
い
の
で
は
な
い
か
。

取
組
の
効
果
（
目

的
、結
果
の
活
用
）

ワ
ー
クシ
ョッ
プ
で
出
され
た
住
民
か
らの
意
見
等
に
基
づ
き
、地

域
別
実
行

計
画
を
策
定
す
る
こと
に
よ
り、
同
時
に
住
民
合
意
を
図
って
い
る
。

実
施
の
際
の

留
意
点

年
齢
構
成
や
性
別
、職

業
等
に
も
配
慮
し、
地
域
の
利
害
・関
心
を
持
っ

て
い
る
と思

わ
れ
る
ス
テ
イク
ホ
ル
ダー
を
漏
れ
な
くメ
ンバ
ー
に
抽
出
す
る
こと
。

取
組
の
ポ
イ
ン
ト

計
画
策
定
の
早
い
段
階
か
ら市

民
参
画
の
導
入
を
図
り、
透
明
性
・客
観

性
を
高
め
、公

益
性
と市

民
の
利
害
の
調
整
を
図
って
い
る
こと
。

○
富
山
県
富
山
市
で
は
、
平
成
２
８
年
度
に
今
後
４
０
年
間
の
公
共
施
設

等
の
整
備
・
管
理
運
営
等
の
基
本
方

針
と
な
る
「
富
山
市
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
を
、
平
成
２
９
年
度
に
具
体
の
行
動
計
画
と
な
る
「
富
山
市

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
」
を
策
定
。
同
プ
ラ
ン
で
は
、
市
内
の
１
４
地
域
に
お
い
て
地
域
別

実
行
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
策
定
に
お
い
て
、
地
域
の
実
情
や
住
民
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る
た
め
、

住
民
参
加
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
順
次
開
催
。
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
②

○
富
山
県
富
山
市
に
お
け
る
住
民
等
と
の
意
見
交
換
に
お
け
る
配
布

資
料
（
抜
粋
）
と
活
用
さ
れ
た
指

標
は
次
の
と
お
り
。

活
用
さ
れ
た
指
標

指
標
の
出
典

将
来
人
口
（
地
域
全
体
、町

丁
目
別
。総

人
口
、1

5歳
未
満
、

65
歳
以
上
、高

齢
者
割
合
）

•
人
口
推
計
は
コー
ホ
ー
ト
要
因
法
を
用
い
て

算
出

※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ

公
共
施
設
の
保
有
量

•
市
町
村
保
有
デ
ー
タ

※
将
来
推
計
で
な
い

公
共
施
設
の
整
備
年

•
市
町
村
保
有
デ
ー
タ

※
将
来
推
計
で
な
い
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
③

○
滋
賀
県
高
島
市
で
は
、
市
民
参
加
型
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
「
第

3期
高
島
市
ま
ち
づ
く
り
推
進
会
議
」
を

開
催
し
、
市
の
将
来
社
会
像

を
実
現
す
る
た
め
に
解

決
す
べ
き
地
域
課
題
に
つ
い
て
議
論
し
て
い
る
。

取
組
名

第
3期

高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議

実
施
主
体

高
島
市

議
論
す
る
メ
ン
バ
ー

高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
委
員
、地

域
住
民

実
施
日
時

「第
1回

全
体
会
議
」令
和
元
年
８
月
３
日
（
土
）

13
：

30
～

15
：

30
※
全
体
会
議
後
、各

テ
ー
マ
ご
とに
グ
ル
ー
プ
会
議
を
実
施
（
第

2回
全
体
会
議
は
コロ
ナ
ウィ
ル
ス
拡
大
の
影
響
で
延
期
）

開
催
概
要

高
島
市
は
、市

民
参
加
型
の
ワ
ー
クシ
ョッ
プ
「高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
」に
お
い
て
、高

島
市
の
将
来
像
（

20
40
年
）
を
定
量
的
に
評
価
し、
その
結
果
を
基

に
具
体
的
な
取
組
（
市
民
の
で
き
る
こと
、行

政
の
で
き
る
こと
）
を
して
い
る
。

第
1部

第
２
期
高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
で
作
成
した
高
島
市
の
将
来
像
に
つ
い
て
、高

島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
委
員
に
よ
る
説
明

「高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
」で
は
、地

域
が
本
来
持
って
い
る
地
域
資
源
（
自
然
、人

、伝
統
文
化
、つ
な
が
り）

を
最
大
限
活
か
して
、豊

か
さを
実
感
で
き
る

社
会
を
目
指
して
い
る
。

第
2部

グ
ル
ー
プ
デ
ィス
カッ
シ
ョン

（
議
論
の
テ
ー
マ
）

・市
内
の
バ
ス
交
通
の
あ
り方

：
地
域
や
社
会
全
体
で
の
検
討
が
必
要
な
バ
ス
交
通
の
あ
り方

に
つ
い
て
、運

営
見
直
しの
た
め
の
参
考
とな
る
提
案
を
目
指
す
。

・地
域
との
つ
な
が
りを
生
み
出
す
た
め
の
地
域
行
事
：
地
域
や
人
の
つ
な
が
りを
育
む
『祭
』や
『地
域
行
事
』の
実
践
を
目
指
す
。

（
市
民
が
望
む

20
40
年
の
高
島
の
将
来
の
交
通
の
例
）

•
高
齢
者
輸
送
タク
シ
ー
サ
ー
ビス
が
あ
る

•
友
人
や
観
光
客
な
ど市

外
の
人
が
高
島
に
来
る
機
会
が
多
い
の
で
、電

車
の
本
数
が
増
え
て
お
り、

道
路
も
整
備
され
て
い
る

•
歩
くこ
とを
重
視
し、
歩
い
て
見
え
て
くる
も
の
や
（
電
車
を
）
待
つ
時
間
を
人
と交

流
した
りし
て
楽
しむ

（
歩
くの
で
、健

康
増
進
に
も
つ
な
が
る
）

•
電
気
バ
ス
、電

気
ス
テ
ー
シ
ョン
も
あ
る

•
土
砂
災
害
の
な
い
道
が
基
本
で
あ
り、
国
道
が
拡
張
され
て
い
る

•
コミ
ュニ
テ
ィバ
ス
に
○
回
乗
った
ら地

元
商
店
の
買
物
○
割
引
な
ど、
地
元
を
活
性
化
させ
る
仕
組
み
が
あ
る
（
ふ
る
さと
納
税
の
財
源
で
補
て
ん
）

•
湖
西
線
が
便
利
に
な
り、
道
も
整
備
され
、「
高
島
来
て
よ
」が
言
い
や
す
い

•
都
会
で
稼
ぎ
高
島
で
生
活
！

取
組
の
効
果
（
目

的
、結
果
の
活
用
）

地
域
振
興
の
た
め
の
方
策
を
市
民
・地
域
・行
政
が
共
に
問
題
意
識
を
持
ち
、検

討
しな
が
ら、
市
民
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
くり
を
実
践
・推
進
す
る
。

実
施
の
際
の

留
意
点

第
２
期
高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
が
作
成
した
「高
島
市
の
将
来
社
会
像
」を
、第

３
期
高
島
市
ま
ち
づ
くり
推
進
会
議
委
員
や
市
民
へ
伝
え
る
に
当
た
って
は
、

「高
島
市
の
将
来
像
」が
、単

に
理
想
を
語
って
い
る
の
で
は
な
く、
以
下
の
よ
うな
制
作
過
程
が
あ
って
作
られ
た
も
の
で
あ
る
とい
うこ
と、
ま
た
今
後
つ
づ
く高
島
市
ま
ち

づ
くり
推
進
会
議
の
共
通
目
標
で
あ
る
こと
を
念
頭
に
お
い
て
活
動
して
も
らえ
る
よ
う留

意
して
提
示
した
。

（
制
作
過
程
）
”望
む
将
来
像
を
考
え
る
”と
し、
高
島
市
の
現
状
把
握
と将

来
像
の
対
象
年
で
あ
る

20
40
年
の
人
口
予
測
や
市
を
取
り巻

く外
部
環
境
の
変
化
に

つ
い
て
確
認
を
行
い
、こ
れ
らの
こと
を
前
提
条
件
とし
て
、テ
ー
マ
別
に
”望
む
高
島
市
の
将
来
社
会
像
”の
要
素
と実

現
に
必
要
な
こと
を
市
民
委
員
に
議
論
して
い
た

だ
い
た
。

取
組
の
ポ
イ
ン
ト

本
活
動
を
通
して
、市

民
の
ネ
ット
ワ
ー
クが
広
が
り、
ま
ち
づ
くり
に
参
加
す
る
市
民
が
広
が
る
こと
を
め
ざ
して
い
る
。
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活
用
さ
れ
た
指
標

指
標
の
出
典

将
来
人
口

•
国
⽴
社
会
保
障
・人
口
問
題
研
究
所
（
平
成

30
年
推
計
）

※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ

20
11
年
の
バ
ス
停
の
場
所
とバ

ス
路
線
を

20
50
年
の
高
島
市

の
将
来
人
口
地
図
（
社
人

研
）
に
重
ね
た
地
図

•
高
島
市
資
料

•
国
⽴
社
会
保
障
・人
口
問
題
研
究
所
（
平
成

30
年
推
計
）

※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ

各
地
域
の
区
・自
治
会
人
口
構

成
と高

齢
化
率
の
一
覧
表

•
市
保
有
デ
ー
タ

寿
命
の
内
訳
（

20
10
年
）

高
齢
者
サ
ロン
な
どの
位
置

（
20

16
年
）

•
健
康
日
本

21
（
第
⼆
次
）
、市

区
町
村
別
生

命
表
の
概
況

•
た
か
しま
市
民
協
働
交
流
セ
ンタ
ー

※
将
来
推
計
で
な
い

土
砂
災
害
警
戒
区
域

•
国
土
交
通
省
国
土
政
策
局
「国
土
数
値
情
報

（
土
砂
災
害
警
戒
区
域
、土

砂
災
害
・雪
崩
メッ

シ
ュデ
ー
タ 、

浸
水
想
定
区
域
、避

難
施
設
）

20
13
年
」

※
将
来
推
計
で
な
い

気
候
変
動

•
気
候
変
動
適
応
情
報
プ
ラッ
トフ
ォー
ム

: 
斜
面
崩

壊
発
生
確
率
（

S8
デ
ー
タ、

M
I R

O
C5
、

RC
P8

.5
、2

1世
紀
半
ば
）

※
将
来
推
計
で
な
い

「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
③

○
滋
賀
県
高
島
市
に
お
け
る
住
民
等
と
の
意
見
交
換
に
お
け
る
配
布

資
料
（
抜
粋
）
と
活
用
さ
れ
た
指
標

は
次
の
と
お
り
。
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
④

○
北
海
道
東
神
楽
町
で
は
、
地
域
経
済
分
析
シ
ス
テ
ム
（

RE
SA

S：
リ
ー
サ
ス
）
の
活
用
に
よ
り
現
状
分

析
を
行
い
、
地
域
課
題
に
立
ち
向
か
う
為
の
方
向
性
に
つ
い
て
、
地
域
関
係
者
や
町
民
を
交
え
意
見

交
換
を
実

施
し
て
い
る
。

取
組
名

政
策
⽴
案
ワ
ー
クシ
ョッ
プ
（
「北
の
子
ども
王
国
・東
神
楽
町
」の
高
齢
化
対
策
と産

業
振
興
策
）

実
施
主
体

主
催
：
内
閣
官
房
ま
ち
・ひ
と・
しご
と創

生
本
部
事
務
局
、内

閣
府
地
方
創
生
推
進
室
、経

済
産
業
省
北
海
道
経
済
産
業
局

共
催
：
北
海
道
東
神
楽
町

議
論
す
る
メ
ン
バ
ー

東
神
楽
町
山
本
町
長
、木

村
副
町
長
、同

町
職
員
、観

光
協
会
、商

工
会
、農

協
、大

学
、金

融
機
関
等

実
施
日
時

平
成

30
年

10
月

30
日
（
火
）

14
:0

0～
16

:4
0

開
催
概
要

東
神
楽
町
は
、懸

念
され
る
人
口
減
少
、高

齢
化
な
どの
問
題
に
つ
い
て
、デ
ー
タ分

析
と今

後
の
あ
り方

を
提
示
した
上
で
、地

域
の
産
学
官
金
の
関
係
者
と住

民
も
交
え
て
、今

後
の
東
神
楽
町
に
お
け
る
政
策
の
あ
り方

に
つ
い
て
意
見
交
換
を
実
施
。

第
１
部

リー
サ
ス
等
を
活
用
した
デ
ー
タ分

析
と今

後
の
政
策
の
あ
り方

を
東
神
楽
町
が
提
示
（
東
神
楽
町
・有
識
者
（
中
央
大
学
・細
野
助
博
氏
）
）

•
現
在
、東

神
楽
町
は
高
齢
者
割
合
が
全
道
・全
国
平
均
と比

較
して
低
い
。し
か
し、
今
後
、そ
の
割
合
が
上
昇
し、
高
齢
者
支
援
が
増
加
して
、若

者
支
援
が

手
薄
な
町

(若
者
に
優
しく
な
い
町

)に
な
る
お
それ

が
あ
る
。

•
東
神
楽
町
は
空
き
地
・空
き
家
が
少
な
く、
人
の
退
出
や
新
規
参
入
とい
う循

環
サ
イク
ル
の
硬
直
化
が
起
き
や
す
い
。若

者
（
第
⼆
世
代
）
が
流
入
・還
流
で
き

る
環
境
と文

化
づ
くり
が
大
切
で
あ
る
。

•
今
後
の
政
策
の
あ
り方

とし
て
次
の
案
が
考
え
られ
る
。

1.
不
動
産
市
場
の
流
通
円
滑
化
：
空
き
地
・空
き
家
を
増
や
し、
不
動
産
市
場
を
活
性
化
させ
る

2.
ワ
カモ
ノを
呼
び
込
む
文
化
醸
成
：
ワ
カモ
ノと
い
う希

少
な
資
源
の
奪
い
合
い
の
時
代
が
到
来
す
る
中
、ワ
カモ
ノに
居
心
地
の
い
い
町
へ

3.
「健
康
の
町
づ
くり
」の
強
力
な
推
進
と高

齢
者
活
躍
の
場
づ
くり

第
2部

意
見
交
換
（
以
下
、得

られ
た
意
見
の
例
）

•
町
内
で
は
、子

ども
の
頃
か
ら東

神
楽
の
魅
力
を
頭
に
植
え
付
け
る
取
組
（
東
神
楽
ファ
ンづ
くり
）
が
必
要
で
あ
る
。

•
町
外
に
は
、旭

川
空
港
が
自
然
災
害
に
強
い
とい
う点

を
今
以
上
に
ア
ピー
ル
し、
乗
降
客
を
増
や
す
とと
も
に
、そ
の
受
け
皿
（
道
の
駅
や
創
業
支
援
に
よ
る
企
業

⽴
地
）
を
整
備
す
る
こと
で
、人

々
の
還
流
に
つ
な
げ
て
い
くべ
き
。

•
行
政
と民

間
の
協
働
とと
も
に
、そ
の
役
割
分
担
（
東
神
楽
町
単
体
、広

域
連
携
、異

業
種
・異
年
齢
間
連
携
な
ど）

が
重
要
で
あ
り、
町
内
で
検
討
・チ
ャレ
ン

ジ
して
い
く文
化
醸
成
と、
その
対
外

PR
も
大
切
で
あ
る
。

取
組
の
効
果
（
目

的
、結
果
の
活
用
）

•
東
神
楽
町
は
、直

近
40
年
間
、人

口
増
加
及
び
子
ども
の
割
合
が
道
内
で
１
位
（

15
年
連
続
）
で
あ
る
が
、将

来
的
に
高
齢
化
が
進
む
こと
を
見
据
え
、今

の
うち
か
らデ
ー
タに
基
づ
い
て
政
策
を
検
討
して
お
く必
要
が
あ
る
た
め
。

•
今
後
、意

見
交
換
で
の
主
な
意
見
を
東
神
楽
町
の
政
策
に
反
映
させ
る
狙
い
（
※
具
体
的
な
施
策
に
ま
で
は
至
って
い
な
い
）

実
施
の
際
の

留
意
点

RE
SA

Sを
活
用
した
推
計
結
果
の
生
数
字
を
見
せ
る
こと
に
よ
り、
全
国
で
人
口
減
少
が
進
ん
で
い
る
中
、こ
れ
ま
で

40
年
間
人
口
が
増
加
し続

け
た
本
町
で
あ
る
が
、

今
後
は
例
外
で
は
な
く減
少
局
面
に
移
行
す
る
とい
う現

実
を
ま
ず
は
知
って
も
らっ
た
。

取
組
の
ポ
イ
ン
ト

•
地
域
住
民
と一

緒
に
地
域
課
題
に
つ
い
て
、意

見
交
換
を
して
い
る
。

•
簡
易
に
活
用
で
き
る
オ
ー
プ
ンデ
ー
タベ
ー
ス
（

RE
SA

S）
を
ベ
ー
ス
に
、国

の
統
計
資
料
等
を
活
用
して
現
状
分
析
を
行
って
い
る
。

参
考
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「
地

域
の
未

来
予

測
」

の
活

用
・

住
民

対
話
の
事
例
④

○
北
海
道
東
神
楽
町
に
お
け
る
住
民
等
と
の
意
見
交
換
に
お
け
る
配
布
資
料
（
抜
粋
）
と
活
用
さ
れ
た

指
標
は
次
の
と
お
り
。

活
用
さ
れ
た
指
標

出
典

目
的
別
歳
出
決
算
額

•
平
成

28
年

10
月

27
日
財
政
制
度
等
審
議
会
財
務
省
提
出

資
料

(抜
粋

)（
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

※
将
来
推
計
で
な
い

滞
在
人
口

•
労
働
力
調
査
結
果
（
総
務
省
統
計
局
）

※
将
来
推
計
で
な
い

将
来
人
口

（
総
人
口
、年
少
人
口
、生
産
年
齢

人
口
、老
年
人
口
）

※
R

ES
AS
を
活
用

•
「平
成

30
年
社
人
研
推
計
」

※
将
来
推
計
に
関
す
る
デ
ー
タ

経
済
規
模

•
地
域
産
業
連
関
表
（
環
境
省
）

•
地
域
経
済
計
算
（
環
境
省
）

※
将
来
推
計
で
な
い

農
業
の
構
造

農
業
者
分
析

農
産
物
販
売
金
額

•
都
道
府
県
別
農
業
産
出
額
及
び
生
産
農
業
所
得
、市

町
村

別
農
業
産
出
額
（
農
林
水
産
省
）

※
将
来
推
計
で
な
い

企
業
数

全
産
業
の
構
造

•
経
済
セ
ンサ
ス

-基
礎
調
査
（
総
務
省
）

•
経
済
セ
ンサ
ス

-活
動
調
査
（
総
務
省
、経

済
産
業
省
）

•
企
業
概
要
デ
ー
タベ
ー
ス
（
株
式
会
社
帝
国
デ
ー
タバ
ンク
）

•
企
業
間
取
引
デ
ー
タ（

株
式
会
社
帝
国
デ
ー
タバ
ンク
）

※
将
来
推
計
で
な
い

商
業
の
構
造

•
商
業
統
計
調
査
（
経
済
産
業
省
）

•
経
済
セ
ンサ
ス

-活
動
調
査
（
総
務
省
、経

済
産
業
省
）

※
将
来
推
計
で
な
い

生
産
分
析

•
地
域
産
業
連
関
表
（
環
境
省
）

•
地
域
経
済
計
算
（
環
境
省
）

※
将
来
推
計
で
な
い

滞
在
人
口
率

Fr
im

-t
o分
析

目
的
地
分
析

•
モ
バ
イル
空
間
統
計
（
株
式
会
社

N
TT
ドコ
モ
）

•
Tr

ue
D

at
a（
株
式
会
社

Tr
ue

D
at

a）
•
経
路
検
索
条
件
デ
ー
タ（

株
式
会
社
ナ
ビタ
イム
ジ
ャパ
ン
）

※
将
来
推
計
で
な
い
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未来カルテと未来ワークショップにつ
いて
千葉大学大学院社会科学研究院教授 倉阪秀史

問題意識
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人的資本基盤の劣化

人工資本基盤の劣化
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自然資本基盤の劣化

社会関係資本基盤の劣化
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ひと
ストック

もの
ストック

しくみ
ストック

しぜん
ストック

幸せな生活を支えるストックの健全さを持続させる

人的資本基盤 自然資本基盤

人工資本基盤 社会関係資本基盤

保育

教育

医療

介護

農地管理

再エネ生産

建築

修理

公務

地域NPO

再生利用

林地管理

漁場管理

資本基盤の維持管理
を行う産業部門

持続部門
シェア
サービス

生産年齢人口が減少する中、資本基盤の手入れ
を行う経済部門の人手不足が社会的課題となる

成長部門 持続部門

域外に顧客を持ち、外
部から域内に収入をも
たらす産業部門

資本基盤の維持管理
（手入れ）を行う産業部
門

global local資源集約的 労働集約的

大量生産可能、競争にさらさ
れるが、それに打ち勝てば、
高収入の可能性

手入れ対象に応じたサービス
提供が必要、技能が求められ
るが、きつい割りに低収入
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20年後の未来を予測することは難しい。しかし、
物理的な資本基盤（ひと、もの、しぜん）が、現
在、各自治体にどれだけあるか、いつできたも
のかを把握することはできる。また、このまま
で推移した場合、これらを維持管理するため
の労働力（手入れ労働）が確保できるかどうか
を推測することはできる。この結果を、自治体
別に視覚化すれば、近未来の人口減少のイン
パクトに気づくことができるのではないか。

未来カルテ
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未来カルテ

物理的ストック（人的・人工・
自然資本）の近未来の状況を予
測し、将来の課題に気づくため
の未来シミュレータを開発し、
全市町村の未来カルテの公開し
ている。

このままの傾向で進むと、人的資本の維持
サービス（保育、教育、医療、介護）に関
する需給ギャップ、住宅の需給ギャップ、
農地の耕作ギャップ、財政の収支ギャップ
などが、どのように発生するのかを、全国
の市町村ごとに予測するもの

「未来カルテ」を補助線として2050年を考える

JST/RISTEXの研究プロジェクト「多世代参加によるストックマネジメント
手法の普及を通じた地方自治体での持続可能性の確保」（通称：
OPoSSuM：Open Project on Stock Sustainability Management)の成果物として
「未来カルテ発行プログラム」を公開。http://opossum.jpn.org/

• このままの傾向が2050年まで続いたとしたら、どのような未来
になるかを示すもの。 「気づきのための予測」

• 将来は「政策」によって変えることができる。

• 2050年からのバックキャスティングによって、政策形成を考え
る素材となる。

「政策」：社会的課題を解決するために制度（ルール）を変えるための活動

Mr. OPoSSuM
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「未来カルテ」はどのように作られているか

国立社会保障・人口問題研究所の
市町村別人口予測を用いました。
（平成30年推計）

2000年、2005年、2010年、2015年
の国勢調査に見られる、男女5歳
区分別・産業大分類の就業者人口
の変化傾向が2050年まで続くと仮
定して、各市町村の産業大分類別
の就業者人口比率を予測しました。
15-24歳の世代の産業別就業者数比
率は、2015年の値が固定されると
仮定しました。① 男女5歳区分別の2015年の就業者人口比

率（市町村別）が固定されると仮定し、
該当する市町村の人口予測にかけて、
将来の就業者人口数を予測しました。
②

1999年以降の男女5歳区分別の患者比
率の傾向から将来の患者比率（全国）
を予測し、該当する市町村の人口予測
にかけて市町村別患者数を予測しまし
た。

該当する市町村の人口予測から、保育
対象年齢、小学校、中学校対象年齢の
数を取り出しました。

厚生労働省が用いている研究結果にあ
る男女5歳区分別の認知症患者比率
（全国）を用いて、該当する市町村の
人口予測にかけて市町村別認知症患者
数を予測しました。

2015年の介護保険事業報告にある市町
村別65歳以上男女5歳区分別の要介護者
比率が固定されると仮定し、該当する
市町村の人口予測にかけて、将来の要
介護者数を予測しました。

①と②からその市町村の産業大分類別
就業者人口を予測しました。③

2015年の各市町村の産業大分類別就業者
人口に占める保育士・教員・医師・介護
事業者比率が将来も固定されると仮定し
て、③を用いて、これらの将来の就業数
を予測しました。

市町村コードを
入力すれば、そ
の市町村の予測
が入手できるよ

未来シミュレーターの内容

未来カルテ発行プログラムの公開

自治体コードを入力すれ
ば、全自治体の人口減少
のインパクトに関する
データが入手できるプロ
グラムを公開(2017.10)。
2020年7月に、「未来カ
ルテ2050」を公開。

14

http://opossum.jpn.org/

累計2万5千
ダウンロード
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広域的な未来カルテの使用例

複数の市町村の未来カルテデータを集計す
ることによって、基礎自治体を超えた検討
を行うことも可能

未来総理ワークショップ（2018）では、人口
集中自治体と過疎自治体について集計比較

にしのおもて未来ワークショップ（2020）で
は、西之表市のみならず、種子島（1市2町）
のデータを集計して比較

未来総理ワークショップ（2018.11.11）資料より

にしのおもて未来ワークショップ（2020.8.19）資料より

地域を細分化した未来カルテの使用例

千葉大学・市原
市・君津市共同
研究（2020）
「『里山房総』
構想の提案」で
は、各市を細分
化した未来カル
テを作成し、地
区間の比較を実
施した。
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未来ワークショップ

未来ワークショップ

未来カルテを用いて、地域の将
来を担う中高生や若手社会人に、
このまま推移すると2050年にな
にが起こりうるかを伝え、未来
市長として、政策提言を考える
ワークショップ

上総牛久の
未来地図

現市長と未来市
長の記念写真

まちあるき
とワーク
ショップ
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未来ワークショップの開催状況
いちはら未来ワークショップ（2015年8月22日、23日）（千葉県市原市）中学生39人、高校生2人参加

いちはらの未来を考えるシニアワークショップ（2016年3月24日）65歳以上10名参加

やちよ未来ワークショップ（2016年11月23日）中学生11人、高校生9人参加

静岡県次代を担う若者たちによる県民会議「キックオフミーティング 未来を知ろう 未来シミュレーターで見る静岡県の未来」
（2017年2月5日）静岡県内に在住、在学または在勤する15歳～30歳 36名参加

たてやま未来ワークショップ（2017年8月7日）中学生29人、高校生14人参加（うち2人特別支援学校生）

まつど未来ワークショップ（2017年10月14日）中学生15人、大学生7人参加

まつど未来ワークショップ（市職員研修）（2017年10月20日）20代の若手市役所職員29名参加

奈良市未来ワークショップ（2017年11月18日）中学生4人、高校生35人参加

にしのおもて未来ワークショップ（2018年8月29日）中学生15人、高校生22人参加

まつど未来議会（2018年11月10日）小学5，6年生11名参加

サイエンスアゴラ「未来総理になって考える日本の未来」（2018年11月11日）高校生6名、研究者2名、起業家2名参加

にしのおもて未来ワークショップ（2019年8月20日）中学生26名、高校生24名参加（総合的な学習の時間の一環として事前授業実施）

くじゅうくり未来ワークショップ（2019年9月1日）中学生2名、高校生16名、町職員6名参加

かつやま未来ワークショップ（2019年10月2日、12月16日）勝山高校1年生全員（100名）参加（総合的な学習の時間の一環）

きたなごや未来ワークショップ（2020年2月15日）高校から20代の17名、市職員6名参加

のべおか未来ワークショップ（2020年2月22日）中学生23名、高校生22名参加

きくち未来ワークショップ（2020年2月23日）中学生39名参加

たがわ未来ワークショップ（2020年7月8日、22日、29日、8月5日、12日）市職員12名参加（半リモート開催（参加者は集合、進行はリ
モート））

にしのおもて未来ワークショップ（2020年8月19日）中学生21名、高校生31名参加（半リモート開催、総合的な学習の時間の一環）

その他、千葉大学「若者の政治参加を考える」、多摩美術大学「環境問題論」、東北大学大学院環境科学研究科「先進社会環境学
演習1」などにおいて未来カルテを用いたワークショップを実施。

千葉県松戸市, 2017.10.14; 2017.10.20
（市職員研修）, 2018.11.10（小学5，6年生）

千葉県八千代市, 2016.11.23

千葉県市原市, 2015.8.22-23（初開催） 2016.3.24（シニアWS）

千葉県九十九里町, 2019.9.1

千葉県館山市, 2017.8.7（特別支援学校生参加）

静岡県. 2017.2.5（県内5圏域別未来カルテ）

愛知県北名古屋市, 2020.2.15

福井県勝山市, 2019.10.2
（勝山高校1年生全員対象）

奈良県奈良市, 2018.11.18
（エネルギー自給率向上WS）

宮崎県延岡市, 2020.2.22

熊本県菊池市, 
2020.2.23-24

鹿児島県西之表市, 2018.8.29, 
2019.8.20（種子島高校で事前事後授業、種子島中学で事前授業）
2020.8.19（半リモート開催、事前事後授業）

東北大学. 2018.7.13（実験WS）未来総理ワークショップ, 2018.11.11
（全国、人口集中市町村、過疎市町村集計）

山梨県甲府市. 2019.12.22（市独自開催）

全国に広がる未来
ワークショップ

NPO法人地域持続研究所を2017年に
設立し、未来ワークショップの開催
支援などの業務を実施しています。
（連絡先）recpa@chiba-u.jp

福岡県田川市
2020.7.8-8.12
（半リモート：5回）

千葉県君津市, 2020.12.19（完全リモート開催予定）
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にしのおもて
未来ワーク
ショップ

2018年8月29日＠鹿児島県西之表市
中学生15人、高校生22人参加

23

未来ワークショップスケジュール
（にしのおもて未来ワークショップ 2018.8.29）

8:30 受付開始

8:50-9:20 オリエンテーション（未来市長バッジ交
付、事前アンケート回収、「仲良くなろう」）

9:20-10:00 未来シミュレーター結果

10:00-10:15 つながり調査結果

10:15-10:25 休憩

10:25-10:40 西之表市のエネルギー

10:40-10:55 西之表市の産業と観光の現状と展望

10:55-11:10 西之表市での移住／定住政策

11:10-11:25 西之表市の歴史から未来を見つめる

11:25-11:35 質問票の書き出し

11:35-12:40 昼食

12:15-12:40 リクリエーション・ハグル

12:40-13:00 質問への回答

13:00-13:40 未来市長が直面している課題の書き出
し（グループ作業）

13:40-13:50 休憩

13:50-14:30 未来市長から今の市長への提言項目の
書き出し（グループ作業）

14:30-14:45 提言の優先順位付け

・ 他のグループから「いいね」シールをもらい
ます。

14:45-14:55 休憩

14:55-15:10 提言発表の準備

15:10-15:40 未来市長から八板市長への提言発表・
意見交換

・ 八板市長が出席します。

15:40-16:10 終了式（事後アンケート回答）写真撮
影
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空き家をリ フォームして活
用する

空き家でフリマをする

空き家を観光客が来るよう
なお店やカフェにする

ごみ拾い

様々な伝統について詳しく
書いた本をつくる

種子島についての劇などを
する（ 島民向け）

授業で（ or遠足） 種子島に
ついて学ぶ

伝統芸能に興味のある人に
呼びかける

祭りなどのイベント で語り
べさんを雇う

学校の学習に取り入れる

耐震構造の建物に変える
災害マップを市の各場所に
設置する

被害を最小限にとどめる

親にとってうれしいサービ
スをする

出生手当てを出す

年間で子供を育てるための
補助金を出す

台風発電

エネルギーの節約

風力発電を増やす

種子島を都会みたいにする

店ができてほしい

楽しい島にする

地域の人たちどうしの交流
の場をふやす

他県との交流や関わり を増
やす

働ける高齢者を増やす

医療系の大学に進学する島
出身者に補助金などを作る

学校などで産業に興味をも
てるような授業をする（ 島
民向け）

学校で医療とか介護の資格
をとれるようにする

種中、 種高を県上位レベル
の進学校にする

教育環境（ 学校の設備） を
もっと良くする。 若者の減
りも少なくなる。

小・ 中学校のへん差値UP

外国の方をたくさん受け入
れるために、語学をめっ
ちゃする

バス、 船など交通の便を増
やす

バスを増やす（ そして値段
をもっと下げる）

交通きかんの充実

島内の移動をしやすい環境
づくり

みなとから観光地までの道
を分かりやすく示す

ハザードマップをもっと多
くの人に知ってもらうべき

事前にかんづめやカップ
ラーメンなどを備えておく

市から防災グッズを支給す
る

島で結婚する人を補助する

婚活を開く

一人あたり ２ ～３ 人子ども
を産む

子どもの多い家族に市から
贈物などを送る

チェーン店をつくる（ マッ
クとかミスド とか）

学生が遊べる場所をつくる

中学校の体育館、校庭など
を休日貸し出しOKにする。
貸し出してるとこをふやす

介護の求人を増やし職場も
増やす→こどく死（ 小） 人
手不足（ 小）

島外にも介護士の求人票を
だす

病院と老人ホームなどを合
併し広くする（ １ つのとこ
ろに集まることで、 人員の
負担も少しへる）

地域のものを食べる

種子島内で８ 割の食べ物を
自給できるよう野菜の輸出
入はやめる

島の郷土料理を安価で食べ
られる場所をつくる

働きたい人を島外から募集

ひとを島外から呼び込む
大学卒業後、島に帰ってく
る

学校などで種子島の歴史に
ついて講座をする

みんなでご飯食べにいく

外食したくなるようなイベ
ント を設ける

島の歴史を知るイベント を
行う

おじいちゃん、 おばあちゃ
んによる、 昔話をきくきか
いをもうける

劇などで種子島弁を用いる

冬を代表する祭り を新しく
始める

月に１ 回種子弁dayを作る

学校などにイベント や行事
の情報を流す

一人暮らしの高齢者を支援
する制度

高齢者を集め、地域ごとに
1ヶ月に1回マスゲームや
ゲート ボールなど高齢者の
会をつくる

○才以上は一人暮らしをな
るべくしないなどのきまり
をつくる

月に1回は、 高齢者と若い
人がふれあうイベント を開
けば、 こどく死がなくなる

近所の高齢者と親しくなる

簡単なインターネット 機器
の宣伝＆使う時のサポート

年に数回、 募金活動を行う
→それを税金などにあてる

木を植える

各家々で使わなくなったも
のを集め、 市主催のフリー
マーケット を開く

３ Ｒ をてっていする

市全体の取り組みで、 バイ
オマス発電に使える作物の
残りのカスを集め発電する
施設をつくる

１ 市２ 町合併する

空き家はこわす

例えば、榕城の人口が多
く、現和が少ない場合は、
榕城の人の２ 、 ３ 割が現和
に住む

島内⇔島外の移動手段を増
やして観光客UP

種子島と鹿児島本土をつな
ぐ橋を作る

中高生限定でタクシー半額

自動運転

東京⇔種子島、 大阪⇔種子
島など直行便の船（ 飛行
機） を作る

飛行機で旅行しやすいよう
にする

どんがバスの活動範囲拡大

種子島の農作物をブランド
化する

広い土地を活かして光で野
菜を育てる施設をたくさん
作る

ふるさと納税でもっと他の
県の人から納税してもらう

芸術家を呼び込み、 生活支
援を行う（ 副業で農業をし
てもらう）

全国の農大の農業をしたい
人に受け入れ先として宣伝
する

持ち手のいない空き家に絵
をかき、観光地化

空き家を壊してショッピン
グセンターや新しい施設を
たてる

空き家を他のものに利用し
て、空き家を減らす

空き家を活用した宿を作成

空き家を服屋さんなど若者
向けの店にする

文化的魅力を利用したイベ
ント の実施

祭りを増やす

島に帰って来たくなるよう
な建物や祭り を作る

熊毛地区合同観光ツアー

文化財のPR
知名度をもっともっと上げ
る

聖地巡礼を活用したツアー
の実施

子どもが遊びに行ける施設
を作る

新しい仕事を取り入れる

将来子供がつきたいと思う
仕事を増やす

「 子育てしやすい町」 とし
てアピールする　医療費を
少なくするとか

出産するたびに補助金を与
える

宇宙開発に関する学科の設
置

ラ・ サールみたいな進学校
を作る

海岸せいそうの呼びかけを
行う

放棄ゴミの回収

持続可能商品を作り 、 ゴミ
の削減 紙・ 布・ ちゅう芥類のリ

デュース制度をつくる

温暖化を防ぐために、 ごみ
の後始末などをしっかり行
う

農業廃棄物のエネルギー利
用（ 再生可能エネルギー）

移住者へ種子島ならではの
面白い特権を与える

移住者が生活しやすいよう
に町をつくる

移住者が増えるような取り
組み

防災マップなどを配る

災害について意識を高める

エネルギー自給率の引き上
げ

地産地消の推進

市の予算の見直し

温室効果ガスのはたらきや
対策をまとめたフリーペー
パーの制作

高齢の年齢を引き上げて、
元気な、おじいちゃん、お
ばあちゃんは働かせる

種子島のことを他の地域の
人にもっともっとアピール
して、 移住者を増やし、人
手不足を解消する

鹿児島本土と種子島の間に
橋をかける

もっと市で動いているバス
を活用する

船の運賃代は、 所得が高い
人ほど値段が高くなる制度
にする

鹿児島を安く往来できるよ
うにする

自動運転

授業のやり方を変える！た
だ先生の話を聞くだけでな
く、グループになって、自
分の考えを相手に伝える方
法の授業にする

子供が多い家族には、 たく
さんの補助金を与えるよう
にする

防災訓練をもっと定期的に
強制的に行い、 皆の意識も
高めるようにする

地域活動でのボランティア
（ 海岸せいそう）

プラスチックを使わずに、
飲み物を買う時は、 マイボ
ト ルを持ち歩いて、 量り売
り制度にすると、資源の節
約になる

市長が、財政の使い道につ
いて、 市民に分かりやすく
伝え、 市民の意見を聞いて
調整する

現在の財政の見直しをし、
無駄な費用を見つけ出す

全国から高いお金で人を
雇って、伝統・ 郷土芸能を
継がせる

新しい踊り をつくる

種子島の伝統をもっと知っ
て興味をもつ

建物が老朽化しないよう定
期的にチェックをし、 修理
も行う

空き家を利用して介護施設
を建てる

馬毛島をアメリ カの軍にあ
げるのではなく、 再生可能
エネルギーである太陽光、
風力、 潮力を使った発電所
を作ったら、地球温暖化対
策にもつながると思う

種子島の強い風を利用し
て、風力発電に力をいれて
いく

水力発電をまたつくる

防災無線がすべての家庭に
まわっているわけではない
ので、 各家庭につけること
でつながり も強くなると思
う

種子島のPR動画を作る

高齢者のつながり をふやす
ための交流会や地域活動を
する

地域のイベント を増やし
て、積極的に参加するよう
に呼びかける

高齢者と若者で文化交流

イベント を増やし、 人々の
「 つながり」 を保つ

体験移住をもっといろいろ
な種類で行う（ 例） 農家移
住、漁師移住

子供がいる家庭を超優遇す
る

ボランティアをし、 ごみ拾
いなどを積極的にして、自
然を守る

みんなでごみ拾いをする

地域の文化を子孫へとつな
いでいく

観光客に対して島の文化を
体験してもらうツアーを行
う

建物をふやす

ゲーム機を少なくする

宿泊施設として貸し出す
無料で貸し出す

空き家の使える木材を次、
家を作るときにつかう

空き家をなにかに利用する
空き家をだれでも使える
きゅうけい所などにする

移住者に使ってもらう

空き家を壊す

老人ホームにロボット を導
入する

老人ホームをもっと多くの
人が使える広さ、設備にす
る

土地の値段を安くして農業
をしやすくする

土地、 道具を貸し出して農
業をはじめやすくする

70才以上になったら人々
は、農業以外の仕事をして
はいけないという義務をつ
くればいい

海やロケット など、 種子島
の良いところをもっとPR
し 、人口増加につなげる

種子島をいろいろな文化の
「 聖地」 として観光地化す
る

映える場所などを作り 、若
者の観光客を増やす

種子島の知名度を上げる
（ SNSで）

バスの値段を安くする

歳入を増やす（ 資源をつ
かって収入を増加）

ふるさと納税を充実させる

フリーマーケット を行う

いろいろなところにごみ捨
て場（ ごみ箱） を設置する

リサイクルごみを出さない
レジ袋を廃止してマイバッ
クを使う

ペット ボト ル禁止　水とう
を持つ

室内での冷房の設置

災害の備えをする

一人一人の災害への意識を
高めさせるために、学校以
外でも避難訓練をする

災害に備えて、ひなん場所
などをはあくしておく

伝統工芸品などの体験活動
を行い、後継人を探す

文化財をPRする動画をつく
る

文化財の模型をつくり 、お
みやげの店に置いておけば
よいのではないか

学校などで種子島の伝統な
どを体験させ、興味をもた
せる

祭りなどで若い人を中心に
毎回行うようにする

種子島でも他の県のよう
に、ツアーを行えばよいの
ではないか？（ 例） 歴史ツ
アーなど

Ｖ Ｒ を使う３ Ｄ で歴史を体
験

郷土芸能をひろうしたりし
て有名にする

体育大会とかで文化がなく
ならないようにする

伝統芸能や文化財などをど
んなものなのか説明して、
受け継いでくれる人を探す

移住してもらうためにもっ
と種子島のよさを発信する

移住者の誘致（ 特にサー
ファー）

子供を育てやすい町を作り
子供連れの移住者をふやす
（ 自然での遊び。種子島で
しかできない教育などをす
る）

移住・ 定住の呼びかけ

風力発電と太陽光発電を一
緒に行えばよいのではない
か

再生可能エネルギーの使用
を増やしていく

水素ステーションの導入

バイオマス燃料などの研究
をできるだけ早くし 、ごみ
など利用して電力をつくる
→ごみ、資源利用の減少

種子島の特産品をもっと全
国に宣伝する

日本語の看板と外国語の看
板を別に作ればよいのでは
ないか

種子島のアピールできる所
を見つけ、宣伝する

種子島に来る人々の目的を
しっかりと把握し、 多かっ
た目的を改良したり、 もっ
と宣伝したりする

地域の人々で協力し、 高齢
者の家をまわる

一人暮らしの高齢者の家に
挨拶に言ったり 、会話した
りする

高齢者のコミュニティをつ
くってつながり を保障

老人の交流イベント を行う

70代以上の人用の交流セン
ターを作るのがよいのでは
ないか

地域での交流をふやす

退職する年齢を決めない

高齢者に自宅での仕事をす
すめればよいのではないか

高齢者って働きたいのか、
意向調査 高齢者の家へホームステイ定年退職をなくす

種子島高校に宇宙開発コー
ス

特別な学科をつくる専門学校をつくる

種子島に介護士の学校をつ
くる

種子島に帰って来て働くこ
とを条件の進学援助

固定的な経費を減らす

ごみを減らしてごみ処理費
用を削減

自宅で介護を行い、定期的
に介護士が訪問するように
したらよいのではないか

介護士の給料を高くする

在住者にどんなものを作っ
てほしいかのアンケート を
行えばよいのだろうか

中学3年生に仕事について
の会を開けばよいのではな
いか

捨てているものをたくさん
分別してリサイクルする

３ Ｒ の促進（ リ ユース、 リ
デュース、 リサイクル）

家に１ つの植物を植えるこ
とを義務づければよいので
はないか

戦争を体験した高齢者から
の話をしてもらう

1年に1回、 学校で戦争につ
いての授業を行えばよいの
ではないか

健康に年を重ねられるよう
な支援→介護が減る、 高齢
化が進んでも医療費減、労
働力確保

空き家で高齢者による○○
教室、 〇〇体験

大字地域に大規模な集合住
宅を作り、 一人暮らしの高
齢者を住まわせる

屋内スポーツ施設（ プー
ル、サッカー、 野球など）
を建設し、 観光客を増やす

空き家に一人ずつ妖怪を住
まわせるツアー化を図る

空き家の有効活用→外国人
向けの宿泊施設

空き家でカフェ＋種子島の
無形文化財

学校の中で行事に取り組む
時間をつくる

種子島の子どもが種子島に
ついて学ぶ場を増やす

伝統芸能を広める→興味を
高める→後継者（ SNSな
ど）

種子島婚活週間を作る
（ バッジをつけている人に
は声かけ自由）

定期的な出会いの場（ サロ
ン的な） →結婚→出産？

島外からのお見合い。 嫁い
でもいいなと思える安定し
た生活

大学の設立

さとうきび→エネルギー工
場→エネルギー確保
→雇用

空き地を活用し、 大規模農
場会社の設立

先進アイデアを社会実験す
る島にする（ 視察客も増え
る） 「 島ルール」

自動運転やＡ Ｉ の特区化で
実証試験を行い、交通や人
手不足の解決

飛行機や船の無人化、 自動
運転

セグウェイ等のパーソナル
モビリティ機器の活用特区
（ 公道解禁）

子連れ型研修システムの導
入（ 運転免許、介護ヘル
パー等）

ロケット 産業の創出に向け
た取り組みをする

自治体出資のエネルギー会
社設立（ 自治体新電力）

バガス等を活用し、 高速
船・ フェリーを運転する。
技術開発

島内の交通をもっと便利
に。 ・ 観光客・ 職の増加

大隅半島と種子島を橋で結
ぶ

高速船の利用の少ない便を
割安にする

「 馬毛島から泳いで来よ
う」 イベント の開催

バーチャル市民。電子市民
制度。 旅行者や訪問者を準
島民として、交流人口や観
光客をふやす

島外・ 海外の人にも分かり
やすい看板・ パンフレット
を作成

観光客増→①飛行機や高速
船もなくならない②財源も
確保

台風発電（ 集風型建築等と
ハイテク蓄電）

波力or潮流発電と波の静か
な海水浴場

温泉を掘って、 地熱発電も
やる

風力発電を各家庭で台風の
際の緊張電源

再生エネルギー利用の技術
開発

出会い 出生・子育て

Uターン

移住・定住

看護・ 医療の短期大学を設
置

高齢者

高齢者労働

老人ホーム

介護医療人材

高齢者のつなが
り

教育

新設

質の向上

人口

観光地に行くバスの便をつ
くる

交通

島外と 島内 実験

空き家

活用する 壊す

職業・産業

平
和

地域・歴
史

屋久島とタイアップした観
光　登山客→流れるような
ex)高速船は必ず種子島経
由

農業

産業

エネルギー

バ
イ
オ
マ
ス

風
力

温暖化

施設

スポーツ

リサイクル

２Ｒ

３Ｒ

清掃 防災

財政

つながり

地産地消

伝統 観光

その他

社会人チーム

6班（高3女,高2男,高2女2,中３男,中1男）

1班（高2男,高2女3,中３女,中２男,中1男）

2班（高2男,高2女3,中３女,中1男）

3班（高3男,高2男,高2女2,中2女,中1男）

4班（高2女3,中３男,中２女,中1男）

5班（高3男,高2女2,中３女,中２男,中1男）

ＰＲ

農家を増やす！

農業者にしえんのお金を
送って頑張ってもらう

松戸市特産の野菜の開発
（ブランド）（市主導）

梨などをもっと売るとい
うか松戸ならではに！

強度の高い家

地震の体験 逃げ場所の確保
↑市が推進・情報提供

市街路の幅員の拡大

再生可能エネルギーの活
用化！

各学校に太陽光パネルを
つくる！

太陽光パネルの増加→市
が補助金、電気買い取り

エネルギー不足→少エネ
ルギーで使える物の開発

グリーンカーテンをもっ
と増やす

江戸川や坂川をきれい
に！！！

老人ホームの人に花を育
ててもらう（二酸化炭
素）

温暖化、地区での呼びか
け定期的に

東京から近い緑として21
世紀の森と広場を改革・
宣伝

空き家をこわし他のもの
に活用する

かたよりが出たのをわざ
とその地域の特色として
使う

松戸中央公園の改修→緑
多様な近代的公園へ

松戸で新たなキャラク
ターをつくり人を集める

イベント開催

梨祭り！梨をふるまう！

矢切りの渡しを上手に活
用！

空き屋→壊す→病院に

空き屋→壊す→農地

空き屋→活用

建物は有利に使う

有名キャラにおしえても
らう

他の地域との連携！コラ
ボ！！

イベントで募金

老人と若者が同じアク
ティビティを楽しむ企画
の実施（市）

病院を増やす

老人を外に出す→健康促
進

病院の1つひとつを大きく
して病院をふやす

生徒数の減少→学校を破
壊→新しい土地→病院

少子化問題をうったえる

産む人を増やす→結婚す
る！（25歳以上は絶対な
ど義務づける）

人を増やして働いてもら
う

2つの仕事をやっても良い
ことにする

教員→農家に

人気のない職は小中学校
にいってアピールする

教員などで余った人を人
不足のところにまわす
（例）農業・介護士

IT・アニメなど新産業の
誘致

高齢者も働けるような肉
体労働のない仕事をつく
る

税が高くならないよう
余っている人に別の職に
つかせ働かせる

高齢者で働いている人は
あまり体力を使わない職
業にする

高齢者の学校ほうもん

老人に対する常識をあた
りまえに

環境問題に対する意識を
高める

フェンスを高くして屋上
に入れるように

学校での屋上で農業体験

地球が今後どうなってし
まうかをうったえる！

小学校への温暖化の呼び
かけ→各家庭へ

具体的なグラフを小学校
に見せにいく

小学校へ高齢者の知識を
与える

教員が余る→1クラス2人
にする

募金の期間を長く！

市内校で少人数学級の実
施,アクティブラーニング
の導入,グループワーク

はいきガスを減らす呼び
かけ！小学校→家
↑市長が

学→子供→家でんたつ！

学校の子供に農業を体験
してもらいできた物を料
理などで利用する

各学校ごとに何か食べ物
を作ってその学校でたべ
る

子どもを産むときのお金
を減らす

子育て関連などで最高の
ベッドタウンを作る

健康寿命を長くするため
に、食事・運動を教室

福祉施設の増加（都心に
比べ地価が低い）

介護士を増やすために高
校等で福祉科を増やす

高齢化が進むについて、
医師や福祉関係につきた
いと思っている人をどん
どん働かせる。そうゆう
場所を作る

介護施設を増やす。ヘル
パーを身近な存在に…仕
事する人を増

医療に関して,病人,老人が
入院できない小さな診療
所でも建てたらどうか

病院をふやす

ポスター・CMなどを使っ
て、普段から心がけられ
るようにする

地球温暖化について,エア
コンやストーブなど, １日
に何時間使用OKとかの
ルールにしたらどうか

移動系の企業の誘致
↑ex.デリバリー企業

空き家を壊したところに
新しい家をつくる

使わない土地を畑や田ん
ぼにする

空き地を利用したコミュ
ニティガーデンなど

職場体験をする回数を増
やす

機械的農業を取り入れて
色々な世代の人たちが作
業しやすくする。呼びか
け？

幅広い農作物を生産する

地産地消の推進

野菜などの直送グループ
を作って活動する

輸入がストップされた場
合、今、農家などが減っ
ているから、松戸市に何
万人か何千人か、農家に
なるのを義務づけるの
は？できる場所を増やし
たらどうか

耐震工事を様々な場所で
行う

建物を補強したり家具を
固定するように呼びかけ
る

買いやすい値段の家具の
固定器具を売る

緑（木）を増やす

ゆるキャラを市に散りば
める

ツール・ド・江戸川の開
催

観光客を呼び込む江戸川
サイクリングロードを
使った自転車イベント

みんなが自分の市がつ
くっている食材を買った
りする

デパートを市が買い取り
産業支援

出典資金を補助して、
ラーメンデパートをつく
る

食料自給率を上げるため
に農業、水産業などを補
助

周りに呼びかけなどを取
り組む

色々な人が松戸の食べ物
を知ってもらうためにイ
ベントをやる

あまった土地などを活用
し、高齢でも働けるよう
な場所をつくる

使われていない土地を利
用し、子どもが遊べるよ
うなところをつくる

元学校などの広いスペー
スを病院にしたり、介護
士が減少していることを
ふまえ、養成所をつくる

空き家診療所

もとは学校だった土地を
地域の人達の交流の場所
や遊び場所として使う

高齢者労働組合
高齢者を働かせてお金を
稼ぐ。さらに動いて健康
に

介護士を増やす取り組み
をする

介護士を増やすために
「呼びかけをする」など
の工夫をする

働く人の収入を増やす

公務員の数を減らす

50～70の人でもできる仕
事があったらやってもら
う

宿泊施設（ペンションな
ど）の増加

リーダー育成。若い人が
年をとったときに下の世
代に継げる政策

他市との連携で就業人口
を他市とならす

税金を少し上げる

税を増やす代わりに物価
を安くする

農業センター、直売所を
つくる

東京の人に松戸で週末な
ど農業をしてもらう

若い農業者への受給制度

使っていない土地を空き
地にして、子どもの遊び
場にする

子どもと大人で運動

ウォークスタンプラリー
でゴミ拾い

空き家を仮病院にする

先生を減らして病床を増
やす

介護を家でもできるよう
な制度

介護施設を増やす

大人の「体育」義務化

自転車で暮らしやすいま
ち

ガソリンをあまりつかわ
ないようにする

エネルギーを増やす

ソーラーパネルを空いて
いる土地に置く

公共機関のすすめ
もったいない運動を世の
中に広める

江戸川で涼む

ゴミの分別をきちんと

ゴミはゴミ箱に

川をきれいにする

市の災害意識を高める

災害についての認識を広
げる（ＨＰ，災害Ｄａ
ｙ、呼びかけなど）

小中学校の集約

市外からの子供を受け付
けて増やす

先生の受け入れを減らす

空き家を何らかの施設に
する

子どもが安全に遊べる柵
等つきの園をつくる

高齢者に優しいまちづく
り

長生きできるような町を
つくる

小学校・保育園からの英
語の授業の義務化

東京五輪に向けて外国人
が来ても困らないように
グローバル化

＜介護＞介護需要は必ず
増える。給与や職業とし
てのサービスの見直し

＜介護＞高齢者が元気に
暮らせるまちづくり（健
康な体→適度な運動）

介護士の公務員化

＜災害＞地域コミュニ
ティの強化(災害時におけ
る人と人との助け合い)

＜あつい＞エコの歌をつ
くり環境意識をつける

エコのロックミュージッ
クを作る

＜高齢化社会＞定年の延
長→長く働ける環境

定年退職制度を上限を上
げ年金受給年数を減らす

＜財政＞地方特別税（市
民に納得してもらえるよ
うな税）

税の用途を表明

公務員の競争をさせる
（民間同様）教師など…

教職の定員を絞る

<少子化>婚活サポートの
充実(ブライダル業界と連
携し子育て世帯を増やす)

「結婚したい」を応援す
る

＜少子高齢化＞子育てし
やすいまちづくり
（WLB、待機児童、収
入、交通アクセスなど）

育休・産休を経済支援

結婚のための資金援助

子どもを独占

＜職種＞強みのある産業
作り（第１産業ならそれ
の強化。まつどならでは
の強み）

農業を若者向けにアピー
ル

20～40代の農家に資金援
助

企業の競争緩和。育休・
産休の取得強化

残業を減らす（法的に）

＜自然＞空き家の有効活
用（足りないものを足し
ていく）

余剰生産物の再利用（資
源の再利用）

教育の拡充（高齢者の方
への尊敬や、個人の尊厳
の教育）

再生エネルギーの利用・
開発。地熱をうまく活用
できない（資金・場所が
問題）

公的資金の費用見直し

冷房による電気需要増加
や地球温暖化の原因とな
るため、夏休みの期間を
若干増やしその代わり土
曜を授業とする。冷房を
使わない

子どもの心理的ケア施設
の設備拡大

子育てにかかる費用手当
の充実。税金免除や教育
費負担

子育て

財政

病院

介護施設

高齢者労働

長生きできる街

高齢者健康

介護士公務員

イベント

災害

働き方 教育

新産業就業体験
交通 公園・施設

ごみ・３Ｒ

育成

空地

空き家

美化・浄化

緑

温暖化啓発

エネルギー
農業・食料

高齢化教育
まつど未来
ワークショッ
プ（中高大学
生対象）の政
策提言
2017.10.14

1班 中2男1・
女3、大2男1

2班 中2男1・
女3、大2男1

3班 中2男1・
女2、大2男1

4班 中2男1・
女2、大2男1

5班 大1男1、
大3男2、大4男1
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にしのおもて未来ワークショップでの事前／事後アンケート結果より抜粋
（2018.8.29 中学生15名、高校生22名参加）

栗島英明・谷田川ルミ・中井美和「にしのおもて未来ワークショップ報告資料」2018 年11 月6 日

にしのおもて未来ワークショップでの事前／事後アンケート結果より抜粋
（2018.8.29 中学生15名、高校生22名参加）

栗島英明・谷田川ルミ・中井美和「にしのおもて未来ワークショップ報告資料」2018 年11 月6 日
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東北大学大学院環境学研究科における実験ワー
クショップ（2017年7月13日）

実験ワークショップ参加者 東北大学大学院環境学研究科集中講義「先
進社会環境学演習Ⅰ」の受講者41名（おもに理系）

ワークショップの進行
アイスブレーク（マトリクス自己紹介、並び替え）
仙台市長に提言したいことのアイディア出し、とりまとめ
仙台市の未来カルテの説明（項目ごとにメモ取り時間を設ける）

未来カルテを踏まえて仙台市長に提言したいことのアイディア出し、
とりまとめ

＜アイディア出しに当たっては、ワールドカフェ方式で他班に移動し、
途中で他班の作業状況を見る時間を設けた＞

実験ワークショップをつうじて、未来カルテ情報（持続可能性アセスメ
ント情報）の公共的市民育成効果を確認した。
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中心部限定の簡易タク
シー

ウーバー導入

タクシープールの増設

地下鉄をもっと海側まで
延ばして利用者を増やす

ICSCA学割

仙台市中の道路を走る自
家用車を制限し、自家用
車を利用している人に地
下鉄を利用させる

混雑する道路では路駐禁
止、時間帯によって走行
用、タクシー用、バス用

学校の始業時間を一時間
遅くする

○時間まで無料の駐輪場
の整備

銀杏をフルーツの木にし
て観光地化

銀杏対策 落ちる、落ち
た頃に清掃、あらかじめ
摘み取り

秋も路面の清掃を行う

仙台市内のシンボル（タ
ワーなど）

市内に銭湯（やすらぎの
湯）

駅沿線の観光スポットを
設定し広報する

観光客は公共交通機関を
安く使える（観光地の活
性化）

観光地循環バス（温泉地
の松島など）夏期、GWな
ど

海側にニュータウンを計
画する 大きい公園もジ
ムも市営のスポーツ施設を中

心部に作る

河川敷に運動場を整備

ごみの分別方法を簡便化
し、厳しくする

仙台市の最低賃金を1000
円にする

夜間の警護（住宅地周
辺）

青葉山の開発（飲食店な
ど）

遊べるエリアを駅周辺以
外にも作る→人の過密化
を抑える

東北大学川内キャンパス
近くに飲食店やカラオ
ケ、雀荘を誘致する

観光地、名所のアピール
（ツアー等）

電動自転車の貸し出し台
数を増やす

Dateバイクみたいなのを
もっと大規模に行いみん
なが手軽に使えるように
する

自動車専用道路を作り、
自転車を優遇

自転車通勤補助金→渋滞
対策

住宅街は道狭いから広く
してほしい

銭湯作ろうぜ計画 交通
の便が比較的優れている
地下鉄の駅付近に銭湯を
つくります。

銭湯が少ない（市内）
（スーパー銭湯など）の
で、設置すべき

街の拡大と銭湯開発

駐輪場が少なく原付や自
転車が多いことを考える
と無料の駐輪場も多くす
べき

地下駐輪場をつくる

公共交通網の拡大

道路網の整備 中心部への車の乗り入れ
の禁止

仙台を囲むような環状線
を作る道路

キャッチ禁止の条例を作
る 繁華街の管理を重視する

プロパンガス→都市ガス
の整備

広瀬、青葉通バス運行本
数の増加

学生は地下鉄半額にする
制度

自転車通勤を増やすため
に電動自転車補助

タクシーの数を規制

空き家をつぶして何かす
る

八木山にコンビニ増やす

くま倒した人に賞金

高速道路の規制されると
きが多い

仙台駅近郊以外の娯楽施
設

地下鉄東西線近くの発展

道路の改修

タクシーエリアをしっか
り決める

路駐見つけて通報したら
賞金

道路を広くして路駐エリ
アを設ける

交通マナー強化期間みた
いなのを設けて定期的に
取り締まる

最低賃金の引き上げ

公共交通機関の利用料金
の引き下げ

国分町クリーン大作戦

ごみの分別を徹底し、焼
却コストを減らして、ゴ
ミ袋を安くする

新キャラに賞金

人を分散させるため郊外
に何かつくる

公共施設を増やすことに
より人の密集を減らし、
市民交流を活発に

路面凍結前に除雪車投入
と凍結防止剤散布（初動
対応を素早く）

有料ゴミ袋を廃止して、
分別を促す

ごみを分別しやすくする
それ用の回収箱をゴミ捨
て場に設置するとか

イチョウの木の伐採によ
りやや減少させる

知事のバーターをつねに
サンドイッチマンにして
宮城をアピール

ベニーランド廃業＆新規
レジャー施設

郊外にレジャーランドを
つくる

大型商業施設の誘致、増
設の検討 観光施設の活
性化

24時間居酒屋を増やす

自転車の駐輪場を増や
し、料金を安くする

駐輪、駐車設備の増加、
無料化の政策

小学生に交通安全標語を
つくらせウインカーを出
せと促す

仙台市内における道路整
備広く、わかりやすく

仙台市内における交通
ルールを警察の取り締ま
りで徹底する

地下鉄利用でポイント10
倍

地下鉄をはりめぐらしバ
スの台数を減らしてい
く。

道路整備

交通マナー
路駐取締

自転車

公共交通機関

地下鉄

バス 4件イクスカ 2件

タクシー

繁華街の治安美化

道路改修
凍結防止

運動施設

大型店誘致

密集防止銭湯

観光 シンボル

娯楽施設

大学周辺開発

最低時給値上げ
広報くまいちょう

ごみ分別

その他

未来カルテ講義前の政策提言
2017年7月13日
＠東北大学大学
院環境科学研究
科

18件

10件

6件

5件

9件 2件

4件

11件

6件

10件

4件

2件

5件

6件

5件

8件

8件

3件

17件

21件

9件

27件

未来カルテ講義前
の政策提言

現在の自分の生活領域
の利便性の向上に主な
関心がおかれている。

とくに交通関係が約半
数を占めている。

燃料電池など環境関係
の研究をすすめている
大学院生も多く参加し
ていたが、その内容は
政策提言に反映されて
いない。
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公共施設の集約化

65歳以上の医療負担費を
増やす

バス路線の一日当たり盛
者数の一定基準を下回っ
たらデマンドタクシーに
転換する

原付免許を持てる年齢を
引き下げ、多くの子ども
が多くにある学校に行け
るようにする

水素社会実現のためのプ
ラットフォームづくり
（燃料電池、電気分解を
コアとした社会の実現）

国際木材チップの優先買
い付けにより林業従事者
の収入を増やす（バイオ
マス燃料用）

宮城発の農業会社 農業
強化宮城ブランド

地下鉄の駅近くの家、マ
ンションに人々を住まわ
せるようになる

住みやすく就業しやすく
するため地下鉄新設など
郊外へのアクセス(車以外
でも）をよくする

保育施設への投資は中心
市街地よりも郊外への投
資を重視する

運動場、公園と一体と
なったコミュニティづく
り

学校の開いている場所
時間を使ってジム？ 若
者向け、高齢者向け

健康な人を増やす（病院
の自費化（生活習慣
病）、たばこ税）

新卒に対して住居や奨学
金返済の補助手当を付
け、仙台への生産年齢人
口を増やす

学校で仙台に魅力がある
ことを示し、若者に仙台
に残ってもらう。

長期間使われない空き家
を解体し、その跡地に
ソーラーパネルを設置で
きるように促進する

独身税

医療、介護従事者の待遇
改善

ICTの導入により労働生産
性向上（とくに第3次産
業）

ストックの維持管理を長
期的に賄えるような資産
運用

使われない道路を廃止し
ていく。

バリアフリーなまちづく
り

65歳以上の人の社会貢献

公有財産→未使用施設、
空き家の利用 介護、医
療施設に回すとか

介護を学ぶ人のための奨
学金

農作物、加工品（酒）の
海外輸出促進

若者向けの街コンをより
多く企画

子どもを育てやすいよう
に補助金や保育所の充実

住宅街周辺（家賃安いと
こ）にもレジャー施設や
スーパーなどを増やす

人口減・若者の地域事業
への参加を促す→帰属意
識

風が強いことを活かして
風力 海があることを活
かして潮力

再生可能エネルギー開発
導入への補助金

産業機械の開発に視点を
向けた教育

他の市との連携協定をつ
くる

保育／教員のあまり→出
生率低下→子育てしやす
い環境作り、育休、補助
金など？

教育者を減らして他の職
に就く人数を増やして生
産性を高める

農業従事者の増加を促す
ため後継者を作るための
システムを作る。農業学
校を多く作る。

公共交通網の充実（特
に、バス、電車；車を減
らす）

大人向けの食育

スポーツ、アクティビ
ティの活性化と情報発信

介護従事者が増加すると
少ない生産人口がもった
いないのでロボットなど
の策を導入する

お年寄りがアルバイト
（仕事）しやすい社会環
境作り

介護学校を増やし、増加
する要介護者を助けよう

高齢者のためにやっぱ銭
湯作ろう

病床施設を増やす、もし
くは介護受給者のための
大きな施設を郊外に作る

シルバー向けのテナント
施設を増やす

結婚補助金

地熱発電の推進（蔵王と
か？）

農家の後継者に補助金

食料は輸入に頼るものは
頼る

副業農家の推進、補助金
宮城産農作物のブランド
力向上に向けたPR活動の
強化（農業人口の改善）

技術性が高い機械を農民
に推薦して効率を上げる

廃校等の農地化

賃金の向上、現在、低賃
金の職の給料を上げる

産業の活性化 企業の補
助金を出す

将来不足すると考えられ
る仕事の給料や待遇を良
くし、過剰に思われる仕
事の条件を下げる

住みよい街作り 道路を
広く、緑を植える

住宅シェアリングなど新
たな価値創造(遊休資産の
有効活用）

たばこ税の増税（健康寿
命の増進、病床数の改
善）

少子高齢化対策として育
児支援

移民の受け入れ ０～50
歳の外国民受け入れによ
り生産年齢人口を増加さ
せる

介護職の待遇向上、施設
整備の充実

就労者の働き方改善（定
時退社、効率改善、自宅
介護の促進）

教育一人当たりの生徒数
が減るので、教育を充実
(少人数教育など）

保育士･教員に介護士の資
格取得の補助

シニアスクールの設置
（保育士余りの改善、保
育士＝子どもを世話する
という概念の変化）

教師の数を減らしてその
分を介護へ

介護士の賃金向上

医療、介護の資格を取り
やすくする

公的財産を売って民間に
ゆだねる

集合住宅を増やしてイン
フラ整備をしやすくする

日頃の活動によりボケを
防止し、施設に入らせな
い

定年後の農業支援 ボケ
対策

田んぼを壊さない

バイオマス熱利用に着手
する

小学校･中学校統合→校舎
の病院とか グランドの
農地

高齢者に対する医療費が
高まるため年金を減らし
医療費に充てる

車とか原付とか交通手段
のシェア

保育園を老人ホーム化

イキイキ運動によって自
立させる在宅介護の充実 医師を

増やす 要介護等基準の
明確化

高齢者の知恵を吸い出す

安楽死

若者が仙台から出て行か
ないように 娯楽施設を
充実させる

仙台市郊外に企業の工場
誘致（助成金、最初の数
年は法人税減額）

外国人労働者の受け入れ

新幹線の割引（観光地と
してのアピール）

キャッチフレーズ「田舎
でのびのび」

住宅を集めてムダな土地
を減らす

建設業はインフラの改修
などで必要 補助金をだ
す

農地を無料で貸し出し
共同で農作物を作ること
で、耕地を守る

学校教育で農業体験 農
業に関する教育

農業従業者数の減少対策
として農業従業者への補
助金制度を創設

農業の雇用を促進アピー
ル

再生可能エネルギーの積
極的導入導入促進（市独
自の太陽光パネル、蓄電
池助成金）

太陽熱エネルギーを使っ
た熱化学サイクル技術の
導入

定年の年齢を引き上げる
脳トレによるボケを抑え
る

高齢の労働者を大切にす
る（賃金、環境等）

生活習慣病等の医療費一
部自費化

利益の少ない市の土地を
民間に売却

高齢になっても働ける
人、働きたい人への仕事
紹介

人口の増加のために他県
からの転入を薦める 職
の紹介や住宅など

空いた建造物を老人ホー
ムへ改修

介護士や医師のための助
成金や目指す学生への無
利子の奨学金

医療、介護施設･設備従事
者の増加

介護士の支援を手厚く
し、介護士になりたい人
を増やす

子どもを産んでもらうた
めに2人以上子どもがいれ
ば税金など安くする

再生可能エネルギーの利
用割合の増加

バイオマス発電への参入
を農家とともにとりくむ

燃料電池による自然エネ
ルギーの利用を広げてい
く

空き家や空き農地をつぶ
して太陽光パネルや風力
発電機を設置

農地(更地）を市が買い
取って大規模な耕地をつ
くり人を雇って働かせる農家で跡継ぎを募集して

いるところは仙台市が代
わりに広告活動をする

農業、林業のための海外
に負けないための支援や
補助、相談所など

学力ごとにクラスを分け
て、学習の競争を促す

子どもための安心安全の
街作り＋公園を増やす＋
保育･幼稚園

未来カルテ講義後の政策提言

2017年7月13日
＠東北大学大学
院環境科学研究
科

人口

保育

高齢化

農林業

その他

まちづくり

再エネ

産業

公共施設

公共交通

原付

就業構造
労働環境

若者

移民・転入

教育

高齢化に伴い公共交通機
関（特にバス）の発達

高齢化に伴って事故が増
えるので、交通マナーの
改善、タクシーの整備

集約化

シェア

バリアフリー

知恵
農業へ

交通

介護ロボ

介護人材育成

医療費

高齢者向け施設

介護施設 病院 健康維持

介護士待遇改善

高齢労働

教育

農地

効率化

後継者

ブランド化

従事者支援

大学院生41名参加
7班に分かれて実施
（色は班を示す）

税･補助金 ふたりっこ

安楽死

17件

5件

9件

8件2件 9件

9件

2件
3件

6件

4件

6件

9件

3件

10件

3件

4件

4件

14件

8件

29件3件

5件

6件

6件 3件

3件

2件

5
件6件

5件

7件

35件

7件

5件

2件

22件

7件

未来カルテ講義後
の政策提言

将来のことを考え、ま
た、さまざまな世代や
産業のことを考えた政
策提言に進化した（時
間的視野、空間的視野
の広がり）

自らの研究分野（エネ
ルギー）にも絡めた提
言が行われた

高齢者増加を踏まえた
交通整備、若者に仙台
の魅力を伝えて人口流
出を防ぐなど、交通・
若者に関する提言も公
共性を帯びたものに
なった

分野間をまたがる提言
が行われた
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物理的な資本基盤（人的・人工・自然）については、このまま推移する
場合の近未来の状況を予測することは、ある程度できるのではないか。

その予測を「気づきのための予測」として、将来あるべき姿との乖離を
どのように埋めるのかという形での、バックキャスティング型政策形成
に用いることができる。これは、長期的な視点での政策形成に寄与する。

また、地域の将来を担う若い世代にこのような政策形成に参加してもら
うことによって、公共的市民を育成する効果が期待できる。
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人
口

や
施
設

等
の

地
図

上
で

の
分

析
の

方
法
の
例

ア
ク
セ
シ
ビ
リテ
ィ分

析
と将

来
人
口
増
減
率
の
重
ね
合
わ
せ

○
A

.河
内
長
野
市

・河
内
長
野
市
は
、
「河
内
長
野
市
立
地
適
正
化
計
画
」（
河
内
長
野
市
平
成

31
年

3月
）
策
定
に
際
し、
人
口
増
減
率
に
基
づ
き色

分
け
した

10
0m
メッ
シ
ュ、
路

線
デ
ー
タ、
最
寄
りの
公
共
交
通
（
バ
ス
停
・鉄
道
駅
）
まで
の
アク
セ
シ
ビリ
テ
ィの
メッ
シ
ュを
重
ね
合
わ
せ
、将

来
の
人
口
増
減
率
と公

共
交
通
路
線
網
の
関
係
を示

す
マッ
プを
作
成
した
。

各
プ
ロ
セ
ス
へ
の
対
応
状
況

プ
ロ
セ
ス

対
応
状
況

①
デ
ー
タ
セ
ッ

ト
の
収
集
・

作
成

•人
口
増
減
率
に
基
づ
き
色
分
け
し
た

10
0m

メ
ッ

シ
ュ：

「将
来
人
口
・世
帯
予
測
ツー
ル
」（
国
土

技
術
政
策
総
合
研
究
所
）
を
用
い
て
作
成
した

•路
線
デ
ー
タ
：
国
土
数
値
情
報
か
ら取

得
した

•最
寄
りの
公
共
交
通
（
バ
ス
停
・鉄
道
駅
）
ま
で

の
ア
ク
セ
シ
ビ
リテ
ィの
メ
ッシ
ュ：

「ア
クセ
シ
ビリ
テ
ィ

指
標
活
用
の
手
引
き」
（
国
土
技
術
政
策
総
合
研

究
所
）
に
基
づ
き
、最

寄
りの
公
共
交
通
まで

30
分

以
内
の
範
囲
に
居
住
す
る人

口
の
割
合
を算

出
して

作
成
した

②
マ
ップ

作
成

•①
で
作
成
した
デ
ー
タセ
ット
を重

ね
合
わ
せ
て
マッ

プを
作
成
した
。ツ
ー
ル
は

Ar
cG

IS
を用

い
た

③
マ
ップ
に

基
づ
く分
析
・

計
画
策
定

•作
成
した
マ
ップ
か
ら都

市
交
通
の
課
題
を分

析
し、

アク
セ
ス
が
良
好
な
公
共
交
通
が
便
利
な
地
域
へ
の

居
住
誘
導
を図

る
必
要
性
を
確
認
。
「河
内
長
野

市
立
地
適
正
化
計
画
」（
河
内
長
野
市
平
成

31
年

3月
）
を策

定
した

■
最
寄
り公

共
交
通
ア
ク
セ
シ
ビ
リテ
ィ

■
最
寄
り鉄

道
ア
ク
セ
シ
ビ
リテ
ィ

資
料
９
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人
口

や
施
設

等
の

地
図

上
で

の
分

析
の

方
法
の
例

○
B.
北
九
州
市

・北
九
州
市
は
、「
北
九
州
市
立
地
適
正
化
計
画
」（
平
成

29
年

4月
）
策
定
に
際
し、

20
40
年
の
町
丁
目
・字
別
の
人
口
（
人
口
、人

口
密
度
、高

齢
者
人
口
、高

齢
化
率
、年

少
人
口
、人

口
増
減
率
・人
口
密
度
増
減
）
と、
公
共
交
通
路
線
網
、生

活
サ
ー
ビス
施
設
等
の
ポ
イン
トデ
ー
タを
重
ね
合
わ
せ
た
マッ
プを
作
成
し、
施
設

周
辺
の
人
口
密
度
等
の
分
析
を行

った
。

各
プ
ロ
セ
ス
へ
の
対
応
状
況

プ
ロ
セ
ス

対
応
状
況

①
デ
ー
タ
セ
ッ

ト
の
収
集
・

作
成

•町
丁
目
・字
別
の
将
来
推
計
人
口
：
国
勢
調
査

（
小
地
域
集
計
、年

齢
（
５
歳
階
級
）
）
を基

準
に
、コ
ー
ホ
ー
ト要

因
法
を用

い
て
、町

丁
目
・字

別
に

20
10
年
か
ら2

04
0年

の
人
口
密
度
増
減
等

を推
計
した

•公
共
交
通
路
線
網
、生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
（
商

業
施
設
、医
療
施
設
、老
人
福
祉
施
設
）
の
位

置
：
国
土
数
値
情
報
や
各
企
業

H
Pか
ら取

得
した

②
マ
ップ

作
成

•①
で
作
成
した
デ
ー
タセ
ット
を重

ね
合
わ
せ
て

マッ
プを
作
成
した
。ツ
ー
ル
は

Ar
cG

IS
を用

い
た

•地
図
上
の
町
丁
目
・字
別
人
口
等
に
、公

共
交

通
路
線
網
や
、生

活
サ
ー
ビス
施
設
を重

ね
て
表
示

した •公
共
交
通
路
線
網
（
鉄
軌
道
駅

50
0m
圏
、バ

ス
停

30
0m
圏
）
と町

丁
目
・字
別
将
来
人
口
密

度
や
高
齢
化
率
を
重
ね
合
わ
せ
た
図
も
作
成
した

•商
業
施
設
に
つ
い
て
は

50
0m
商
圏
人
口
で
色

分
け
した
図
を
作
成
した

③
マ
ップ
に

基
づ
く分
析
・

計
画
策
定

•居
住
誘
導
区
域
と都

市
機
能
誘
導
区
域
を検

討
す
る
際
に
、作

成
した
マッ
プ
を使

用
した

•医
療
施
設
、老

人
福
祉
施
設
に
つ
い
て
は
施
設
が

立
地
す
る
町
字
人
口
密
度
平
均
を算

出
す
る
等
の

分
析
を実

施
した
「北
九
州
市
立
地
適
正
化
計
画
」

（
平
成

29
年

4月
）
を策

定
した
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人
口

や
施
設

等
の

地
図

上
で

の
分

析
の

方
法
の
例

○
C.
松
山
市

・松
山
市
は
、「
松
山
市
立
地
適
正
化
計
画
改
訂
版
」（
平
成

31
年

3月
）
の
策
定
に
際
し、

20
40
年
に
お
け
る

50
0m
メッ
シ
ュ別

の
人
口
、海

岸
線
や
行
政
区
域
な

ど基
礎
デ
ー
タ、
公
共
交
通
路
線
網
、生

活
サ
ー
ビス
施
設
等
の
ポ
イン
トデ
ー
タを
重
ね
合
わ
せ
た
マッ
プを
作
成
し、
将
来
に
お
け
る
公
共
交
通
利
用
圏
内
の
人
口
集
積
度

の
分
析
や
、都

市
機
能
誘
導
区
域
設
定
の
検
討
に
使
用
した
。

各
プ
ロ
セ
ス
へ
の
対
応
状
況

プ
ロ
セ
ス

対
応
状
況

①
デ
ー
タ
セ
ッ

ト
の
収
集
・

作
成

•現
況
の
人
口
メ
ッシ
ュデ
ー
タ
：
「e

-S
ta

t」
（
政

府
統
計
の
総
合
窓
口
）
か
ら取

得
した

•2
04

0年
の

50
0m

メ
ッシ
ュ別

の
人
口
（
人
口
、

人
口
密
度
）
：
社
人
研
の
将
来
人
口
推
計
結
果

と、
現
況
の
メッ
シ
ュ人

口
デ
ー
タを
も
とに
推
計
した

•海
岸
線
や
行
政
区
域
な
ど基

礎
デ
ー
タ
：
国
土

数
値
情
報
か
ら取

得
した

•公
共
交
通
路
線
網
、生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
（
医

療
施
設
、介
護
・福
祉
施
設
、子
育
て
支
援
施
設
、

商
業
施
設
）
の
位
置
：
公
共
交
通
路
線
網
は
、

国
土
数
値
情
報
をベ
ー
ス
に
都
市
計
画
図

（
1/

2,
50

0）
に
整
合
す
る
よう
に
編
集
。生

活
サ
ー
ビス
施
設
は
個
々
の
施
設
住
所
か
らG

oo
gl

e
M

ap
な
どに
より
座
標
を取

得
した

②
マ
ップ

作
成

•①
で
作
成
した
デ
ー
タセ
ット
を重

ね
合
わ
せ
て
マッ

プを
作
成
した
。ツ
ー
ル
は

GI
Sソ
フト

SI
Sを
用
い
た

•公
共
交
通
網
お
よび
公
共
交
通
利
用
圏
や
生
活

サ
ー
ビス
施
設
とメ
ッシ
ュ別

将
来
人
口
密
度
を重

ね
合
わ
せ
た
図
を作

成
した

③
マ
ップ
に

基
づ
く分
析
・

計
画
策
定

•作
成
した
マッ
プ
か
ら、
将
来
に
お
け
る
公
共
交
通

利
用
圏
内
の
人
口
集
積
度
を
分
析
した
。ま
た
、都

市
機
能
施
設
の
存
続
困
難
地
域
の
把
握
や
、存

続
が
見
込
まれ

る
都
市
機
能
施
設
は
都
市
機
能
誘
導

区
域
に
含
め
る
な
ど、
区
域
設
定
に
活
用
した

•医
療
施
設
や
高
齢
者
福
祉
施
設
等
に
つ
い
て
、1

施
設
当
た
りの
徒
歩
圏
内
人
口
密
度
を算

出
す
る

等
の
分
析
を実

施
した

•「
松
山
市
立
地
適
正
化
計
画
改
訂
版
」（
平
成

31
年

3月
）
を策

定
した

公
共
交
通
の
利
用
圏
と人

口
密
度
（

H
52
）
↓

都
市
機
能
施
設
の
立
地
状
況
と

人
口
密
度
（

H
52
）
→
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人
口

や
施
設

等
の

地
図

上
で

の
分

析
の

方
法
の
例

○
D

.南
砺
市

・富
山
県
南
砺
市
は
、｢

M
Y 

CI
TY

 F
O

RE
CA

ST
（
デ
ジ
タル
南
砺
研
究
会
版
）
｣を
用
い
て
、2

04
0年

の
各
指
標
に
つ
い
て
将
来
推
計
を実

施
（
東
京
大
学
生
産

技
術
研
究
所
関
本
研
究
室
等
と共

同
研
究
）
し、
街
の
将
来
を考

え
る
ワー
クシ
ョッ
プや
研
究
会
を開

催
した
。

各
プ
ロ
セ
ス
へ
の
対
応
状
況

プ
ロ
セ
ス

対
応
状
況

①
デ
ー
タ
セ
ッ

ト
の
収
集
・

作
成

・｢
M

Y 
CI

TY
 F

O
RE

CA
ST
｣の
アプ
リケ
ー
シ
ョン

内
に
組
み
込
ま
れ
て
い
るた
め
、自

治
体
側
で
デ
ー
タ

セ
ット
の
収
集
・作
成
は
不
要

※
M
Y

CI
TY

 F
O

RE
CA

ST
は
、国

勢
調
査
、国

土
数
値
情
報
等
を基

に
、2

01
5年
～

20
40
年
に

想
定
され
る
居
住
地
域
の
環
境
を5

00
m
メッ
シ
ュで

可
視
化
した
も
の
が
ベ
ー
ス
とな
って
い
る

※
指
標
とし
て
、選

択
した
地
域
に
お
け
る
、人

口
動

態
や
、医

療
施
設
、学

校
、行

政
施
設
（
市
役
所
、

支
所
、体

育
館
、コ
ミュ
ニテ
ィセ
ンタ
ー
等
）
へ
の
ア

クセ
ス
時
間
を
確
認
で
きる

②
マ
ップ

作
成

・オ
リジ
ナ
ル
版
は
「M

Y 
CI

TY
 F

O
RE

CA
ST
」の

UR
L(

ht
tp

s:
//

m
yc

ity
fo

re
ca

st
.n

et
/)

に
アク
セ
ス
し、
プル
ダウ
ンで
市
町
村
名
を選

択
・他
市
町
村
も
南
砺
市
と同

様
の
マッ
プ作

成
が
可

能
（
※
一
部
選
択
で
きな
い
団
体
も
あ
る
）

③
マ
ップ
に

基
づ
く分
析

•2
01

6年
に
東
大
関
本
研
が
｢M

Y 
CI

TY
FO

RE
CA

ST
｣を
用
い
て
、南

砺
市
を題

材
とし
た

ワー
クシ
ョッ
プを
開
催
。市

職
員
が
参
加
し、
南
砺

市
の
公
共
施
設
施
策
を
検
討

•2
01

9年
６
月
よ
り、
東
京
大
学
生
産
技
術
研
究

所
関
本
研
究
室
、市

内
で
産
学
官
連
携
の
コー
デ
ィ

ネ
ー
トな
どを
行
う(
株

)ま
とめ
る
専
門
家
、関

本
研

究
室
の
関
本
義
秀
准
教
授
が
代
表
理
事
を務

め
る

(一
社

)社
会
基
盤
情
報
流
通
推
進
協
議
会
が
主

催
す
る
、「
デ
ジ
タル
南
砺
研
究
会
」を
開
催
。可

視
化
・分
析
した
デ
ー
タを
まち
づ
くり
に
活
か
す
研
究
を

進
め
て
い
る

マ
ップ
作
成
の
方
法

ht
tp

s:
//

m
yc

ity
fo

re
ca

st
.n

et
/

「M
Y 

CI
TY

 F
O

RE
CA

ST
」の

トッ
プペ
ー
ジ
で
市
町
村
名
をプ
ル
ダ

ウン
で
選
択

地
域
別
の
人
口
や
、医

療
施
設
、

学
校
へ
の
アク
セ
ス
に
つ
い
て
、

20
40
年
の
将
来
値
が
表
示
され
る

画
面
は
、デ
ジ
タル
南
砺
研
究
会
版
用
に
改
良
した
も
の

ht
tp

s:
//

na
nt

o.
m

yc
ity

fo
re

ca
st

.n
et

/
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地
図
上
で
の
分
析
を
政
策
検
討
に
活
か
し
た
事
例
①

○
新
潟
県
新
潟
市
で
は
、
G
IS
と
将
来
人
口
推
計
デ
ー
タ
を
用
い
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
現
状
や
将
来
を

定
量
的
に
評
価
し
、
「
選
択
と
集
中
」
に
よ
る
合
理
的
施
設
配
置
を
明
ら
か
に
し
た
。

取
組
名

コミ
ュニ

テ
ィ系

施
設

（
公

⺠
館

等
）

の
設

置
基

準
と政

策
評

価
実
施
団
体

新
潟

市

取
組
概
要

•
公

的
統

計
とG

IS
を

⽤
い

た
⾏

政
サ

ー
ビス

の
定

量
評

価
•

公
的

統
計

とG
IS

を
⽤

い
た

⼈
⼝

減
少

を
前

提
とす

る
都

市
経

営
使
⽤
した

ア
プ
リケ
ー
シ
ョン

Ar
cG

IS
 D

es
kt

op

活
⽤
して
い
る

デ
ー
タ

•
国

勢
調

査
（

総
務

省
統

計
局

）
•

将
来

⼈
⼝

推
計

（
国

⽴
社

会
保

障
・⼈

⼝
問

題
研

究
所

）
•

施
設

情
報

（
延

床
⾯

積
、建

築
年

、構
造

）
（

新
潟

市
）

等

取
組
内
容

新
潟

市
で

は
、2

00
7年

の
市

町
村

合
併

に
伴

い
、多

くの
公

共
施

設
を

保
有

す
る

こと
とな

った
。こ

れ
らの

公
共

施
設

は
、合

併
す

る
ま

で
、旧

市
町

村
の

そ
れ

ぞ
れ

の
政

策
判

断
に

よ
り整

備
され

て
お

り、
今

後
、公

共
施

設
の

維
持

管
理

費
の

増
⼤

や
⼈

⼝
減

少
に

よ
る

遊
休

施
設

の
出

現
が

予
測

され
る

た
め

、公
共

施
設

の
再

配
置

計
画

策
定

が
必

要
とな

った
。

ま
ず
現
状
分
析
とし
て
、国
勢
調
査
とG
IS
を
活
⽤
し、
利
⽤
者
⽬
線
で
⾏
政
サ
ー
ビス
を
定
量
評
価

した
。

具
体

的
に

は
、⾏

政
区

域
（

市
町

村
の

境
界

）
デ

ー
タ、

国
勢

調
査

の
⼩

地
域

別
⼈

⼝
デ

ー
タ及

び
、施

設
配

置
デ

ー
タを

GI
S上

で
重

ね
合

わ
せ

た
。あ

る
町

丁
⽬

を
対

象
とし

て
、⼀

定
距

離
内

（
2k

m
）

の
施

設
を

抽
出

し、
各

施
設

の
サ

ー
ビス

提
供

範
囲

（
2k

m
）

か
ら、

需
要

側
の

⼈
⼝

と供
給

側
の

床
⾯

積
を

⽤
い

て
1⼈

あ
た

りの
床

⾯
積

を
計

算
し、

施
設

毎
に

評
価

を
す

る
。該

当
町

丁
⽬

に
お

け
る

、全
施

設
の

解
析

値
を

集
計

す
る

。こ
れ

らを
全

町
丁

⽬
に

対
して

実
施

し、
全

市
の

平
均

と⽐
較

す
る

こと
で

三
分

類
（

不
⼗

分
、適

切
、過

剰
）

し、
⾏

政
サ

ー
ビス

の
定

量
評

価
を

実
施

した
。

次
に

、今
後
50
年
間
の
需
給
の
変
容
シ
ミュ
レ
ー
シ
ョン
を
実
施
し、
⻑
期
的
視
点
に
⽴
った
政
策
効
果
に
つ
い
て
検
証

した
。

具
体

的
に

は
、将

来
推

計
⼈

⼝
デ

ー
タと

公
共

施
設

の
サ

ー
ビス

圏
域

将
来

推
計

デ
ー

タを
GI

S上
で

重
ね

合
わ

せ
、地

域
間

・世
代

間
を

⾒
通

した
、投

資
効

果
の

⾼
い

地
域

を
分

析
し、

地
図

上
で

表
⽰

した
。

取
組
の
効
果

分
析

結
果

は
、合

理
的
で
効
率
的
な
⾏
政
サ
ー
ビス
を
実
現
す
る
た
め
に
必
要
な
意
思
決
定

の
⼀

助
とな

り、
地
域
間
や
世
代
間
の
公
平
性
を
視
点
とし
た
施
設

配
置
を
明
らか

に
で

き
た

。
これ

ま
で

供
給

者
側

か
らの

⽬
線

で
、コ

ミュ
ニテ

ィ系
施

設
の

整
備

評
価

を
「中

学
校

区
に

1ヶ
所

あ
れ

ば
妥

当
」と

して
い

た
が

、国
勢

調
査

とG
IS

を
⽤

い
る

事
に

よ
り、

利
⽤

者
か

らの
⽬

線
に

よ
る

⾏
政

サ
ー

ビス
の

定
量

的
評

価
が

可
能

とな
った

。
ま

た
、公

平
性

を
指

標
とし

て
、既

存
施

設
の

床
利

⽤
の

⾒
直

しや
統

廃
合

を
す

べ
き

施
設

の
選

定
、新

設
が

望
ま

れ
る

地
域

の
特

定
を

す
る

こと
が

で
き

た
。新

設
計

画
予

定
の

施
設

は
、す

で
に

⾏
政

サ
ー

ビス
が

充
実

して
い

る
地

域
へ

の
重

複
投

資
で

あ
る

とい
う結

果
が

明
らか

とな
った

。

今
後
の
検
討
事
項

•
本

検
討

結
果

を
踏

ま
え

、⽂
化

・社
会

教
育

系
ま

た
は

保
健

・介
護

な
ど、

他
の

施
設

評
価

を
進

め
る

。そ
して

、⼈
⼝

減
少

社
会

を
前

提
とし

て
選

択
し得

る
政

策
を

明
らか

に
し、

⾏
政

サ
ー

ビス
の

効
率

性
や

公
平

性
を

指
標

とし
て

、そ
の

効
果

と課
題

に
関

して
検

討
す

る
。

•
「ト

ー
タル

コス
ト」

⾯
か

らの
分

析
に

よ
り、

市
⺠

1⼈
当

た
りの

コス
トを

明
らか

に
し、

統
廃

合
や

転
⽤

の
検

討
資

料
の

提
供

を
す

る
。

•
市

域
内

の
国

・県
・⺠

間
の

施
設

を
含

め
た

分
析

お
よ

び
市

隣
接

部
に

お
け

る
他

市
町

村
等

の
施

設
を

含
め

た
分

析
に

よ
り、

統
廃

合
や

転
⽤

の
検

討
資

料
を

提
供

す
る

。
参
考
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⑫
全

市
の

解
析

結
果

(三
分

類
：

不
十

分
，

適
切

，
過

剰
)

③
一

定
距

離
内

(2
k
m

)の
施

設
を

抽
出

し
ま

す
①

町
丁

目
と

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

系
施

設

⑤
施

設
毎

に
評

価
し

ま
す

⑥
施

設
毎

に
1
人

あ
た

り
延

床
面

積
を

算
出

し
ま

す

④
各

施
設

の
サ

ー
ビ

ス
提

供
範

囲
(2

k
m

の
範

囲
)

⑩
全

町
丁

目
を

定
量

的
評

価
⑪

解
析

結
果

を
全

市
の

平
均

と
比

較
し

三
分

類
し

ま
す

⑧
該

当
す

る
施

設
の

解
析

値
を

合
算

⑨
町

丁
目

の
解

析
結

果

⑦
全

施
設

の
解

析
値

集
計

②
例

と
し

て
当

該
町

丁
目

を
解

析
し

ま
す

公
的
統
計
と
GI
Sを

⽤
い
た
⾏
政
サ
ー
ビ
ス
の
定
量
的
評
価

作
業
⼯
程
図

町
丁

⽬
毎

に
解

析
属

性
情

報
︓

⼈
⼝

⼀
定

範
囲

内
（

2k
m

）
の

施
設

を
抽

出

抽
出

施
設

の
サ

ー
ビス

提
供

範
囲

施
設

の
有

す
る

サ
ー

ビス
量

を
解

析

サ
ー

ビス
内

⼈
⼝

7,
56

1⼈
施

設
延

床
⾯

積
27

7㎡
1⼈

あ
た

り延
床

⾯
積

0.
03

6㎡
/⼈

サ
ー

ビス
内

⼈
⼝

37
,6

02
⼈

施
設

延
床

⾯
積

1,
62

1㎡
1⼈

あ
た

り延
床

⾯
積

0.
04

3㎡
/⼈

サ
ー

ビス
内

⼈
⼝

24
,5

76
⼈

施
設

延
床

⾯
積

1,
81

7㎡
1⼈

あ
た

り延
床

⾯
積

0.
07

3㎡
/⼈

1⼈
あ

た
り延

床
⾯

積
0.

04
3㎡

/⼈

1⼈
あ

た
り延

床
⾯

積
0.

03
6㎡

/⼈
1⼈

あ
た

り延
床

⾯
積

0.
07

3㎡
/⼈

サ
ー

ビス
内

⼈
⼝

7,
56

1⼈
施

設
延

床
⾯

積
27

7㎡
1⼈

あ
た

り延
床

⾯
積

0.
03

6㎡
/⼈

0.
15

0.
15

地
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需
要

空
間

内
の

需
給

状
況

を
定

量
的

に
評

価

供
給

人
口

施
設

空
間

⾏
政
サ
ー
ビ
ス
は
、
利
⽤

者
と
提
供
者
が
⼀
定
の
移

動
距
離
内
に
位
置
す
る
場

合
、
需
要
量
と
供
給
量
を

⽤
い
て
定
量
的
に
評
価
を

⾏
う
も
の
と
し
た
。

な
お
、
同
評
価
は
、
あ
る

時
間
断
⾯
で
の
サ
ー
ビ
ス

状
況
を
表
し
て
い
る
。

⾏
政
サ
ー
ビ
ス
の
定
量
的
評
価

評
価

手
法

行
政

サ
ー
ビ
ス
量

地
図
上
で
の
分
析
を
政
策
検
討
に
活
か
し
た
事
例
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⼩
地
域
別
Ｄ
Ｉ
Ｄ
予
測

20
10
〜
20
60

人
口
密
度
4,
00
0人

以
上

、
人

口
1,
00
0人

以
上

人
口
密
度
4,
00
0人

以
上

、
人

口
1,
00
0人

未
満

人
口
密
度
4,
00
0人

未
満

、
人

口
1,
00
0人

以
上

人
口
密
度
4,
00
0人

未
満

、
人

口
1,
00
0人

未
満

地
図
上
で
の
分
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を
政
策
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討
に
活
か
し
た
事
例
①
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需
要

（
人

口
）
の

変
容

政
策

と
し
て
実

行
さ
れ

る
施

設
配
置
の
変
化

5
0
年

間
の

需
給

変
化

を
踏

ま
え
た
公

平
性

評
価

50
年
間
の
⾏
政
サ
ー
ビ
ス
の
定
量
的
な
公
平
性
評
価

時
空

間

⾏
政
サ
ー
ビ
ス
の
前
提
と
な
る
需
要

（
⼈
⼝
）
、
供
給
（
施
設
）
、
利
⽤
圏

域
（
移
動
距
離
、
移
動
時
間
等
）
は
、

時
間
の
流
れ
の
な
か
で
変
容
す
る
。

施
設
は
⻑
期
間
（
50
年
な
ど
）
存
在
し

続
け
る
た
め
、
設
置
の
妥
当
性
は
時
空

間
の
な
か
で
の
評
価
を
要
す
る
。

活
用

デ
ー
タ

①
国
勢
調
査
（
総
務
省
統
計
局
）

⼈
⼝

②
施
設
情
報
（
⾃
治
体
）

建
築
年

構
造

延
床
⾯
積

③
そ
の
他
の
情
報

将
来
⼈
⼝
推
計
値
（
社
⼈
研
）

※
凡
例
の
数
値
（
期
間
）
は
、
新
潟
市
内
の
各
地
点
に
お

い
て
、
“既
存
施
設
の
更
新
が
⼀
切
⾏
わ
れ
ず
、
推
計
に
基

づ
く
⼈
⼝
の
変
化
が
起
き
た
”と
仮
定
し
た
場
合
に
、
⾏
政

サ
ー
ビ
ス
が
平
均
以
下
（
現
況
の
⾏
政
サ
ー
ビ
ス
の
定
量
的

評
価
か
ら
算
出
し
た
独
⾃
の
閾
値
以
下
）
と
な
る
期
間
を
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
し
た
値
で
あ
る
。

※
朱
⾊
が
濃
く
な
る
ほ
ど
、
そ
の
期
間
が
⻑
く
、
地
域
間

や
世
代
間
と
も
に
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
施
設
の
新
設
が
望

ま
れ
る
地
域
で
あ
る
と
読
み
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

地
図
上
で
の
分
析
を
政
策
検
討
に
活
か
し
た
事
例
①
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○
福
島
県
会
津
若
松
市
で
は
、
災
害
対
策
の
た
め
に
住
基
デ
ー
タ
と
連
動
し
た
総
合
G
IS
シ
ス
テ
ム
を

導
入
し
、
平
時
か
ら
公
共
交
通
検
討
等
に
活
用
す
る
こ
と
で
、
機
能
す
る
地
域
防
災
を
実
施
し
て
い
る
。

取
組
名

住
基

空
間

情
報

を
活

⽤
した

⾏
政

課
題

解
決

実
施
団
体

会
津

若
松

市

取
組
概
要

•
住

⺠
基

本
台

帳
と連

動
した

統
合

GI
Sの

導
⼊

/統
合

GI
S活

⽤
検

討
チ

ー
ム

の
⽴

ち
上

げ
•

公
共

交
通

網
の

形
成

計
画

・再
編

実
施

計
画

の
策

定
使
⽤
した

ア
プ
リケ
ー
シ
ョン

Ar
cG

IS
 D

es
kt

op

活
⽤
して
い
る

デ
ー
タ

•
住

⺠
基

本
台

帳
デ

ー
タ（

会
津

若
松

市
）

•
路

線
バ

ス
に

関
す

る
デ

ー
タ（

利
⽤

者
数

、⾛
⾏

距
離

数
等

）
（

会
津

バ
ス

）
•

乗
降

調
査

、地
域

住
⺠

ア
ンケ

ー
ト調

査
等

の
デ

ー
タ等

取
組
内
容

〇
住

⺠
基

本
台

帳
と連

動
した

統
合

GI
Sの

導
⼊

/統
合

GI
S活

⽤
検

討
チ

ー
ム

の
⽴

ち
上

げ
•

東
⽇

本
⼤

震
災

や
南

会
津

の
⽔

害
を

教
訓

に
、地

域
防
災
に
特
化
した
情
報
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
た
め
、住
⺠
基
本
台
帳
と連

動
した
統
合
G
IS
を
導
⼊

し
た

。災
害
時
に
機
能
す
る
シ
ス
テ
ム
とす
る
た
め
、“
平
時
か
ら”
職
員
が
活
⽤
（
福
祉
業
務
等
の
⼀
般
業
務
へ
展
開
）

す
る

こと
を

意
識

して
い

る
。

•
ま

た
平

成
25

年
に

設
置

され
た

、統
合

GI
S活

⽤
検

討
チ

ー
ム

は
庁
内
の
各
課
に
所
属
す
る
メ
ン
バ
ー
が
兼
任

して
お

り、
企

画
政

策
部

、財
政

部
、健

康
福

祉
部

、建
設

部
等

、1
7所

属
・計

20
名

の
メン

バ
ー

（
令

和
2年

9⽉
現

在
）

で
構

成
され

て
い

る
。

※
⼈
事
異
動
や
担
当
業
務
の
変
更
に
影
響
さ
れ
ず
、継
続
参
加
が
可
能

•
庁

内
の

様
々

な
業

務
を

GI
Sに

よ
って

改
⾰

して
い

くた
め

の
、シ

ス
テ

ム
⾯

・⼈
材

⾯
に

お
け

る
基

盤
を

構
築

した
。

〇
公

共
交

通
網

の
形

成
計

画
・再

編
実

施
計

画
の

策
定

会
津

若
松

市
で

は
、⼈

⼝
減

少
、⾼

齢
化

等
の

社
会

的
環

境
変

化
に

よ
り、

公
共

交
通

で
以

下
の

課
題

を
抱

え
て

い
た

。
・利

⽤
者

が
減

少
す

る
こと

に
よ

る
、収

⽀
の

悪
化

（
財

政
負

担
増

）
、減

便
・廃

⽌
（

サ
ー

ビス
低

下
）

の
負

の
連

鎖
・運

営
主

体
（

⺠
間

事
業

者
、県

、市
、地

域
）

と運
⾏

会
社

（
⺠

間
事

業
者

）
の

分
離

に
よ

る
、利

⽤
者

ニー
ズ

の
把

握
不

⾜
これ

らの
課

題
を

解
決

す
る

た
め

、会
津

若
松

市
で

は
以

下
の

よ
うに

コミ
ュニ

テ
ィバ

ス
交

通
の

検
討

を
実

施
した

。
①

現
状

デ
ー

タの
把

握
と分

析
（

GI
Sに

よ
る

“⾒
え

る
化

”、
乗

降
調

査
等

）
︓

乗
降

デ
ー

タを
バ

ス
停

、集
落

単
位

で
デ

ー
タを

取
得

し、
住
基
と連

動
した
G
IS

シ
ス
テ
ム
を
活
⽤
す
る
こと
で
、現
況
や
課
題
の
"⾒
え
る
化
"を

して
い

る
。こ

れ
に

よ
り、

運
⾏

す
べ

き
交

通
の

イメ
ー

ジ
を

多
様

な
主

体
間

で
共

有
しな

が
ら、

仮
説

構
築

、検
討

・議
論

を
進

め
て

い
る

。
②

集
落

別
調

査
（

地
域

の
実

情
を

反
映

）
︓

各
地

域
の

特
性

・実
情

が
異

な
る

た
め

、バ
ス

路
線

再
編

を
重

点
的

に
実

施
す

る
集

落
エ

リア
ご

とに
、①

よ
りも

さら
に

詳
細

な
分

析
を

実
施

して
い

る
。こ

こで
は

、G
IS
と地

域
ア
ン
ケ
ー
ト等

か
ら得

られ
た
意
⾒
を
重
ね
合
わ
せ
、地
域
の
実
情
を
把
握

す
る

こと
で

、バ
ス

を
必

要
と

す
る

⼈
の

特
定

が
可

能
とな

って
い

る
。

③
地

域
住

⺠
との

意
⾒

交
換

︓
これ

ま
で

検
討

して
き

た
内

容
や

運
⾏

⽅
法

の
イメ

ー
ジ

を
、実

際
に

バ
ス

を
利

⽤
す

る
地

域
住

⺠
に

ヒア
リン

グ
す

る
こと

で
、率

直
な

意
⾒

を
取

り⼊
れ

て
い

る
。

取
組
の
効
果

•
以

上
の

検
討

に
よ

り、
これ

ま
で

経
験

や
勘

に
頼

って
検

討
して

き
た

⾏
政

業
務

に
つ

い
て

、デ
ー

タに
基

づ
い

た
分

析
・⾒

え
る

化
を

可
能

とし
た

。
•

バ
ス

路
線

の
⾒

直
しに

お
い

て
は

、市
だ

け
で

な
く⺠

間
事

業
者

や
地

域
住

⺠
等

の
多

様
な

主
体

と連
携

す
る

こと
で

、利
⽤

者
に

とっ
て

本
当

に
必

要
な

交
通

を
計

画
しよ

うと
して

い
る

。
今
後
の
検
討
事
項

•
国

⼟
地

理
院

との
連

携
・協

⼒
を

強
化

し、
災

害
対

応
及

び
平

時
に

お
い

て
相

互
に

情
報

・技
術

の
共

有
を

図
って

い
く。

•
W

EB
上

で
利

⽤
で

き
る

GI
Sサ

ー
ビス

な
ど、

様
々

な
利

⽤
ス

タイ
ル

の
研

究
を

進
め

、災
害

時
・平

時
を

問
わ

ず
庁

内
に

お
け

る
幅

広
い

活
⽤

を
進

め
て

い
く。
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①
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⺠
との
意
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交
換

地
図
上
で
の
分
析
を
政
策
検
討
に
活
か
し
た
事
例
②
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検
討
の
結
果
、路
線
再
編
計
画
を
策
定

地
図
上
で
の
分
析
を
政
策
検
討
に
活
か
し
た
事
例
②
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GISソフトの活用方法の例

本マニュアルでは、 主にGIS初学習者を対象に、⼈⼝や施設等の地図上での分析を⾏う際に最低限必要になると考えられる操作について、操作の⽅
法例を紹介する。
本マニュアルはオフラインで動作可能なGISアプリケーションの⼀つである「QGIS」のうち、2020年12⽉時点で「⻑期リリースリポジトリ（最も安定）」とし
て公開されていた、「QGIS 3.10.12」を使⽤して作成している。

資料12

〇GISを活⽤するための環境設定
・セキュリティ

GISアプリケーションや業務⽤データの活⽤が各団体内の情報管理ルールに抵触する可能性がある場合は、事前に情報部⾨に相談し、個別に申
請⼿続きを⾏うことが必要となる。この⼿続きを円滑に⾏うためにも、企画段階で情報部⾨の職員と調整しておくことが有効である。

・インターネット接続環境
本マニュアルで使⽤するGISアプリケーションやデータセットは、インターネット上で⼀般に公開されているものを使⽤している。そのため、分析に使⽤する
PC端末が常時外部インターネット環境に接続できない場合は、使⽤するPC端末を外部インターネット環境に⼀時的に接続し、事前に必要なソフト
ウェアをローカル環境にダウンロードしておく、または外部インターネット接続が可能な端末を活⽤して、サーバー等に各種ソフトウェアやプラグインを事前
に格納したうえで利⽤する必要がある。

〇本マニュアルの活⽤に関する免責事項
本マニュアルの利⽤によりトラブルが発⽣した場合、利⽤者⼜は第三者に損害が⽣じた場合であっても、総務省は、損害賠償その他⼀切の責任を
負担しない。

〇謝辞
本マニュアルの作成に当たっては、朝⽇航洋株式会社エバンジェリスト浅野和仁⽒に様々な有益な助⾔をいただいた。

GISソフトの活用方法の例

なお、GISのマニュアルは本マニュアル以外にもインターネット上で公開、書籍として出版されているものがあるため、必要な場合は併せて参照されたい。
その中で無料で利⽤できるものを下記の通り紹介する。

# マニュアル名称 作成者 想定ユーザー 参考リンク

1 QGIS操作マニュアル 国⼟交通省
（2020年11⽉）

本マニュアル同様、GIS初学習者を対
象とした内容

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/ot
her/QGIS_manual.pdf

2 GIS・地理空間情報活⽤への取組 国⼟交通省
（2014年4⽉）

本マニュアルより発展的な内容を扱って
いるため、本マニュアルの次に参照する
ものとして適切

https://www.mlit.go.jp/kokud
oseisaku/kokudoseisaku_tk1_
000040.html

3 GIS実習オープン教材

科学研究費補助⾦ 基盤研究(A) 「GISの標
準コアカリキュラムと知識体系を踏まえた実習⽤
オープン教材の開発」 （研究代表者︓⼩⼝ ⾼
研究課題/領域番号 15H01782） のプロジェ
クトによって制作

GIS初学習者を対象とした内容から、
中級者〜上級者向けの学習教材が
揃っている

https://gis-
oer.github.io/gitbook/book/
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GISソフトの活用方法の例

1〜500⼈
500〜1,000⼈
1,000〜1,500⼈
1,500〜2,000⼈
2,000〜2,500⼈
2,500〜3,000⼈
3,000⼈〜

凡例

2015年⼈⼝ 2040年⼈⼝

本マニュアルで⽰す⼿順を⽤いて作成できる図の例として、秦野市における2015年と2040年の500mメッシュ別⼈⼝をQGISを⽤いて描画した
図を下に⽰す。

GISソフトの活用方法の例

⽬次
０．GISにまつわる基礎知識

0-1．GISの活⽤⽅法を学ぶ上で必ず押さえておきたい⽤語 5
0-2．座標参照系の概念 6
0-3．GISを活⽤して地域の未来予測を⾏う上で有効と思われるデータセットのダウンロード元 7

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法 8
1-2．QGISアプリケーションの画⾯各部の名称と機能 14

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-1．国⼟数値情報からの⾏政区域のダウンロード⽅法 15
2-2．ダウンロードした⾏政区域の描画⽅法 18
2-3．特定の市町村のレイアウトのみ抽出する⽅法 22
2-4．⾏政区域の座標参照系を変更する⽅法 25

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-1．メッシュ⼈⼝データのダウンロード⽅法 27
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法 30
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法 35
3-4．基準年間の⼈⼝変化率を算出・描画する⽅法 41

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-1．鉄道路線・駅、バス停留所のデータをダウンロードする⽅法 45
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法 49
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法 57

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-1．ポイントデータの座標参照系を変更する⽅法 62
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法 65

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法 72
6-2． e-Statから250mメッシュ境界データをダウンロードする⽅法 81
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法 84
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法 92

参考資料
７．参考例 97
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GISソフトの活用方法の例

０．GISにまつわる基礎知識
0-1．GISの活⽤⽅法を学ぶ上で必ず押さえておきたい⽤語

GISの活⽤⽅法を学ぶ上で必ず押さえておきたい⽤語

本マニュアルで登場する様々なGIS専⾨⽤語の中でも、必ず押さえておきたい⽤語を解説した。下記以外にも、GISを学ぶ上で理解しておきたい⽤語
はたくさんあるが、それらに関しては本ページ下部の参考リンクを参照されたい。

# ⽤語 ⽤語の解説

1. GIS
Geographic Information System（地理情報システム）の略称であり、「位置に関する様々な情報を持ったデータを電⼦的な地図
上で扱う情報システム技術の総称」（国⼟交通省）と定義される。地球上に存在する地物（国⼟、河川、⼈⼝、施設等）や事象
（気候、交通等）の状態を表すための情報（地理情報）を、可視化、作成、編集、分析する際に使⽤する。
GISを⽤いてマップを作成する場合、下に⽰すベクターデータやラスターデータ等を何層にも重ね合わせる形で描画する。

2. ベクターデータ
座標を持った点データのこと。地物は「ポイント（点）」「ライン（線）」「ポリゴン（⾯）」の3つの要素で表現される。データ⾃体が座標値
を持つため拡⼤・縮⼩を⾏ってもデータの劣化が発⽣しない。また、属性情報を持つことができる。
明瞭な境界をもつ地物の表現（道路境界線、市区町村境界等）に適しており、⼀⽅で気温や降⽔量、⼈⼝等の境界線が曖昧な
データの表現には適しておらず、その場合にはラスターデータを使⽤することが適切である。

3. ラスターデータ
格⼦状（グリッド状）に並んだピクセル（画素）で構成されるデータのことであり、ピクセルごとに付与された値を⽤いて地物を表現する。
拡⼤すると画像の粗が⽬⽴つようになる。
⼈⼝や気温、標⾼データ等の連続的に変化するデータを表⽰するのに適している他、空間解析に⽤いることも可能。

4. シェープファイル

GISデータのデータフォーマット（データ形式）であり、ベクターデータの⼀つである。地物の属性情報を持つベクターデータ（ポイント、ライン、
ポリゴン）を格納することができる。
シェープファイルは、複数のファイルから構成されており、拡張⼦”.shp”ファイル（図形の情報を格納したメインファイル）、”.shx”ファイル
（インデックス情報を格納したファイル）、”.dbf”ファイル（属性情報を格納したファイル）の3種に関しては、全て揃わないとGISアプリケー
ションがシェープファイルと認識できないため、注意が必要である。
またシェープファイルは、QGISに限らず、様々なGISアプリケーションで使⽤可能なデータフォーマット形式であり、特定アプリケーションに依存
しないため、外部組織とのデータ連携が容易等の利点がある。

参考リンク
• 国⼟交通省「GIS（地理情報システム）」︓https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk1_000041.html
• 「GIS実習オープン教材（⽤語集）」︓https://gis-oer.github.io/gitbook/book/materials/dictionary/dictionary.html
• esriジャパン「GIS基礎解説」︓https://www.esrij.com/gis-guide/

また、GISを学ぶ上で理解しておくことが推奨される概念について、次ページ以降で説明する。

GISソフトの活用方法の例

座標参照系（CRS︓Coordinate Reference System）はGIS上で地球上の位置を⽰すために⽤いられる決まりのこと。

地球上の位置を⽰すにあたって、まず基準となる地球の形を決める必要がある。このとき、基準となる地球の形は可能な限りシンプルであることが望まし
いことから、回転楕円体が⽤いられている。地球の形を表現した回転楕円体を「地球楕円体」と呼ぶ。
また、地球楕円体を測量の基準とするために、楕円体の中⼼および回転軸が地球のどこに位置するかを決めたものを「準拠楕円体」と呼ぶ。
⽇本で⼀般的に⽤いられている座標参照系は、この準拠楕円体の違いによって「世界測地系」と「⽇本測地系」の2種類が存在する。

座標参照系には⼤きく分けて「地理座標系」と「投影座標系」の2種類が存在する。それぞれの違いは下記の通り。
地理座標系︓地球を球体とみなした時の緯度・経度によって位置を⽰す
投影座標系︓地球の表⾯の⼀部を平⾯に投影した時の、あらかじめ定められた原点からのX（東⻄）⽅向、Y（南北）⽅向の距離によって

位置を⽰す

０．GISにまつわる基礎知識
0-2．座標参照系の概念

参考リンク
• 国⼟地理院「⽇本の測地系」︓https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/datum-main.html
• 朝⽇航洋（株）「第1回 座標参照系（CRS）とは︖」︓https://www.aeroasahi.co.jp/qgis/post/2020/02/crs_01/
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GISソフトの活用方法の例

GISを活⽤して地域の未来予測を⾏う上で、有効と思われるデータセットのダウンロード元（例）

本節で紹介した、国⼟数値情報から⾏政区域をダウンロードする⽅法は、地域の未来予測を作成する上で必要と想定されるデータが⼀通りそろえられ
ているため、特に初めてQGISを活⽤する際には最も簡易な⽅法である。
上記以外にも、様々なデータセットがインターネット上で公開されており、作成したい地図に応じて、各種サイトからデータセットをダウンロード・購⼊された
い。

# 名称 ダウンロードできるデータ ダウンロード元URL

1
将来⼈⼝・世帯予測ツールV2
（国⼟交通省 国⼟技術政策総合研
究所）

• 国勢調査の⼩地域⼈⼝・世帯データ（1995年〜2015年）
• ⼩地域単位の将来⼈⼝データ（2015年〜2045年）
※データセットに含まれる「将来⼈⼝・世帯予測プログラム（Excel）」を活⽤すること
で、QGISに取り込むためのデータを作成することが可能

https://www.geospatial.jp/cka
n/dataset/cohort-v2
※G空間情報センター内で公開

2
G空間情報センター
（⼀般社団法⼈ 社会基盤情報流通
推進協議会）

• G空間情報センターでは、産官学の様々な機関が保有する地理空間情報を公開
しており、データセット数は5,741件、ファイル数は52,300件、登録組織数は460件
（令和3年2⽉時点）ある。

https://www.geospatial.jp/gp
_front/
※有償データを含む

3 e-Stat
（総務省）

• 「⼈⼝・世帯」、「住宅・⼟地・建設」等の全17のテーマ、計約660調査の統計デー
タがダウンロード可能
• 公開されている情報の中で最もメッシュの粒度が細かい「250mメッシュ⼈⼝」データ
をダウンロード可能

https://www.e-stat.go.jp/

4 基盤地図情報
（国⼟交通省 国⼟地理院）

平成19年に成⽴した地理空間情報活⽤推進基本法で規定されている、電⼦地図
における位置の基準となる情報
• 海岸線、⾏政区画の境界線および代表点、道路縁、建築物の外周線等をダウン
ロード可能

https://www.gsi.go.jp/kiban/

5
DRM（デジタル道路地図）データベース
（⼀般社団法⼈ ⽇本デジタル地図協
会）

• 基本道路（都道府県道以上の道路と、これ以外の道路で幅員が5.5m以上の
道路）
• 細道路（基本道路以外の道路で、かつ、幅員が3ⅿ以上5.5ⅿ未満の道路）
• 全道路

https://www.drm.jp/
※有償ではあるが、国や地⽅公共団
体等向けに⼀般よりも低価格で提供
されている

０．GISにまつわる基礎知識
0-3．GISを活⽤して地域の未来予測を⾏う上で有効と思われるデータセットのダウンロード元

GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報

（1）インターネットからQGISのダウンロードページ
（https://qgis.org/ja/site/forusers/download.html）にアクセスし、分析に使⽤するPCのOSと
⼀致するプルダウンメニューをクリックWindows版を選択する

※今回はWindows版を
使⽤

QGISのアプリケーションはインターネットから無料でインストールすることができる。
本章ではアプリケーションのインストール⼿順を⽰す。
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GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報

QGISには「最新リリース」版と「⻑期リリース」版がある。
今回は機能が安定している「⻑期リリース」版を使⽤す
る。

使⽤するPCのOSがWindows10の場合、ビット数は
下記の⼿順でクリックすることで確認できる。
「スタート」ボタン
>「設定」
>「システム」
>「バージョン情報」
→「システムの種類」にビット数が記載されている。

（3）「⻑期リリース」版のうち、分析に使⽤するPCと同じビット数のバージョンをクリックする

（4）ダウンロードしたexeファイルをPC上の任意の場所に保存する（ダウンロード時間︓約15分）

※いずれかを選択しクリック

GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報（5）ダウンロードしたexeファイルをダブルクリックし、起動する

（6）起動したセットアップウィザードの案内に従い、「次へ」をクリックする
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GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報

LGWAN環境のPCにインストールする場合は、イン
ターネット環境でダウンロードした[ファイル名]を
LGWAN環境のPCにコピーしてインストールする

（7）ライセンス契約書の内容に問題がない場合は「同意する」をクリックする

（8）インストール先フォルダを確認し、「次へ」をクリックする

※基本的には既定の場所で問題
ないと考えられるが、仮に保存場
所を変更する場合はセットアップ
ウィザードの記載に従い変更する。

GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報（9）インストールするコンポーネントは初期設定（「QGIS」のみ選択されている状態）のままで問題ない
ため、「インストール」ボタンをクリックする

（10）インストールが完了し下記の画⾯が表⽰されたら、「完了」をクリックする
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GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-1．QGISアプリケーションのダウンロード⽅法

参考情報（11）「スタート」ボタンをクリックし、「QGIS 3.10」の中から「QGIS Desktop 3.10.12」をクリックする

（12）QGISのアプリケーションが正常に起動することを確認する

デスクトップに表⽰されるアイコンを
ダブルクリックし、同様のファイルを
ダブルクリックすることでも起動可能

GISソフトの活用方法の例

１．QGISアプリケーションのダウンロード
1-2．QGISアプリケーションの画⾯各部の名称と機能

参考情報（1）画⾯各部の名称と機能（初期設定画⾯）

ツールバー

マップ表⽰部

レイヤパネル

ブラウザパネル

各部の名称 機能

ツールバー QGISで読み込んだ地図データや統計データに対して、描画設定や解析を⾏う際
に使⽤する

ブラウザパネル QGISに読み込むデータを選択する際に使⽤する

レイヤパネル QGISに読み込まれたデータのファイル名が表⽰される。ファイルの順番を並び替え
たり、アイコンの⾊を変更する時等に使⽤する

マップ表⽰部 QGISに読み込まれたデータが描画される

左記画⾯は初期設定時のものであり、毎起動時に
同じ表⽰になるわけではない。

⾃治体のインターネット環境（LGWAN）の場合、
ブラウザパネルのブラウザ機能（インターネット上にある
データ（地図データ等）をダウンロードせず、直接
QGISに描画する機能）は原則使⽤できない。

ツールバー、パネル、マップ表⽰部は利⽤者によるカス
タマイズで変更できる。

ブラウザパネルやレイヤパネルを誤って画⾯上から削除
してしまった場合、「ビュー」タブ>「パネル」>「ブラウザ」
や「レイヤ」にチェックを⼊れることで再表⽰することが
可能
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GISソフトの活用方法の例

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-1．国⼟数値情報からの⾏政区域のダウンロード⽅法

参考情報

（1）インターネットから「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）にアクセスする

※データ形式は
「GML（JPGIS2.1）
シェープファイル」
を選択する

（2）「2.政策区域」の中から「⾏政区域」を探し、クリックする

本章では、「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）から
⾏政区域をダウンロードする⽅法を紹介する。

「国⼟数値情報ダウンロード」からは、以下のような
データをダウンロード可能
①国⼟（⽔・⼟地）
②政策域→⾏政区域、学区や医療圏等
③地域→インフラ、教育、医療施設等
④交通→バス、鉄道等
⑤各種統計→500mメッシュ別将来⼈⼝予測

「国⼟数値情報ダウンロード」は下記のブラウザに対応
している。（2021年2⽉22⽇時点）
• Microsoft Edge
• Mozilla Firefox
• Google Chrome

GISソフトの活用方法の例

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-1．国⼟数値情報からの⾏政区域のダウンロード⽅法

参考情報（3）ダウンロードしたいデータの都道府県をクリックする

（4）任意のデータの作成年度を選択し、ページ右側のダウンロードボタンをクリックする

※今回は「秦野市」のデー
タをダウンロードしたいので、
「神奈川県」を選択

※ダウンロードを確認する
ポップアップが表⽰された
場合は「OK」をクリック
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GISソフトの活用方法の例

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-1．国⼟数値情報からの⾏政区域のダウンロード⽅法

参考情報

ファイルの保存場所が分からなくなってしまう事態を
避けるため、デスクトップ上にQGIS⽤のデータを保存
する専⽤のファイルを作成することを推奨する。

ダウンロードしたファイルをフォルダの階層が深い場所に
置いていると、QGISで正常に読み込めない場合があ
る。可能な限り浅い場所に置くことを推奨する。

ファイルの圧縮・展開ソフトを保有していない場合は、
専⽤ソフトをダウンロードする必要がある。
国⼟交通省のQGISマニュアル（P9）では、無償で
利⽤できる【7－Zip】の利⽤を推奨している。
【7－Zip】ダウンロードページ︓
https://sevenzip.osdn.jp/download.html

参考︓QGIS操作マニュアル（国⼟交通省）
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/other/QGIS_ma
nual.pdf

ファイル名に⽇本語が含まれている場合、うまく読み込
めないことがある

（5）PC上の任意の場所にダウンロードしたZIPファイルを保存する

（6）ダウンロードしたZIPファイルを解凍しておく

※ダウンロードしたファイル⼀式は同じフォルダ内に
置いておく必要がある

GISソフトの活用方法の例

参考情報

ダウンロードしたデータをデスクトップ上のフォルダに保存
した場合、ブラウザパネル上で
「ホーム」>「Desktop」
の順に選択することで当該フォルダを表⽰することがで
きる

（1）本章の1-1.（11）の⼿順に従ってQGISのアプリケーションを開き、ブラウザパネルから描画するデータ
を選択する

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-2．ダウンロードした⾏政区域の描画⽅法

※拡張⼦が「.shp」のファイルを選択

（2）分析の⽬的に応じてデータの形式を選択し、右下の「OK」ボタンをクリックする

※今回は
「Inverse of JGD2000 to 
JGD2011（２）＋JGD2000 
to WGS84（１）」
を選択する。

シェープファイルセットに座標系オプションセット
（.prj / qpj）が同封されている場合は座標参照系
の選択は不要（既定の座標参照系でよい）。
同封されていない場合は分析を⾏う⾃治体が属する
平⾯直⾓座標系またはWGS84のいずれかを選択す
る必要がある。

なお、分析を⾏う⾃治体がどの平⾯直⾓座標系に属
するかは国⼟地理院の下記Webサイトを参照のこと。
https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/jpc.ht
ml

測地系（投影座標系（平⾯直⾓座標系等）や地
理座標系（JGD2011等））については国⼟地理
院の下記Webサイトにて解説されているため、必要な
場合は参照のこと。
https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/datum
-main.html#p7
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GISソフトの活用方法の例

参考情報

枠線および塗りつぶしの⾊は⾃動で設定されるため、
利⽤者ごとに⾊が異なる。

（3）マップ表⽰部に神奈川県の⾏政区域マップが表⽰された

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-2．ダウンロードした⾏政区域の描画⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（4）今後マップ上に表⽰する情報を⾒やすくするため、マップの⾊を変更する。レイヤパネルに表⽰されている
データのファイル名（レイヤ名）をダブルクリックする

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-2．ダウンロードした⾏政区域の描画⽅法

（5）ポップアップ左のメニューの中の「シンボロジ」をクリックし、「⾊」のアイコンの右側の▼をクリックして
プルダウンメニューを表⽰し、⽩をクリックした後、ポップアップ右下のOKをクリックする
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GISソフトの活用方法の例

参考情報

市町村名を表⽰する場合は、
「レイヤプロパティ」（（5）参照）
>「ラベル」タブ
>「値」プルダウンから「N03_004」を選択

（6）マップ表⽰部に表⽰されている神奈川県の⾏政区域マップが⽩地図に変更された

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-2．ダウンロードした⾏政区域の描画⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報

市町村内のデータを切り出す操作は必ずしも必要なも
のではなく、県域データを描画した上で拡⼤表⽰すれ
ば事⾜りる場合が多い。

市町村内のデータを切り出すことなく操作を進める
場合には、「1-4．⾏政区域の座標参照系を変更す
る⽅法」の⼿順（1）に進むこと。

マップに描画する範囲を選択する⽅法は下記2通り
①マウスを⽤いた選択
②検索機能を⽤いた選択

②を⽤いた検索⽅法は「６．参考例」の参考情報欄
で簡単に説明しているため、必要な場合は併せて
参照されたい。

今回は神奈川県秦野市を分析対象とするため、2-2.（6）のマップの中から秦野市を抽出する必要がある。
マップに表⽰されているデータのうち⼀部を抽出する⽅法は2種類存在するが、今回はそのうちマウスを使って
⽐較的直感的に操作できる⽅法を紹介する

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-3．特定の市町村のレイアウトのみ抽出する⽅法

（1）ツールバーの中から「シングルクリックによる地物選択」アイコンを探し、アイコンの右側の▼をクリックしてプ
ルダウンメニューを表⽰し、「地物の選択」をクリックする

（2）マウスのカーソルが変わった状態で選択したい地物（今回は秦野市）を選択すると、選択された
範囲が⻩⾊く表⽰される

※複数の地物（ここでは市町村）を
選択したい場合は、「Shift」キーを
押しながら選択する
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GISソフトの活用方法の例

参考情報

ファイル名設定時にエラーが表⽰される場合は、ファイ
ル名を半⾓英数字を⽤いて⼊⼒すると解消される
場合がある。

（3）レイヤパネルに表⽰されているデータのファイル名（レイヤ名）を右クリックし、メニューの中から「エクス
ポート」>「選択地物の保存」の順番でクリックする

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-3．特定の市町村のレイアウトのみ抽出する⽅法

（4）データの内容が分かりやすいファイル名を記⼊し、「OK」を選択する

※レイヤ名にはファイル名に⼊⼒した
ものと同じ⽂字列が⾃動で⼊⼒される

※「…」をクリックし、ファイルの保存場所
を変更できる。2-1（5）と同様、参照
権限のある場所（デスクトップ等）に
保存する

GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）秦野市の⾏政区域のデータを別ファイルとして切り出すことに成功した

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-3．特定の市町村のレイアウトのみ抽出する⽅法

（6）なお、神奈川県全域のデータのレイヤ名の左のチェックボックスを外すことで、秦野市の⾏政区域のみを
表⽰させることができる。以降はこのデータを主に使⽤する

※チェックを外す ※秦野市のみ表⽰された

（7）神奈川県全域の⾏政区域と同様、図を⽩塗りにしておく。⽩塗りの⽅法は本マニュアルの
2-2.（4）〜（6）を参照のこと。以降はこのデータを主に使⽤する
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GISソフトの活用方法の例

参考情報

より広域のデータを分析する場合は、対象地域の
緯度・経度によって選択すべき座標系が異なる。

測地系（投影座標系（平⾯直⾓座標系等）や地
理座標系（JGD2011等））については国⼟地理
院の下記Webサイトにて解説されているため、必要な
場合は参照のこと。
https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/datum
-main.html#p7

平⾯直⾓座標系は地域ごとに計19種類定義されて
いる。下記の国⼟地理院のリンクを参照し、分析対象
となる地域にどの平⾯直⾓座標系が適⽤されるのか確
認してほしい。
（秦野市を含む神奈川県はIX（9）系が適⽤され
るため、左の説明では「JGD2011/Japan Plane 
Rectangular CS IX」を選択している。）

https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/jpc.ht
ml

地図を可能な限り正確に描画するために、使⽤する座標系を変更する必要がある場合がある。今回は市町
村単位など⽐較的狭い地域の分析を⾏う際に適した「平⾯直⾓座標系」を使⽤する。

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-4．⾏政区域の座標参照系を変更する⽅法

（2）表⽰された「プロジェクトプロパティ」ポップアップのメニューから「座標参照系」を選択する。
フィルターに「JGD2011」と⼊⼒し、「あらかじめ定義されたCRS」窓の中から
【JGD2011/Japan Plane Rectangular CS IX】を選択し、「OK」ボタンを押下する

※地域によって選択すべき
座標系が異なる。詳細は
右記参照。

（1）画⾯右下の地球儀の形をしたアイコンをクリックする

GISソフトの活用方法の例

参考情報

変更前（JGD2011）では緯度・経度に基づいて
描画されている（地理座標系）のに対して、変更後
（平⾯直⾓座標系）では地球の球⾯を平⾯に投影
した際の基準点からの位置・⽅向・距離に基づいて
描画されているため、このような違いが⽣じる。

（3）座標系の変更前と変更後のマップを並べると下記の通り。変更前の地理座標系では、緯度の影響に
より鉛直よりもやや南北に傾いた上空からの投影になるが、変更後の平⾯直⾓座標系座標系では、鉛直から
の投影になるため、南北⽅向の扁平が解消される。

２．⾏政区域（市町村の境界）のダウンロード・描画⽅法
2-4．⾏政区域の座標参照系を変更する⽅法

変更前 変更後
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GISソフトの活用方法の例

参考情報
⼈⼝データを町丁・字別で分析する場合、国⼟技術
政策総合研究所がインターネット上で公表している
「将来⼈⼝・世帯予測ツールV2」から⾏政区域、
推計⼈⼝データを取得する必要がある。
なお、上記Webサイトからデータをダウンロードした
場合には、QGISを⽤いた当該データの描画⽅法の
マニュアルが併せて格納されているため、そちらを参照
することを推奨する。

⼈⼝データを250mメッシュ別で分析する場合、総務
省統計局のe-Statから250mメッシュデータおよび⼈
⼝データを取得し、両者を結合してデータを作成する
必要がある。
https://www.e-stat.go.jp/

データの結合⽅法については、本マニュアルの6-3を参
照のこと。なお集計の観点から、本マニュアルで紹介し
ている⼿順では⼈⼝データをメッシュの重⼼と結合して
いるが、基本的な操作⽅法は同様である

上記よりも更に細かい単位で分析を⾏いたい場合は、
住⺠基本台帳のデータを活⽤することが考えられる。
住⺠基本台帳の住所データをベースに、アドレスマッチ
ングという⼿法を⽤いて位置座標情報を付加する⽅
法については下記の国⼟交通省のマニュアルにて解説
されているため、適宜参照されたい。
＜参考③＞アドレスマッチング
https://www.mlit.go.jp/common/0010378
00.pdf
※アドレスマッチングツールはインターネット上で動作す
るため、アップロードするデータに個⼈情報が含まれない
ように加⼯する必要がある

（1）インターネットから「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）にアクセスする

※データ形式は
「GML（JPGIS2.1）
シェープファイル」
を選択する

（2）「5.各種統計 」の中から「500mメッシュ別将来推計⼈⼝（H30国政局推計）」を探し、クリックする

本章では、「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）からメッシュ⼈⼝データを
ダウンロードする⽅法を紹介する。

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-1．メッシュ⼈⼝データのダウンロード⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）ダウンロードしたいデータの都道府県をクリックする

（4）⽬的の都道府県を⾒つけた後、ページ右側のダウンロードボタンをクリックする

※今回は「秦野市」のデー
タをダウンロードしたいので、
「神奈川県」を選択

※ダウンロードを確認する
ポップアップが表⽰された
場合は「OK」をクリック

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-1．メッシュ⼈⼝データのダウンロード⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）PC上の任意の場所にダウンロードしたZIPファイルを保存する

（6）ダウンロードしたZIPファイルを解凍しておく

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-1．メッシュ⼈⼝データのダウンロード⽅法

GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法

参考情報（1）QGISを起動し、ブラウザパネルの中からメッシュデータを選択する

（2）座標は既定のもの（精度1m）を選択し、「OK」ボタンをクリックする
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GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法

参考情報

市町村内のデータを切り出す操作は必ずしも必要なも
のではなく、県域データを描画した上で拡⼤表⽰すれ
ば事⾜りる場合が多い。

市町村内のデータを切り出すことなく操作を進める
場合には、「2-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅
法」の⼿順（1）に進むこと。

（3）神奈川県全体の500mメッシュ⼈⼝データが描画された

（4）現在のままでは⾒えにくいため、秦野市のメッシュ⼈⼝データのみ抽出する。メニューバーの中から
「ベクタ」>「調査ツール」>「場所による選択」の順でクリックする

GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法

参考情報（5）「選択する地物のレイヤ」でメッシュ⼈⼝データを、「⽐較対象の地物のあるレイヤ」で秦野市の⾏政区
域を選択する。また「空間的関係」で「重なる」と「範囲内」にチェックを⼊れる。操作が終了したら「実⾏」ボタン
をクリックする

（6）秦野市と重なり合うメッシュのみ選択された。（⻩⾊く塗りつぶされた部分）
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（7）選択したメッシュ⼈⼝データを保存する。レイヤパネルに表⽰されているデータのファイル名（レイヤ名）
を右クリックし、メニューの中から「エクスポート」>「選択地物の保存」の順番でクリックする

（8）データの内容が分かりやすいファイル名を記⼊し、「OK」を選択する

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（9）秦野市の⾏政区域と重なるメッシュ⼈⼝データのみ切り出すことに成功した

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-2．ダウンロードしたメッシュ⼈⼝データの描画⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報QGISでは、2つの基準年間のデータの変化を計算し、描画することができる。本節では2040年の⾼齢者
（65歳以上）⼈⼝をメッシュ別に計算し、描画する⽅法を紹介する。

（1）レイヤパネルの中のメッシュ⼈⼝を⽰すデータ名を右クリックし、表⽰されたメニューの中から
「レイヤの複製」を選択する

（2）メッシュ⼈⼝のデータが複製された

※複製されたデータ

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報
国⼟数値情報からダウンロードしたデータには、複数の
データ項⽬が格納されており、分析の⽬的に応じて選
択することができる。格納されているデータ項⽬⼀覧は
ダウンロードページのリンクから確認することができる。

データ項⽬の例︓

（3）コピーしたメッシュ⼈⼝データのデータ名をダブルクリックして「レイヤプロパティ」を表⽰する。
「シンボロジ」メニューの⼀番上のプルダウンメニューを開き、「連続値による定義（graduated）」を選択する

（4）「値」の右側にある「▼」ボタンでプルダウンメニューを開き、リストから「PTC_2040」を選択する

※ダブルクリック

※プルダウンメニューを開き、
「連続値による定義
（graduated）」を選択

※クリック

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法

2015年（男⼥計） PTN_2015

2015年（男性） PMN_2015

2015年（⼥性） PFN_2015

2040年（男⼥計） PTN_2040

2040年（男⼥計・0〜14歳） PTA_2040

2040年（男⼥計・15〜64歳） PTB_2040

2040年
（男⼥計・65歳〜・⼈⼝⽐率）

RTC_2040

【参考】
（別表）公表⽤データファイルのデータ項⽬
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/me
sh500_1000_h30_datalist.pdf
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GISソフトの活用方法の例

参考情報
今回設定した分類のしきい値は下記の通り
分類①︓⼈⼝<200⼈
分類②︓200⼈<⼈⼝<400⼈
分類③︓400⼈<⼈⼝<600⼈
分類④︓600⼈<⼈⼝<800⼈
分類⑤︓800⼈<⼈⼝<1,000⼈
分類⑥︓1,000⼈<⼈⼝

（5）既定の状態での値の最⼤値と最⼩値を確認した上で、分類⽅法を決定する。
今回は2040年の⾼齢者（65歳以上）⼈⼝をベースに、200⼈刻み、計6分類を作成することとした
（詳細は右記「参考情報」を参照のこと）
（6）「モード」を「丸め間隔（Pretty）」に変更し、「分類数」を6に設定
（7）表⽰された分類の「値」列に表⽰されている各しきい値をダブルクリックして「分類の境界を⼊⼒」ポップ
アップを表⽰し、設定したいしきい値を⼊⼒する（本事例の場合は右記しきい値がアプリによって⾃動で⼊⼒
されていたため変更なし）
（8）変化の傾向が判別しやすいよう、分類の⾊を変更する。「カラーランプ」のプルダウンメニューを開くと、
任意の⾊のグラデーションを選ぶことができる

※「丸め間隔（Pretty） 」に変更 ※▲▼ボタンで「6」に変更

※「カラーランプ」右側のプルダウンで
⾊のグラデーションの設定を変更可能

「カラーランプ」で設定した⾊が表⽰されている部分を
クリックすると、グラデーションの変化の位置や透明度等
のより詳細な設定を⾏うことができる

※操作が完了したら
「OK」をクリック

※必要に応じて修正

表⽰された分類の「凡例」列をダブルクリックして、表⽰
される凡例の記載形式を⾃由に変更することができる。
今回は値が「1,000.00〜1,089.19」の分類を
「1,000 -」と表記するよう変更した。

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法

モードの種類 内容
丸め間隔
（Pretty）

キリの良い数字で区切る区分

対数スケール データが対数で表現されている場合に
適切な間隔で区分

標準偏差間隔 基準値からの標準偏差をベースに区分

等量分類
（Quantile）

各区分に該当するシンボル数（ここで
はメッシュ数）が等しくなるように区分

等間隔分類 しきい値が等間隔になるように区分

⾃然分類
（Jenks）

データの変化量が⼤きい箇所で区分

モードの種類と内容は下表の通り。分析の⽬的に照ら
して適切なモードを選択する必要がある。

GISソフトの活用方法の例

参考情報
レイヤ名は「レイヤプロパティ」内の「ソース」メニューから
変更可能

（9）作業が完了した状態。⾼齢者⼈⼝に応じてメッシュの⾊が塗り分けられていることが分かる

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（10）メッシュの枠線を細くしたい場合は、「シンボル」のプルダウンメニューを開き、⼀番上の
「シンボルの設定」を選択する

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法

（11）ポップアップウィンドウ上部の窓で「シンプル塗りつぶし」を選択し、ストローク⾊、ストローク幅を任意に
変更し、「OK」をクリックする。

※今回は「ストローク⾊」を「⿊（透明度約50%）」、
「ストローク幅」を「0.1」ミリメートルに設定した

GISソフトの活用方法の例

参考情報（12）作業が完了した状態。（9）に⽐べてメッシュの枠線が薄く細くなっていることが分かる。

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-3．基準年の⼈⼝を算出・描画する⽅法
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３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-4．基準年間の⼈⼝変化率を算出・描画する⽅法

参考情報QGISでは、2つの基準年間のデータの変化を計算し、描画することができる。本節では2015年から2045年
にかけての⼈⼝の変化率をメッシュ別に計算し、描画する⽅法を紹介する。

（1）レイヤパネルの中のメッシュ⼈⼝を⽰すデータ名を右クリックし、表⽰されたメニューの中から
「レイヤの複製」を選択する

（2）メッシュ⼈⼝のデータが複製された

※複製されたデータ

GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-4．基準年間の⼈⼝変化率を算出・描画する⽅法

参考情報
「“」は必ず半⾓で⼊⼒すること。全⾓で⼊⼒した場合
はエラーが表⽰される。

【”PTN_2045”/”PTN_2015”-1】を⼊⼒した際に
エラーが表⽰される場合は、「”」を削除すると解消され
る可能性がある。

（3）コピーしたメッシュ⼈⼝データのデータ名をダブルクリックして「レイヤプロパティ」を表⽰する。
「シンボロジ」メニューの⼀番上のプルダウンメニューを開き、「連続値による定義（graduated）」を選択する

（4）「値」の右側にある「ε」ボタンをクリックし、「式ダイアログ」に
【 “PTN_2045”/“PTN_2015”-1 】と⼊⼒し、「OK」ボタンをクリックする

※ダブルクリック

※プルダウンメニューを開き、
「連続値による定義
（graduated）」を選択

※クリック

※この部分をクリックしてアクティブ化し、
【”PTN_2045”/”PTN_2015”-1】
と⼊⼒する

※式の⼊⼒が完了した後に
クリック
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GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-4．基準年間の⼈⼝変化率を算出・描画する⽅法

参考情報
今回設定した分類のしきい値は下記の通り
分類①︓変化率<-25%
分類②︓-25%<変化率<-15%
分類③︓-15%<変化率<-5%
分類④︓-5%<変化率<5%
分類⑤︓5%<変化率<15%
分類⑥︓15%<変化率

（5）既定の状態での値の最⼤値と最⼩値を確認した上で、分類⽅法を決定する。
今回は2015年から2045年にかけての⼈⼝の変化率をベースに、10%刻み、計6分類を作成することとした
（詳細は右記「参考情報」を参照のこと）

（6）「モード」を「等間隔分類」に変更し、「分類数」を6に設定

（7）表⽰された分類の「値」列をダブルクリックして「分類の境界を⼊⼒」ポップアップを表⽰し、設定したいし
きい値を⼊⼒する

変更前 変更後

（8）変化の傾向が判別しやすいよう、分類の⾊を変更する。「カラーランプ」のプルダウンメニューを開くと、
任意の⾊のグラデーションを選ぶことができる

※「等間隔分類」に変更 ※「6」に変更

※「カラーランプ」右側のプルダウンで
⾊の設定を変更可能 「カラーランプ」で設定した⾊が表⽰されている部分を

クリックすると、グラデーションの変化の位置や透明度等
のより詳細な設定を⾏うことができる。

※操作が完了したら
「OK」をクリック

GISソフトの活用方法の例

３．⼈⼝データ（メッシュ別）のダウンロード・描画⽅法
3-4．基準年間の⼈⼝変化率を算出・描画する⽅法

参考情報（9）作業が完了した状態。⼈⼝の変化率に応じてメッシュの⾊が塗り分けられていることが分かる

191



GISソフトの活用方法の例

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-1．鉄道路線・駅、バス停留所のデータをダウンロードする⽅法

参考情報

※データ形式は
「GML（JPGIS2.1）
シェープファイル」
を選択する

（1）インターネットから「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）にアクセスし、
「4.交通」の中から「鉄道（ライン）」を探し、クリックする

（2）鉄道（ライン）データは全国で⼀つのデータセットになっている。最新（ここでは令和元年）のデータを
探し、右側のダウンロードボタンをクリックする

本章では、「国⼟数値情報ダウンロード」（https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/）から鉄道路線網や
バス停留所のデータをダウンロードする⽅法を紹介する。

GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）PC上の任意の場所にダウンロードしたZIPファイルを保存する

（4）ダウンロードしたZIPファイルを解凍しておく

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-1．鉄道路線・駅、バス停留所のデータをダウンロードする⽅法
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参考情報
※データ形式は
「GML（JPGIS2.1）
シェープファイル」
を選択する

（5）同様の⼿順で、「4.交通 」の中から「バス停留所（ポイント）」を探し、クリックする

（6）神奈川県のデータを探し、右側のダウンロードボタンをクリックする

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-1．鉄道路線・駅、バス停留所のデータをダウンロードする⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（7）PC上の任意の場所にダウンロードしたZIPファイルを保存する

（8）ダウンロードしたZIPファイルを解凍しておく

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-1．鉄道路線・駅、バス停留所のデータをダウンロードする⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（1）QGISを起動し、ブラウザパネルの中から鉄道路線データ（RailroadSection.shp）を
ダブルクリックする

（2）全国の鉄道路線網が描画された（⻩緑線部）

※可視性の観点からメッシュ⼈⼝は⾮表⽰に
している。レイヤパネルのチェックを⼊れる/外す
ことで表⽰/⾮表⽰を切り替えることができる

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報
市町村内のデータを切り出す操作は必ずしも必要なも
のではなく、県域データを描画した上で拡⼤表⽰すれ
ば事⾜りる場合が多い。

市町村内のデータを切り出すことなく操作を進める
場合には、「3-3．バス停留所のデータを描画する⽅
法」の⼿順（1）に進むこと。

（3）現在のままでは⾒えにくいため、秦野市の鉄道路線データのみ抽出する。メニューバーの中から
「ベクタ」>「調査ツール」>「場所による選択」の順でクリックする

（4） 「選択する地物のレイヤ」で鉄道路線データを、「⽐較対象の地物のあるレイヤ」で秦野市の⾏政区域
を選択する。また「空間的関係」で「交わる」、「重なる」、「範囲内」にチェックを⼊れる。操作が終了したら「実
⾏」ボタンをクリックする

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）秦野市と重なり合う鉄道路線区間のみ選択された。（⻩⾊く⾊づけされた部分）

（6）選択した鉄道路線データを保存する。レイヤパネルに表⽰されているデータのファイル名（レイヤ名）を
右クリックし、メニューの中から「エクスポート」>「選択地物の保存」の順番でクリックする

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（7）データの内容が分かりやすいファイル名を記⼊し、「OK」を選択する

（8）秦野市の⾏政区域と重なる鉄道路線データのみ切り出すことに成功した（紫線部分）

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（9）同様の⼿順で鉄道駅の位置を描画する。ブラウザパネルの中から鉄道路線データ（Station.shp）
をダブルクリックする

（10）神奈川県の鉄道駅が描画された（橙⾊の点線部）

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（11）現在のままでは⾒えにくいため、秦野市の鉄道駅データのみ抽出する。メニューバーの中から
「ベクタ」>「調査ツール」>「場所による選択」の順でクリックする

（12） 「選択する地物のレイヤ」で鉄道駅データを、「⽐較対象の地物のあるレイヤ」で秦野市の⾏政区域
を選択する。また「空間的関係」で「重なる」、「範囲内」にチェックを⼊れる。操作が終了したら「実⾏」ボタンを
クリックする

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（13）秦野市と重なり合う鉄道駅のみ選択された。（⻩⾊く⾊づけされた部分）

（14）選択した鉄道駅データを保存する。レイヤパネルに表⽰されているデータのファイル名（レイヤ名）を
右クリックし、メニューの中から「エクスポート」>「選択地物の保存」の順番でクリックする

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（15）データの内容が分かりやすいファイル名を記⼊し、「OK」を選択する

（16）秦野市の⾏政区域と重なる鉄道駅データのみ切り出すことに成功した（橙線部分）

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-2．鉄道路線・駅のデータを描画する⽅法

197



GISソフトの活用方法の例

参考情報（1）同様の⼿順でバス停の位置を描画する。ブラウザパネルの中からバス停留所データ（Busstop.shp）
をダブルクリックする

（2）神奈川県のバス停留所の位置が描画された（橙点部分）。ただし、⼀⽬⾒て分かるように本来ある
べき場所とは異なる位置に描画されてしまっている。次ページ以降でこの現象の解消⽅法を説明する。

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）レイヤ名をダブルクリックしてレイヤプロパティを表⽰し、「ソース」メニュー内の「座標参照系の設定」の
プルダウンメニューを開き、「EPSG:4326 - WGS 84」を選択する。

（4）ポップアップメニューが表⽰されるので「OK」をクリックし、レイヤプロパティの「OK」をクリックする。

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）神奈川県内のバス停留所が描画された。（⻩⾊く⾊づけされた部分）

（6）4-2.（11）〜（16）と同様の操作を⾏い、秦野市内のバス停留所のみを抽出、保存する。
（灰⾊の点がバス停留所を⽰す）

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（7）線が鉄道路線を⽰していることが⼀⽬で分かるよう、スタイルを変更する。レイヤプロパティを開き、
「シンボロジ」メニューから「topo railway」を選択し、「幅」を「0.4」に設定し、「OK」をクリックする。

（8）鉄道路線を⽰す記号が変更された（⿊線部分）

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（9）同様の⼿順で鉄道駅、バス停留所のスタイルを変更した状態が下記画像である。なお、鉄道駅は
「simple orange line」で幅を「0.8」に、バス停留所は「dot blue」で⼤きさを「0.4」に設定した

４．施設位置を⽰すポイントデータのダウンロード・描画⽅法
4-3．バス停留所のデータを描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-1．ポイントデータの座標参照系を変更する⽅法

参考情報
代表的な座標参照系として、「投影座標系」と「地理
座標系」の2種類が存在する。

（1）半径○○mの円を描画するにあたり、起点となる鉄道駅、バス停留所の座標系を変更する必要が
ある。レイヤ名を右クリックし、「エクスポート」>「地物の保存」をクリックする。

（2）任意のファイル名を⼊⼒し、CRSを【JGD2011/Japan Plane Rectangular CS IX】に変更し、
「OK」をクリックする

本章では、３章で描画した鉄道駅、バス停留所から半径○○mの円を描画する⽅法を⽰す。

座標参照系の種類 座標の表⽰⽅法
投影座標系 座標参照系の原点からの⽅⾓・

距離(m)で座標を表⽰

地理座標系 緯度・経度で座標を表⽰

今回のように特定のポイントから半径○○mの円を
描画する場合は、座標をメートル単位で表⽰している
平⾯直⾓座標系を⽤いる⽅が操作が簡便になる。

座標参照系についての詳しい説明は本マニュアルの
【0-2．座標参照系の概念】および国⼟地理院の
下記Webサイトを参照のこと
https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/datum
-main.html#p2
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）地図上の位置が変わらないまま、座標系が変更された。

（4）（1）〜（3）の⼿順を鉄道駅に対しても実施する。

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-1．ポイントデータの座標参照系を変更する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）（4）で作成した鉄道駅、バス停留所のスタイルを変更した状態が下記画像である。なお、鉄道駅は
「simple orange line」で幅を「0.8」に、バス停留所は「dot blue」で⼤きさを「0.4」に設定した

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-1．ポイントデータの座標参照系を変更する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（1）本マニュアルでは鉄道駅から800m圏内、バス停から300m圏内の円を描画する。
「ベクタ」>「空間演算ツール」>「バッファ」の順に選択する。

（2）「⼊⼒レイヤ」で鉄道駅レイヤを選択し、距離を「800」、単位を「メートル」に設定し、「実⾏」を選択
する。

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法

※「バッファ」を使⽤して半径○○m圏内の
円を描画するためには、座標系が「投影座
標系（平⾯直⾓座標系）」である必要が
ある。5-1の⼿順に従い、変更すること

GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）鉄道駅から半径800mの円が描画された。（⻩緑⾊部分）

（4）図形が塗りつぶされていると鉄道駅の場所が分からなくなってしまうため、枠線のみ描画する。
レイヤプロパティの「シンボロジ」メニューで、「シンプル塗りつぶし」と記載されている箇所を選択しアクティブ化する。

※この部分を選択状態（⻘⾊）にする

※出⼒した半径○○mのレイヤはこのタイミング
で必ず保存すること。レイヤ名を右クリックし、
「エクスポート」>「地物の保存」の順にクリックし、
ファイル名を⼊⼒してOKを選択する。

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）「シンボルレイヤタイプ」を「アウトライン:シンプルライン」に、「⾊」を「橙⾊」、「ストローク幅」を「0.2」に
設定し、「OK」をクリックする

（6）枠線のみ描画された。（橙線部分）

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法

※「シンボルレイヤタイプ」を「アウトライン︓シンプ
ルライン」にすることで、図形の枠線のみを描画
することができる

GISソフトの活用方法の例

参考情報
「ディゾルブ」とは同じ属性値を持ち、重なり合う図形を
融合（dissolve）すること。分析結果の可視性を⾼
めるため等に有効な⽅法である。
なお、ディゾルブしない場合は下記のように表⽰される。

（7）次にバス停留所から300m圏内の円を描画する。「ベクタ」>「空間演算ツール」>「バッファ」の順に
選択する。

（8）「⼊⼒レイヤ」でバス停留所レイヤを選択し、距離を「300」、単位を「メートル」に設定する。
また、「結果をディゾルブする」のチェックボックスにチェックを⼊れ、「実⾏」を選択する。

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（9）バス停留所から半径300mの円が描画された。（⻩緑⾊部分）

（10）鉄道駅と同様の⼿順で「⾊」を「⻘⾊」、「ストローク幅」を「0.2」に設定し、「OK」をクリックする

※出⼒した半径○○mのレイヤはこのタイミング
で必ず保存すること。レイヤ名を右クリックし、
「エクスポート」>「地物の保存」の順にクリックし、
ファイル名を⼊⼒してOKを選択する。

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報（11）枠線のみ描画された。（⻘線部分）

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
5-2．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
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GISソフトの活用方法の例

参考情報

５．施設から半径○○m圏内の円を描画する⽅法
3章で作成した⾼齢者数のメッシュデータ、4章で作成した鉄道駅、バス停留所のポイントデータ、5章で作成した鉄道駅・バス停留所から○○m
圏内を⽰すバッファを重ね合わせた状態。

GISソフトの活用方法の例

参考情報
e-Statは国勢調査の結果を⽤いて250mメッシュ⼈
⼝データを作成しているが、社⼈研推計等の将来⼈
⼝推計を⽤いた250mメッシュ⼈⼝作成は⾏っていな
い。そのため、将来⼈⼝推計データを⽤いて同様の分
析を試みる場合は、⼈⼝データを⾃⾝で作成する必
要がある。

（1）下記のURLより、e-Statの「データダウンロード」ページにアクセス（ https://www.e-
stat.go.jp/gis/statmap-search?type=1 ）し、「政府統計名」の中の「国勢調査」を選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（2）最新の国勢調査実施年をクリックし、「5次メッシュ（250mメッシュ）」の中の
「その1 ⼈⼝等基本集計に関する事項」をクリックする（下記橙枠部分）

ここでは、施設から半径○○圏内の⼈⼝を計算し表⽰する⽅法を紹介する。6-1.（1）以降では、e-Stat
から250ｍメッシュ⼈⼝のデータをダウンロードし、⼈⼝を計算する⽅法を紹介しているが、e-Statには将来推
計⼈⼝は搭載しておらず、調査時点の⼈⼝のデータとなる。将来推計⼈⼝での圏域⼈⼝分析をする際の⼿
順は本資料6-4.（9）に記載しているため、必要な場合は参照されたい。
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）画⾯上部の「都道府県で絞込みはコチラ」リンクをクリックし、ダウンロードしたい地域を含む都道府県の
チェックボックスにチェックを⼊れ、「選択」ボタンを押す

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報
分析を⾏いたい地域がどの地域メッシュ・コードに該当
するのかを⼤まかに確認するためには、下記リンクを参
照のこと
https://www.e-
stat.go.jp/pdf/gis/primary_mesh_jouhou.p
df

なお、リンク先のページには左図の「1次メッシュ枠情
報」ボタンをクリックすることでもアクセスできる

（4）絞り込まれたデータの中から、分析を⾏いたい地域が含まれる第⼀次地域区画の地域メッシュ・コードを
探し、画⾯右側の「csv」ボタンをクリックする（地域メッシュ・コードの確認⽅法は右の参考情報欄を参照のこ
と）

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（5）ファイルの保存先を選択し、「保存」ボタンをクリックする
※分析の対象となる地域が複数
のメッシュ・コードにまたがっている
場合は、以降の⼿順をメッシュ・
コードごとに実施する必要がある。
なお、データをQGISにインポートし
た後は各データを統合して分析す
ることも可能であるため、その⼿順
位ついては後述する
（6-3.（5）の参考情報を
参照）
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GISソフトの活用方法の例

参考情報
ファイル名は英数字またはアルファベットを使⽤する
（⽇本語ファイル名は不可）。判別が可能であれば、
ダウンロードした際に設定されているファイル名をそのま
ま⽤いても問題ない

（6）ダウンロードしたZIPファイルを解凍し、中に格納されているテキストファイルの拡張⼦（.txt）をCSVファ
イル形式（.csv）に変更する。なお、「拡張⼦を変更すると、ファイルが使えなくなる可能性があります」という
ポップアップが表⽰された場合は「はい」を選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（7）Microsoft Excelを開き、「データ」タブ内の「テキストまたはCSVから」をクリックする

（8）（6）で拡張⼦を変更したCSVファイルを選択し、「インポート」ボタンを押す

※使⽤するExcelのバージョンに
よって表⽰が異なる可能性がある
（右記参考情報参照）

Microsoft Excel 2016の場合は
｢データ｣＞｢新しいクエリ｣＞｢ファイルから｣＞｢CSVか
ら｣の順に選択

GISソフトの活用方法の例

参考情報（9）下図のようなポップアップが表⽰された場合は、「データの変換」ボタンをクリックする

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（10）Power Queryエディター画⾯が表⽰されるので、「閉じて読み込む」ボタンをクリックする

※使⽤するExcelのバージョンに
よって表⽰が異なる可能性がある
（右記参考情報参照）

Microsoft Excel 2016の場合は｢編集｣
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（11）データがインポートされた

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（12）

77

（12）「ホーム」タブの「検索と選択」プルダウンから「置換」を選択する

（13）「検索する⽂字列」に「~*」を、「置換後の⽂字列」は空欄にした状態で、「すべて置換」をクリックする

※ 「~*」は半⾓で⼊⼒

GISソフトの活用方法の例

参考情報（14）データの置換が完了した

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（15）作成したデータは判別しやすい場所に保存しておく。その際、ファイル形式がCSV（.csv）になってい
るかを確認する
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（16）csvのデータ形式（⽂字、整数、実数）を確定させるため、「csvt」ファイルを作成する。

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（17）（15）で保存したcsvファイルを再度開き、1番上に1⾏追加する データセットの各⾏がどのようなデータに該当するのかに
ついては、6-1.（4）の「定義書」ボタンをクリックしてダ
ウンロードできるPDFファイルを参照のこと。
なお、同様のファイルは下記リンクからも取得可能。
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search/data?datatype=1&statsId=T000876
&downloadType=1

データ形式 ⼊⼒するテキスト
⽂字列 "String"

整数 "Integer"

実数 “Real"

データ形式とテキストファイルに⼊⼒するテキストの対応
関係は下表の通り（18）追加した⾏に、各列のデータ形式に対応したテキストを⼊⼒する。データ形式と⼊⼒するテキストの

対応関係は右記「参考情報」欄の表を参照のこと。
今回使⽤している国勢調査のデータの場合は、下図の通りD列まで「String,Integer, String,String,」の
順に⼊⼒し、以降は全て「“Integer”」を⼊⼒する

（19）2⾏⽬以降を全て削除する

GISソフトの活用方法の例

参考情報

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-1．e-Statから⼈⼝データ（250mメッシュ）をダウンロードする⽅法

（20）「ファイル」タブから「名前を付けて保存」を選択する。ファイルの格納場所、ファイル名共に⼈⼝データの
CSVファイルと同様に設定し、拡張⼦のみ「.csvt」に変更する。操作が完了したら「保存」をクリックする

※ファイルの種類は「すべてのファイル」
に設定しておく

「すべてのファイル」を選択できない場合は、⼀度名前
を変えた状態でcsvファイルとして保存した上で、
保存場所のフォルダを開き、ファイルを選択した状態で
右クリック>「名前の変更」>ファイル名を6-1（15）と
同じものにする&拡張⼦を「.csvt」に変更する
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（1）下記のURLより、e-Statの「データダウンロード」ページにアクセス（https://www.e-
stat.go.jp/gis/statmap-search?type=2）し、「境界⼀覧」の中から「5次メッシュ（250mメッシュ）」
を選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-2． e-Statから250mメッシュ境界データをダウンロードする⽅法

（2）「データ形式⼀覧」の中から「世界測地系平⾯直⾓座標系・Shapefile」を選択する

GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）6-1.（4）で選択した地域メッシュ・コードと同様のものを探し出し、画⾯右側の「世界測地系平⾯直
⾓座標系・Shapefile 」ボタンをクリックする（必要に応じて6-1.（4） で⽤いた「都道府県で絞り込み」機
能を使⽤する）

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-2． e-Statから250mメッシュ境界データをダウンロードする⽅法

（4）ファイルの保存先を選択し、「保存」ボタンをクリックする
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）ダウンロードしたZIPファイルを解凍しておく。なお、シェープファイル使⽤時に注意すべきこととして、解凍
後のフォルダに格納されているファイル（下記画像の場合は4種類）は全て同⼀フォルダ内に格納しておく必
要がある

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-2． e-Statから250mメッシュ境界データをダウンロードする⽅法

GISソフトの活用方法の例

参考情報
データのインポートは、ブラウザパネルからレイヤパネルに
当該ファイルをドラッグ&ドロップすることでも可能

（1）5-1でダウンロードした⼈⼝データをQGISにインポートする。6-1で作成したCSVファイルを
ブラウザパネルから探し、ダブルクリックする

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

（2）インポートされたデータがレイヤパネルに表⽰されていることを確認する
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（3）同様に、6-2でダウンロードした境界データをQGISにインポートする。 6-2で作成したシェープファイルを
ブラウザパネルから探し、ダブルクリックする

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

（4）座標参照系が正しく設定されていることを確認し、「OK」ボタンをクリックする

※「５．施設から半径○○m圏内の円を
描画する⽅法」で設定した座標参照系と
同様のものが選択されていれば問題ない

GISソフトの活用方法の例

参考情報（5）インポートされたデータがレイヤパネルに表⽰されていることを確認する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

（6）境界データを選択し、「ベクタ」>「ジオメトリツール」>「重⼼」の順に選択する

6-1.（4）で⾔及したデータの統合を⾏う場合は、下
記⼿順をデータの種類（ここでは⼈⼝データとメッシュ
データ）ごとに⾏う必要がある
① 「ベクタ」>「データ管理ツール」>「ベクタレイヤのマー

ジ」の順に選択
② ⼊⼒レイヤの右の「…」から統合したいデータを選択
③ 「変換先の座標参照系」から、使⽤している平⾯

直⾓座標系（2-4.（2）で設定したもの）を選
択

④ 「出⼒レイヤ」の右の「…」から「ファイルの保存」を選
択し、ファイルの保存場所およびファイル名（英数
字のみで設定することを推奨）を設定し、「保存」
をクリック

⑤ 「実⾏」をクリック

なお上記操作完了後、6-1.（16）〜（20）で作
成したcsvtファイルをコピーし、上記操作で作成した⼈
⼝データと同じフォルダに同じ名前で保存しておく必要
がある
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（7）設定画⾯が表⽰されたら、「重⼼」の項⽬の右側にある「…」マークをクリックし、「ファイルに保存」を選択
する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

（8）ファイルの保存場所と任意のファイル名を設定し、「保存」をクリックし、（7）の画⾯に戻ったのち
「実⾏」をクリックする

バッファを⽤いてメッシュデータを集計する⽅法は主に下
記の⼆つ存在する
• メッシュ全てがバッファと重なっている場合に当該メッ

シュを集計対象とする
• メッシュの⼀部でもバッファと重なっている場合に当

該メッシュを集計対象とする
ただし、上記のいずれも集計誤差が⼤きくなってしまう
ため、今回は別の⼿段として
• メッシュの重⼼がバッファと重なっている場合に当該

メッシュを集計対象とする
という集計⽅法を採⽤している。

なお、集計の精度を向上させたい場合は、より粒度の
細かい⼈⼝データを使⽤するのがよい。例えば、⼈⼝
データと位置情報を組み合わせたポイントデータを作成
する、または総務省統計局から国勢調査の調査区単
位のデータを⼊⼿することを検討する等の⽅法が考え
られる

GISソフトの活用方法の例

参考情報
メッシュのうち秦野市と重なり合うものを抽出する⽅法
については、本マニュアルの
・3-2.（4）〜（9）
・4-2.（3）〜（8）
等のページを参照のこと

（9）可視性を向上させるため、作成したメッシュ枠、メッシュの重⼼のうち秦野市と重なり合うもののみ抽出し、
レイヤのスタイルを変更したものが下図

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

スタイルを変更する⽅法については、本マニュアルの
・3-3.（10）〜（11）
・4-3.（7）〜（9）
等のページを参照のこと
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（10）（9）で作成した秦野市と重なり合うメッシュの重⼼レイヤをダブルクリックしてレイヤプロパティを表⽰し、
「テーブル結合」タブを選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

※ダブルクリック

※クリック

（11）画⾯左下の「＋」ボタンをクリックし、「ベクタ結合の追加」を表⽰する

※クリック

GISソフトの活用方法の例

参考情報（12）「結合レイヤ」のプルダウンを開き、6-1で作成した⼈⼝データを選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

（13）「結合基準の属性」および「ターゲット属性」のプルダウンから「KEY_CODE」を選択し、画⾯右下の
「OK」をクリックする
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GISソフトの活用方法の例

参考情報（14）「Join layer」の左の▼をクリックし、6-3.（12）〜（13）で⾏った操作が正しく反映されていること
を確認し、「OK」をクリックする

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-3．⼈⼝データ、メッシュ境界データのインポート・描画⽅法

※設定の反映を確認

（15）重⼼レイヤのレイヤプロパティから「フィールド」タブを開く。薄緑に塗られた部分の「タイプ名」列がcsvt
ファイルとして保存したファイルの2テキスト⽬以降（6-1.（18）の画像の2列⽬以降）と同じになっているこ
とを確認し、「OK」をクリックする

⼿順（15）の図の薄⻩⾊の部分が結合元となった
重⼼レイヤ由来のデータ、薄緑⾊の部分が結合した⼈
⼝データ由来のデータである

薄緑⾊部分のタイプ名がテキストファイルの「2テキスト
⽬以降」と同じになっている理由は、テキストファイルの
「1テキスト⽬」に該当する「KEY_CODE」を⽤いて重
⼼レイヤと⼈⼝データを結合した関係で、結合元となっ
た重⼼レイヤ由来の「KEY_CODE」が残り（左図②
列⽬）、結合した⼈⼝データ由来の「KEY_CODE」
は省略されているためである

左記（15）でタイプ名がcsvtファイルと⼀致しない場
合、下記について改めて確認いただきたい
• ファイルの拡張⼦が「csvt」になっている
• 元となる「csv」ファイルと「csvt」ファイルが同じフォル

ダ内に格納されている
• 元となる「csv」ファイルと「csvt」ファイルのファイル名

が拡張⼦を除いて同じである

上記が問題ない場合は、下記操作を試みると解決す
る場合がある
• アプリケーションを再起動する
• QGIS上にインポートされている「csv」ファイルを⼀

度削除（レイヤパネルから削除するだけで構わな
い）し、再度インポートする

上記でも解決しない場合は、コンピュータ上にダウン
ロードした元データを削除し、⼿順6-1.（1）から再
度実施いただきたい

GISソフトの活用方法の例

参考情報（1）「ベクタ」>「解析ツール」>「ポリゴン内の点の数」の順に選択する

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（2）「ポリゴンレイヤ」に集計の基準とするバッファを、「点レイヤ」に重⼼レイヤを、「重み付け属性」に集計し
たい⼈⼝データをそれぞれプルダウンから選択し、「実⾏」をクリックする

※今回使⽤するバッファは、国⼟数値情報より
取得した「医療機関」のデータを基準に、各医
療機関から半径500ｍで描画したものである。
なお、作成⼿順についてはページ数の都合上
省略している

ここで使⽤するバッファについては、ディソルブ（結合）
してはならない。ディソルブすることで全てのバッファが1つ
のデータに結合されてしまうことで、この後の分析に⽀
障をきたすため

※集計するデータを変更する場合は、「重み付
け属性」で選択するデータを変更する。各データ
名称がどのようなデータと紐づいているかについて
は、参考情報欄のリンクおよび表を参照のこと

下記リンクより、2015年の国勢調査における定義書
をダウンロードできる。
https://www.e-stat.go.jp/gis/statmap-
search/data?datatype=1&statsId=T000876
&downloadType=1

データ項⽬の例︓

⼈⼝総数 T000876001

0〜14歳⼈⼝総数 T000876004

15〜64歳⼈⼝総数 T000876010

65歳以上⼈⼝総数 T000876016
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参考情報（3）バッファが出⼒された。

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（4）（3）で出⼒されたバッファのレイヤプロパティを開き、「単⼀定義」を「連続値による定義」に、「値」を
「NUMPOINTS」に変更し、「分類」ボタンをクリック。しきい値やカラーランプを任意に設定し、「OK」をクリック

※出⼒した半径○○mのレイヤはこのタイミング
で必ず保存すること。レイヤ名を右クリックし、
「エクスポート」>「地物の保存」の順にクリックし、
ファイル名を⼊⼒してOKを選択する。
なお、ファイル形式はシェープファイル（.shp）を
⽤いる

GISソフトの活用方法の例

参考情報

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（5）バッファが圏内の⼈⼝によって⾊分けされた（250mメッシュ枠およびその重⼼は⾮表⽰にしている）

凡例
1〜2,000⼈
2,000〜4,000⼈
4,000〜6,000⼈
6,000〜8,000⼈
8,000⼈〜
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参考情報

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（6）圏内⼈⼝の多いバッファがより前⾯に配置されるように設定を変更する。レイヤプロパティを開き、
「シンボロジ」タブの画⾯右下の「⾼度な設定」プルダウンを開き、「描画順序」をクリックする

（7）「描画順序を有効にする」にチェックを⼊れ、「OK」をクリックする。レイヤプロパティもOKを押して閉じる

※（7）の⼿順を⾏うと、この画⾯で下位に並
んでいるバッファほど前⾯に配置される。必要に
応じて「値」部分をクリックし昇順/降順を切り替
えることで描画順序を変更することができる

GISソフトの活用方法の例

参考情報

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（8）圏内⼈⼝の多いバッファ（⻘⾊）ほど前⾯に配置された

凡例
1〜2,000⼈
2,000〜4,000⼈
4,000〜6,000⼈
6,000〜8,000⼈
8,000⼈〜
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参考情報
国⼟数値情報からダウンロードした500mメッシュ別
将来推計⼈⼝を⽤いた圏内⼈⼝の描画⼿順は
下記の通り
① 本資料3-1の⼿順に従い、国⼟数値情報から

500mメッシュ別将来推計⼈⼝をダウンロードし、
QGISにインポートする

② 本資料6-3.（6）〜（9）の⼿順に従い、
メッシュの重⼼を作成する

③ 本資料6-4の⼿順に従い、バッファ圏内に含まれ
る重⼼（に紐づいている500mメッシュ別将来推
計⼈⼝）をカウントする
※6-4.（2）の⼿順の際、「点レイヤ」で上記②
で作成したメッシュの重⼼を、「重み付け属性」で
集計したいデータ名（今回は2045年の将来推
計⼈⼝）を選択する
※推計するデータを変更する場合は、⼿順3-3で
⽰しているデータ⼀覧を参照のこと。また国⼟数
値情報HP上で公開されているデータ項⽬⼀覧の
URLを下記に⽰す
（別表）公表⽤データファイルのデータ項⽬
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist
/mesh500_1000_h30_datalist.pdf

※上記⼿順で作成した重⼼には既に⼈⼝データが
紐づいているため、6-3.（10）〜（15）に⽰す
テーブル結合の⼿順は実施する必要はない

1〜500⼈
500〜1,000⼈
1,000〜1,500⼈
1,500〜2,000⼈
2,000〜2,500⼈
2,500〜3,000⼈
3,000⼈〜

凡例

６．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法
6-4．施設から半径○○m圏内の⼈⼝を計算する⽅法

（9）【参考】６章で作成した医療機関から半径500m圏内⼈⼝について、国⼟数値情報からダウンロード
した500mメッシュ別将来推計⼈⼝（2045年）をベースに作成し、同メッシュ⼈⼝と重ね合わせた状態

凡例
1〜2,000⼈
2,000〜4,000⼈
4,000〜6,000⼈
6,000〜8,000⼈
8,000⼈〜

GISソフトの活用方法の例

参考情報
「特別養護⽼⼈ホーム」の抽出⽅法
① 国⼟数値情報から「福祉施設」のデータをダウン

ロード
② QGISのメニューバーから「式による地物選択」を

選択
③ 国⼟数値情報の属性情報を参考に、属性名と

コードリスト中の重ね合わせたい施設のコードを確
認し、検索ウィンドウ左のボックスに
「”P14_006”=105」と⼊⼒
※P14_006は属性名
※105は特別養護⽼⼈ホームのコード

④ 検索ウィンドウ右下「地物の選択」ボタンをクリック

※左記図の施設位置は実際の位置ではなく、あくまで
参考までに配置した架空の位置

７．参考例
例①
２章で作成した⾼齢者数のメッシュデータに国⼟数値情報から取得した「特別養護⽼⼈ホーム」の位置を重ね合わせた状態。

1〜200⼈
200〜400⼈
400〜600⼈
600〜800⼈
800〜1,000⼈
1,000⼈〜

凡例
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